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ユニバーサルスタジオ•ジャパン

1 大阪臨海部空撮／中央は工事中の「ユニバーサルスタジオ・ジャバン」．

河をへだてた対岸（写真上方）に海遊館の天保山ハーパービレッジが望める

2アトラクション「ターミネーター2J

3 アクション•スタントショー／本物の飛行機が親客席に向かって飛んでくる



4 「ユニパーサルスタジオ・ジャバン」の完成図（手前が入口）

5 アドベンチャー•アトラクション「ジュラシック・バーク」

6工事中のバーク／ウォーターフロントのレストラン



束京臨海副都心
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1 バレットタウン 「MEGAWEBトヨタシティショウケース」

2 小型EVコミュータに乗って自動走行運転を体験できる「E-comAIDE] 

3 バレットタウンのランドマークとなっている大観覧車

4・5 ショッピングモール「AQUACITYJ
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6 フジテレピ本社ピルと広大な空き地

7 テレコムセンターピルを望む

8 商業・アミューズメント施設に加え高履住宅の建設も進展しはじめた
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海外便り

ル・コルピュジエの故郷
スイス遍葬ヌシャーテル州ラ・ショー＝ドゥ＝フォン

Le Corbusier's native town 
La Chaux-de-Fonds,Canton of Neuchatel,Swiss Confederation 

PLAN OE I..ACHAUX-0紅 ONOS 2
 

1 ジュラ山脈の谷間に広がるラ・ショー＝ドゥ＝フォンの市街地

2 ラ•ショー＝ドゥ＝フォン市街図 1944年 ，

黒： 1794年の大火直後に再建された市街地，黄： 1894年 （大火の100年後）の市街地，緑 ：1944年 （大火の150年後）の市街地
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3 「レオポール•ロベール並木大通り」の東端を飾る噴水塔

4 ジャンヌレ＝ペレ邸北側立面，

ル・コルピュジエ、 1912年、 cFLC

5 ジャンヌレ＝ペレ邸南西側立面

ル・コルピュジエ， 1912年， cFLC

6 家具，ル・コルピュジエ， 1915年頃

ラ・ショー＝ドゥ＝フォン市立芙術館所蔵

（左手の壁にはル・コルピュジエの祖先ルコルペジエの

肖像画が掛けられている）， cFLC
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7 メゾン・デュ・ディレクトゥール（監督官の館）， l日サリン•ロワイヤル （旧王立製塩工場） ，

アンスティテュ・クロードゥ＝ニコラ・ルドゥー， ドゥー県アルケ・スナン （フランス），

付記：ユネスコの世界遺産でもあるこの建物を会場として、 2000年6月から2001年12月までの予定で、

「理想的な都市を探し求めて」と題された展覧会が開催されており、一階にはラ・ショー＝ドゥ＝フォンの地形模型が、

二階へ上る大階段室には「300万人のための現代都市」の都心部の模型が展示されている （口絵8.9)

8 「300万人のための現代都市」，都心部の模型，ジャン＝クロードゥ ・ヴィガトー，2000年，cFLC

9 ラ・ショー＝ドゥ＝フォンの地形模型を背に講演するフレデリック・シュタイガー女史
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はじめに

バブル経済が崩壊した後、わが国の経済・産業は低迷期に移行し、それと

ともに様々な都市開発事業が縮小・撤退するなど、まさに＂元気＂な状態で

はありませんでした。

一方、経済低迷における企業リストラによって大規模な工場跡地が発生し、

遊休地問題として深刻な課題となっていました。

しかしこの数年、各地においてバプル期を思わせるような大きな都市開発

が見うけられるようになりました。広大な遊休地を抱える東京湾や大阪湾な

どの臨海部において大規模工場跡地や低未利用地などを有効的に利用した1}il

発もみられ、新聞紙上を賑わすことも多くなりました。こうした都市開発は

右肩上がりであったバブル期とは違い、様々な工夫がされているように思わ

れます。土地の定期借地方式の導入や PFI、特定目的会社 (SPC)の設立と

いった査金調達など、併l発主体はこれまでにない都市開発をすすめています。

また開発主体そのものも日本の企業だけでなく、海外企業の参入も今後増

加することも予想されます。特にアメリカを中心とした商業デベロッパーが

参入した大型商業施設が、都市開発の核となっている事例も少なくないよう

です。

名古屋においても例外ではなく 、工場跡地を中心とした遊休地の活川 も

徐々に行なわれつつあり 、東京や大阪の新しい都市開発の手法も導入されて

いくものと考えられます。

今回のアーバン ・アドバンスではこうしたポストバプルの時代の新しい都

市開発の考え方を最新の都市開発の事例を織り交ぜながら、＂元気な都市＂の

あり方について考えてみたいと思います。



これからの都市再開発システム

慶応義塾大学教授 日端康雄

再開発ビジョンの必要性

世紀が変わり新世紀の望ましい社会を描き、

必要な制度のデザインを構想しつつ、陳腐化し

た制度や組織を改良し、全く新たなものにリプ

レースする動きが加速している。都市再開発の

領域でも新世紀の日本のあるべき都市像を展望

し、都市再開発の制度改革のピジョンを描いて、

それを国民各層とひろく共有する作業が急がれ

なければならない。再開発が関係する一部の専

門家や行政担当者だけの範囲で議論する時代で

はなくなっているのである。

都市再開発法や土地区画整理法などを中心と

して、現在のわが国の再開発システムには、い

くつかの基本的課題があるように思われる。た

とえば、再開発の公共性理念が、永年、防災や

公共施設の空間価値創出に閉塞してきていて、

県観や環境共生、あるいは高齢者対応、福祉な

ど、広く都市空間の改善にコミ ットしていない。

もとより、活性化、経済開発、屈用といった都

市の経済的再生に対しても現在の再開発制度

は、真正面から取り組めるようになっていない。

都市計画法体系そのものがこうした問題に対応

していないともいえる。また、現在の権利変換

方式に代表してみられるように、再開発の仕組

みが個人などの所有権保全に過剰に対応してい

て、それへの社会的規制が進歩していない。こ

のことが土地利用のダイナミックな転換を妨げ

ていて、たとえば、不動産証券化などの投資活

動が再開発事業に入りにくくいる。

再開発を弱者への公共プルドーザー（追い出

し役）にしないための生活再建や補償制度をよ

り強化すると同時に、旧来の権利者がそこにと

どまることを前提にした権利変換を基本システ

ムとするだけでは、現在及び将来のあらたな都

市再開発の需要、たとえば、抜本的な土地利用

転換や土地流動化には全く不向きである。

こうした制度上の課題は、制度の根幹からの見

直しを必要としている。現在は、社会の基本シ

ステムとして規制緩和の時代であるが、社会的

規制に関しては規制改革の時代でもある。絶え

ず規制を見直すべき時代でもある。

平成12年3月20日付の日経新聞朝刊で、大賀

典雄ソニー会長、宮内義彦オリックス会長が規

制改革論を議論していたが、その中で宮内氏が、

「住宅 • 土地の分野には細かい取り決めがたくさ

んあって、これは結局都市計画にいきつく 。そ

うすると規制を外すだけではなく、私権の制限

もないと立派な都市づくりは出来ない。」「住宅・

土地に限らず日本の規制の特徴のひとつは個々

の権利の保護を過度に優先して真の意味で公共

の利益の観点から規制のあり方を見直すという

チエ ックがあまり入らないシステムになってい

日端康雄
I』JFh・迫遍9 -
1967年東京大学工学部卒業

東京大学助手、東京大学助教授、筑波

大学助教授を経て

1994年慶応義塾大学教授
専攻は都市計画、著匿に「ミクロの都

市計画と土地利用」ほか。
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る」と述べている。現在の政府委員会の中で宮

内氏が委員長を務める規制改革委員会の動向が

一番興味深いが、企業は規制緩和一辺倒ではな

い。ソニーはベルリンのポッダム広場に面して

大型プロジェクトを完成させたが、大賀氏も、

「ドイツでは再開発にあた って都市計画の規制

がものすごく多く厳しい。役人は21世紀のドイ

ツの首都を築くから当たり前だという 。みんな

が納得の上で規制の網を被せている。 ドイツの

場合こういう街を作ろうという公共意識の高さ

からくる規制なのだ」と述べている。社会的規

制の改革が急がれねばならない時代である。

再開発の事業システムの

抜本的改革

周知のように、現在は一般的地価下落という、

個々の事業手法が全く前提としない条件のもと

で従来の都市再開発手法が行き詰まりをみせて

いる。少なくとも開発利益による地価上昇が見

込めなければ、あるいは、見込めても一般的地

価下落によってそれが帳消しになるだけでなく

さらに下落する環境のもとでは事業は経営的に

は成立しない。区画整理も市街地再開発事業も

全く同じ条件である。地価下落の状況が10年間

続いており、経済社会の構造的変化の前に政策

当局も手をこまねいている観があるが、地価下

落の方はなお続くのか、下げ止まるのかは簡単

には予断できない。国や公共団体が膨大な財政

赤字を抱え、地価下落が続いて企業や個人の不

良債権がなお拡大している限りでは、現在の事

業手法に出番はない。

しかし、事業の仕組みだけが現在の事業の行

き詰まりを支配しているのであろうか。永年の

土地神話が崩れ、 一般的地価上昇が暗黙のうち

に期待できた時代とは根本的に社会が変わった

ということではないのか。そうした視点で広く

考え直してみる必要がある。

都市計画の実現手段は一般に事業 ・誘導 ・規

12 

制があり、 1980年代か ら都市再構築の時代に

入って、再開発は“事業”の中で次第に存在感

を増してきた。再開発はもともとスラムクリア

ランスに端を発し、収用、買収が唯一の手法で

あった。欧米ではこの手法が拡大一般化してい

るが、わが国はそうはならなかった。その代わ

り、区画整理手法やその立体的換地手法とも言

える権利変換手法が確立した。

こうした手法が永年受け入れられてきたのは

都市基盤の未整備や市街地の防災不燃化が都市

社会の最大の課題としてあったからであり、公

的事業手法を支える“硬い公共性”もいわばそ

こに閉塞してきた。都市再開発法は既に30年以

上を経過しているが権利変換を唯一の手法とし

て良くやって来たものである。しかも、権利共

同化の原則型権利変換は稀有で、特則型ばかり

の手法が主役というのも法定事業システムとし

て奇妙な話である。現状に追従するなら特則型

と原則型をリプレースすべきかもしれない。政

策のレビューや点検が行われない現行政策シス

テムの欠陥のせいである。役所の担当者や事業

コンサルタントが素手で権利調整をやり、その

苦労話が美談化され、再開発は職人芸的な世界

に封じ込められてきた。しかも必要なところの

再開発よりも出来るところだけの再開発であっ

た。

都市基盤の未整備も市街地の防災不燃化もこ

れからの日本の都市では引き続いて取り組まれ

ねばならない重い課題ではあるが、それだけに

公共性を閉塞させた事業手法ではあってはなら

ない。脱工業社会に入って空洞化が進む中心市

街地の活性化と再生、工業化社会から高度情報

社会への転換過程でこれからも長く続くと想定

される産業用地の遊休化、企業のリストラによ

る土地供給圧力、経済的豊かさを得た国民の都

市環境の質向上への強い願望、地球環境などの

改善への都市開発としての対応、地価の収益還

元価格への回帰、こうした幅広くて構造的で根

本的な都市課題に再開発が対応していかねばな



らないとしたらどのような手法が必要なのか。

権利調整や採算確保など、再開発が大変な事

業であることを知った上で従来型手法に固執す

ることを箪者が酷評するのは、今のままでは日

本の都市は救われないと考えるからである。今、

社会の中で再開発に何が求められているのかに

耳を澄ませて抜本的に再開発手法を再構築する

という原点にもう 一度戻って考えるべき時であ

る。

これからの再開発の事業手法

これからの再開発事業は、これまでのように

市街地の不良化や都市基盤の未整備などの空間

的な課題を行政が中心になった公権力の力だけ

を頼りに行う時代ではない。社会の活力の面で

も行政の財政的能力の面でも不可能である。経

済や福祉、環境問題など幅広い課題を公民パー

トナーシップで取り組んでいける手法でなけれ

ばならない。

再開発事業システムがこれから組み入れなけ

ればならない領域は広いが、大きく分けて次の

ような方向が必要であると考える。

l 計画と事業手法とのリンク

これからは事業モンロー主義の効率優先の時

代はおわったと考えねばならない。幅広い参加

と事業のプロセスが評価されるような仕組みで

あるためには計画とうまくかつ強力にリンクさ

れねばならない。後述する再聞発マスタープラ

ン制度の見直しはもとより事業制度についても

抜本的見直しが必要である。たとえば、区画整

理ボ業手法が区画整理の実現のためだけにある

のではなく、計画によってどのような市街地が

求められるのかが先ず合意されてその実現手段

として区両整理事業手法が採用される仕組みに

変えていくべきである。しかし、現在の高度利

用地区制度と市街地再開発事業のような形式的

リンクは意味がない。

また、地区計画的な都市計画として、 一度決

これからの都市再開発システム

めたら変わらない必要性だけの再開発地区では

なく、決めても事業の見通しがなくなったら、

一定の時限で消せる条件の再開発地区、フット

ワークの軽い計画手法も必要である。 ドイツに

EV-Bプランという制度があるが、これはひと

つのモデルとして参考になろう。

2 事業主体の弾力化

21世紀の日本では、事業を公共団体が直接や

る時代は終わろうとしているように思われる。

また、市街地再開発事業や区画整理で、素人集

団である地権者の組合が事業主体になるのもお

かしい。

公民パートナーシップがこれからの事業のひ

とつの主流になると考えられ 公的セクターが

土地調整をやれば付加価値やインセンテイプは

まだまだ出てくることは、公団の土地有効利用

事業の経験からその一部を窺い知ることが出来

る。

3 経済構造調整の再開発

21世紀の、工業社会から高度情報社会への産

業構造転換の本格化に伴い、経済社会の需要に

あう開発でこれまでにない全く 新しい再開発手

法が自治体から生まれてくると考えられる。た

とえば、ベンチャー育成のための都心にあるオ

フィスの住宅化な どはアメリカの自治体が90年

代に率先して取り組んでいる。

また、 20世紀の国土の工業化や大都市化を誘

導してきた国の政策の後始末として、大都市内

産業用地の遊休化や企業の リストラ用地への対

応、さらには密集市街地やスプロール市街地な

ど、国のレベルでも再開発の新しい仕組みが必

要になってこよう 。

4 事業の経営採符

保留床で事業を成立させる仕組みは、 一面、

成長期型であり、土地神話型、右屑上がり型経

済社会の産物である。もとよりこうした手法が

成立する場所はこれからも存在するが、主流は

共同事業型で、関係権利者が負担できるように

助成を強化するような仕組みに変えていくべき

13 
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であろう 。昔の防災街区造成法時代の手法を再

評価すべきと思われる。

5 必要性と可能性の結合

密集市街地再開発はこれまでもそしてこれか

らもわが国の最大の再開発課題でありつづける

と思われるが、必要性は建て前、可能性は本音

で使い分けてきた政策では住民や地権者から信

頼されない。共同化も原則型権利変換が成立し

ない事業の組み立てではおかしい。一部の担当

者の使命感や悲壮感、熱意だけでは密集市街地

再開発はできない。こうしたことを改革しなけ

ればならない。

事業制度レベルでも、昨年、都市公団に導入

された「防災街区公園整備事業」は新しい可能

性がみえる手法である。補助金、補正予算、操

気対策など国の政策とリンクして企業のリスト

ラから生ずる大規模土地利用転換、土地流動化

が果たされ、自治体からは周辺市街地整備の可

能性や産業用地が公園・緑地に回復されること

が歓迎されるのである。公と民が繋がれるだけ

でなく、公段が国と地方公共団体をコーデイ

ネートしている。

再開発の公共性の転換という意味では、再開

発の公共性をあまり硬く考えすぎない方が良

い。必要性と可能性のギャ ップなんてあまり気

にしないで、事業が出来たら良い、投賓が出来

れば良い再開発もある。都市計画の公共性が空

間秩序だけに閉じこもらなければやることは一

杯ある。半製品型再開発事業も考える必要があ

る。

再開発マスタープラン

「都市再開発方針」が昭和55年の都市再開発法

改正で導入されて 4分の一世紀が過ぎた。法改

正の前の研究委員会で建設省の担当官らと熱心

に議論した当時のことが思い出されるが、我々

が用いていた再開発マスタープランという概念

は文字通り再開発という事業を中心とする都市

14 

計画のマスタープランである。しかし、それは

都市計画法の中で整備・開発・保全の方針の一

角に位置付けられた。20以上の全国の主要都市

は策定を義務づけられたが、大都市圏の周辺都

市では主体的に策定する例が相次いだ。埼玉県

のように県下の都市に策定を奨励する例もあっ

て都市再開発方針は80年代わが国の再聞発の発

展に多大のインパクトを与えた。

昨年、自民党による無駄の多い社会脊本整備

見直しで、事業進捗がみられない市街地再開発

事業の一律的見直し中止の方針が建設省から出

されて全国で問題になったが、再開発は一般に

地権者との合意形成の関係で時間がかかるが、

5年を過ぎてはいるが合意直前のところもあ

り、他の公共事業とは同列に見られないという

意味で一律な時間で中止というのははおかしい

ところはある。また、地価下落の過程の中で、

事業そのものが採勾をとりえないだけでなく、

産業構造の大転換やリストラ企業が多発してい

る状況では保留床処分や容積緩和では事業の経

営的成立の見通しはたちにくい。

こうした計画の法定化には都市再開発方針も

関係している。しかしながら、 一度、再開発方

針に位置づけられると25年たっても変わらない

のでは、マスタープランとしての機能が適正に

果たされているとはいえない。都市再開発方針

は1号市街地、 2号地区の単なる区域決めの計

画で、 一度決めたら変え難い区域計画、つまり、

区域指定だけの、計画の論理のない硬直的な計

画、個別地区へのお墨付きだけのマスタープラ

ンになってしまっている。

平成12年4月からの地方分権で再開発もこれ

から自治体の買任で仕事へ変わるが、再開発マ

スタープランは、次のような視点で大胆に見直

すべきであろう 。

l 単なる行政の指針としてのマスタープラン

ではなく、計画に市民の意向や意見が反映され、

計画過程が情報公開されるべきである。マス

タープランである以上、幅広い市民参加の機会



や意見交流の場をプロセスとして組み入れる必

要がある。

2 再開発マスタープランによる個々の事業の

位置付けによってお墨付きを得たような感覚で

地元や行政担当部局で捉えられているとしたら

これも時代錯誤である。事業地区のお墨付きだ

けの情報でなく、計画の論理をし つかりさせ、

再開発の必要性を幅広く捉えねばならない。

3 再開発マスタープランといっても、都市再

開発法や縦割りの事業部局で捉えられているの

は時代にあわない。地方分権の時代に相応しい

自治体主導の再開発の総合化が図られねばなら

ない。

4 法定の計画情報を大幅に見直すべきであ

る。一号市街地、 2号地区ではいかにも時代遅れ

で、制度が経済社会にま ったく対応していない

ことが計画の存在感を全 く弱くしている。

5 再開発は経済環境とかかわりが深いので、

定期的かつ、経済社会の変化に応じて弾力的に

見直されるべきである。10年を経過しても手が

つけられないような地区は弾力的に見直してい

くような、計画の点検、実行管理、見直しを徹

底的に行うべきである。

容積移転

昨年5月に都市計画法・建築基準法が改正さ

れ、その中に、「特例容栢率適用区域制度」が導

入された。都心部の商業地域の高度利用という

都市計画的ニーズから、これまでの隣接街区間

の未利用容積率移転から一歩進んで、隣接しな

い飛び地の街区間の容積率移転を可能としたも

のである。このような「飛び容積率移転」はこ

れまでのところ前例がない。

我が国では、用途地域指定にかかる敷地・街

区の未利用容積率を他の敷地・街区に移転する

制度を法制度上、定めた規定はないが、実際に

は特定街区、複数特定街区、 一団地認定、連担

建築物制度、再開発地区計画制度など、都市計

これからの都市再開発システム

画法・建築基準法の制度を運用することで、隣

接敷地間もしくは道路を挟んだ街区間での容積

率移転が行われてきた。「飛び容積率移転」は容

積適正配分地区計画制度で理論的には可能であ

るがまだ適用された事例がない。

古くは、青山ツインタワーに始ま って、日比

谷センター、浜松アクトシティ、東京オペラシ

ティピル （新宿区西新宿）、山王パークタワー

（千代田区永田町）、丸ビル建て替えなどの開発

が例として挙げられる。東京駅のレンガ駅舎の

再生にあたっても、未利用容栢率移転が検討さ

れている。

我が国における容積率移転は、アメリカの

ゾーニング制度の一形態としてのTDR制度

(Transfer of Development Rights :開発権の移

転）を参考にしつつも異なった考えをと ってい

る。 しかし、アメリカの例と較べると、未利用

の容積率を利用する権利（未利用容積率利用権）

及びその経済的価値が不安定であり、未利用容

積率利用権の法的性格、公示方法・鑑定評価、

さらに都市計画システム上の位慨付けに曖昧な

ところがある。

一番大きな違いは一敷地ー建築物主義と計画

の一体性のもとに空間規制としての都市計画や

建築規制の目的に抵触しないという立場で、未

利用の容栢率の移転という特異な事実に特別な

公共性を認知しない一般ルールの立場をと って

いることであり、実際上は地区計画制度でその

問題に付随的に対応している。アメリカにも

Zoning Lot Mergerという制度があって一敷地

一体という考え方で特別に都市計画や建築規制

が容積移転を認知していない制度があるが、「飛

び容積率移転」の場合には、特別な開発権の認

定をしている。

いずれにしても、こうした制度的条件がうま

く解決できれば、容積率移転制度は、土地の高

度利用や活力再生が望まれる都市の中心部にお

いて、補償無しに、歴史的建造物やオープンス

ペースを確保することのできる効果的な手法で
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ある。過大な容積率が設定された都心密集低層

住宅街の再開発において、地区内の容積率を少

し離れた地区へ売却し、その売却行金を事業賓

金に使うことで、経営的に無理な保留床に依存

しないで、住民が望むような中陪住宅とオープ

ンスペースを実現する、といった使い方も考え

得る。あるいはまた、民営のあるいは民有の歴

史的建造物、歴史的記憶のある庭園、オープン

スペ←ス、スポーツ施設、文化施設、学校が容

積の送り出し側として考えられる。

将来の活用の可能性を広げる上で、目的の公

共性を要件とすることで、権利の保全 ・経済的

評価の安定化が期待されるため、そうした制度

にしないと民間サイドで使いこなしえない。

公民パートナーシ ップの具体化

都市基盤整備公団に土地有効利用事業本部が

出来て、企業の不良債権を買い取り、土地流動

化と有効利用事業を始めてから既に 2年が経過

している。当初は、東京区部の新宿富久町や赤

坂薬研坂地区など、バプルのときに異常な高い

値段で不動産企業や建設企業が地上げし虫食い

状態になっていた倒産状態の企業所有用地の、

いはば国による緊急買い上げで、経済再建に都

市整備を絡ませた政策として時宜を得たもので

あった。経済の回復にも関わる事業として、地

価の下落と企業の土地離れに対する受け皿とし

ての役割が大きい。住宅都市整備公団の時代よ

り、公的性格をより強めた都市基盤整備公団の

社会的役割としても評価されたと思われる。収

益遠元方式も取り入れた公団の買収単価に対し

て民間が先回りして買い取ってしまうケースも

出て来たりした。これ自体は土地流動化に公団

がインパクトを与えたという意味で評価されな

ければならない。しかし、この 2年間での経済

の環境の変化はめまぐるしく、都心のー等地で

の細分化土地の売り物は急速に減ってきてい

る。それに代わって、産業構造転換と企業のリ

16 

ストラの断行、賓産よりもキャッシュフローを

重視する企業経営の変化などによ って都市内の

枢要な立地をしめてきた大規模工場、社宅用地、

厚生施設用地などが空地化して売りに出てい

る。これも大手不動産企業などはマンション用

地として公団の買収の前に買い上げてしまう

ケースも出ている。

こうした点から言えば、土地流動化への、公

団事業の効果は評価できる。しかし、その土地

の有効利用の点から言えば、必ずしも良い結果

だけとはいえない。不動産企業などは現在の市

場で最も安全で高く売れる土地利用しか考えな

い。それの多くが分譲マンションである。現在

の不況の中での経済活動を刺激している効果は

あるが、首都圏の異常なマンション ・プームの

反動も危惧される。昨年の住宅宅地審議会答申

にいう良好なストックの形成になっているので

あろうか。

公団の土地有効利用事業は、追加買収などに

より、土地の有効利用度を高める整備をして企

業とパートナーシップを組んでまちづくりをや

るものである。自らが最終的に開発することは

賃貸住宅事業以外は原則的にはなく、土地は企

業に売るのである。こうした事業を公団は公民

パートナーシ ップ事業と位置付けているが、時

代にあった再開発手法であり、公団の役割はま

さにコーディネーターである。過去30年行なわ

れてきた法定再開発からみれば、次世代再開発

手法のひとつのタイプであり、早急にそれを支

援できる制度技術やノウハウを開発しなければ

ならない。

（注：本稿の一部に再開発コーデイネーター協会

誌での拙稿連載「再開発にひとこと」を利用し

た。）



国際交流・ビジネスセンター開発計画の軌跡

一東京臨海副都心とりんくうタウン・パシフィックシティを中心として一

名城大学都市情報学部助教授祖i島i 茂：

l. はじめに

バプル経済が崩壊して既に10年近くが経とう

としている。日本が長期不況のなかで喘いでい

るなかでも、経済のグローバル化やリージョナ

ル化はますます深化し、世界の諸都市は国際経

済社会のネットワークとの接合を強めつつあ

る。日本がバプル経済さなかの1980年代後半、

国土開発や都市開発に「世界都市」という概念

が持ち込まれたことは記憶に新しい。「経済社会

がグローバル化するなかで、グローバルな中枢

都市やリージョナルな拠点都市が形成される」

という都市構造再組の視座（フリードマンの世

界都市仮説など）が変容し、「世界都市」が都

市開発のキーワードとなった。国際金融ピジネ

スセンターをもっロンドン、ニューヨーク、東

京は「世界都市」と呼ばれるようになる。また、

同様な文脈のなかでアジア太平洋地域や局地経

済圏おける中枢都市の形成、高付加価値型の産

業クラスターやハブ機能の形成をめぐる国際都

市間競争などがその後も話題となってきた。し

かし、日本における国際ピジネスセンター開発

構想の多くは平成不況のなかで行き詰まりをみ

せる。東京国際金融市場の空洞化問題が議論さ

れ、国際ビジネス・交流センターとして位置付

けられた東京臨海副都心は分譲地が売れ残り大

幅な見直しを迫られた。1992年に施行された「輸

入促進及び対内投賓事業の円滑化に関する臨時

措置法 (FAZ法）」のもと、 全国各地で展開さ

れている FAZ（フォーリン・アクセス ・ゾーン）

事業も多くの問題を抱えている。そこには、地

域経済の国際化へのアプローチに対する不理解

や地方レベルでは対応できない国の社会経済シ

ステムの問題が内包されている。本論では、東

京臨海副都心とりん くうタウン ・パシフィック

シティという 二つの国際交流・ピジネスセ、ン

ター開発計画の軌跡を概観することで今後の国

際交流 ・ピジネス拠点形成に向けての政策的含

意を導きたい。

2．東京臨海副都心 ：国際金融
ビジネスセンターの外延的

拡大を支える都市開発戦略

(l) 東京とロンドン ：

二つの国際ピジネスセンター開発

1980年代後半の日本ではバプル経済による市

楊拡大と日本経済のグローバル経済化への接合

の深化が内外投行の東京一極集中をもたらして

いた。東京臨海部の開発構想は当初の「テレポー

ト・国際交流拠点」から都心部にある国際ビジ

ネスセンターの外延的拡大を支える「臨海副都

心」へと転換されていく 。国際通信に対応した

福島茂
＇畏,尋i・IJP伽9_
1959年高知市生まれ。名城大学都市情報学部助
教授。東京大学大学院博士課程修了。国連地域

開発センター、東京大学助手、アジア工科大学院

助教授を経て96年より現職。専門は都市計画・地
域政策•住宅政策。グローパル経済化のもとでの
都市・居住形態の変動や地域開発について研究。

著者（共著）に「地球環境と巨大都市」など。
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インテリジェントビルを一体的に建設すること

により 、外賓系企業進出等の受け皿を整備しよ

うとした。1990年当時、臨海副都心地区(448ha)

で就業人口11万人（居住人口 6万人）の計画フ

レームが示されていた。東京国際展示場が整備

され、外国人駐在員向けの住宅開発構想も提案

され、まさに東京湾奥ウォーターフロントとし

て複合的な国際ビジネス機能を集積させる青写

真が描かれていた。 しかし、バプル経済の崩壊

はオフィス需要と不動産投脊意欲を一気に冷や

してしまう 。結局、臨海副都心計画は大幅な見

直しを迫られることになる（図 l)。

国際金融ビジネスセンターの外延的拡大を支

える戦略的な開発という意味では、ロンドンの

ドックランズ開発も同様とみることができる

（ニューヨークのバッテリーパークシティ開発

も同様）。 しかし、東京臨海副都心とドックラン

ズ開発には本質的な違いがあった。当時のサ ッ

チャー政権は経済統合が進む欧州のなかで国際

ビジネスセンターとしてのロンドンの優位性を

確立するために、いわゆるビッグバン（金融自

由化）を並行して実施し、付加価値の高い金融

ビジネスを創造する環境が生まれつつあった。

一方、日本では東京の世界都市化の対応策とし

て、 ①市場の自由化や効率化による国際金融セ

ンター機能の強化、 ②良竹で適正価格のオフィ

スの供給、 ③国際ネットワーク機能の向上、

④生活環境の改善などが指摘されていたが（経

::] ..._-
こゞ易． 閑`声←“.、::,.:t • 
¥ ¥ ;. - ’:̀..J I ー”..、 (, 4 

□宣□図1 東京臨海地域の主な計画 ・構想プロジェクト

出典：東京都 (2000):「東京ペイエリア （中間まとめ）」
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済企画庁1989)、金融市場の抜本的な規制緩和や

取得可能な住宅供給も進まなかった。結果的に

膨張したバプル経済に対する箱モノづくり （地

価負担力の高いオフィス供給）だけが計画 ・実

施に移されようとした。もっとも、 ドックラン

ズ開発も当初から国際ビジネスセンターを目指

したものではなく、荒廃した港湾産業地帯の再

活性化が第一義の開発目標であった。 ドックラ

ンズと国際金融街「シティ」を直接結ぶ新交通

システムの建設決定と金融ピ ッグバンが民間主

導でこうした廿写真を描かせたのである。英国

政府とロンドンドックランズ開発公社は、 EU

と英国主要都市を結ぶ国際ビジネス空港 （ロン

ドンシティ空港）を建設決定することでこうし

た流れを決定付けた。1992年には滑走路が拡張

されてジェット旅客機対応型の空港となり、EU

における国際ビジネスの拠点性を高めることに

なった。10分でチェックインできるロンドンシ

ティ国際空港は最も利便性の高い国際空港とし

て表彰されている。大規模な複合再開発はドッ

クランズ地区を就業人口 8万人、夜間人口 4万

5千人を抱える国際ピジネスセンターヘと変貌

させた（写真 1)。シティとウエストミンスター

地区などロンドン中心部における業務床需要の

拡大の受けlllとなり、中心部のテナント料の上

昇を一部抑制させることになった (DETR、UK:

1998)。

写真 1

ベ ••生醤．｀ー―
ロンドンドックランズ開発

出典： WWW.latymer-uppen.org/



(2) 東京臨海副都心構想の見直しとその評価

その後、日本では改正外国為替法と金融シス

テム改革法 (1998)が施行される。金融の自由

化が促進され、外資系金融・保険業による買収・

提携などの対日投資が再び急拡大しつつある。

この意味ではロンドンの状況に少しずつ近づき

つつある。しかし、日本市場をターゲットにし

た投脊は拡大しても、東京証券取引所での外国

企業の上場件数は減少したままであり、また外

国為替取引きもシンガポールに追い上げられる

など、国際金融市場としてのプレゼンスの回復

は十分進んでいない。

確かに、国際金融ビジネスは付加価値の高い

都市型産業でありその発展は望まれるものの、

Livableな （人間性に富み、生き生きとした）都

市形成を考えれば、バプル崩壊と業務開発重視

の臨海副都心計画の破綻は長期的にみて好まし

い事象として映る。地価下落による都心居住の

復調はその最たるものである。ロンドン、ニュー

ヨークに比べて住環境や社会脊本が未成熟であ

る東京ではウォーターフロントの自然 ・緑地・

賑わい空間は重要な都市夜派であり、職住の均

衡がとれた都市形成が望まれている。1997年の

臨海副都心開発基本計画の見直しでは、就業人

口7万人、居住人口4.2万人の計画フレームヘと

変更され、従前案に比べて職住の均衡が重視さ

れることとなった。Livableな都市環境そのもの

が持続可能な国際交流拠点としての不可欠な資

写真 2 東京臨海副都心 • お台場：

アミューズメント系施殷を中心に賑い空間が形成

国際交流・ビジネスセンター開発計画の軌跡

質となる。現在、東京都では丸の内・大手町等

の都心部再開発を通じて国際金融ピジネスセン

ターとして整備し、臨海副都心はアジアの経済・

文化・ 技術の情報発信拠点として、「職 ・住 ・

学 ・遊」のバランスがとれたアメニティ性の高

い複合都市を形成するピジョンを描く （東京都

2000)。ゆりかもめ（有明～農洲）や臨海線（新

木場～東京テレポート）の一部開通、レインボー

ブリッジの開通、お台場を中心とする商業 ・ホ

テル・アミューズメント施設の集積、東京ピッ

グサイトのイベントなどにより地区イメージが

向上している。東京湾ウォーターフロントを舞

台とするテレビ番組がアジアで放送されること

で、現代東京のライフスタイルがアジアに発信

されつつある。日本とアジア （シンガポール ・

韓国）との二国間自由貿易協定の協議、羽田空

港の対アジア国際空港化への布石着手など、臨

海副都心を取り巻く状況が少しずつ変化し始め

ている。

3. りんくうタウン・パシフィックシティ：
アジア太平洋地域の国際

ビジネス拠点開発戦略

(1) 「パシフィ ックシティ」コンセプトの立案の

経緯

りんくうタウンは関西国際空港の対岸地区

（約318.4ha)の開発であり、その中心部30haは

写真 3 東京臨海畠l)都心

先行オフィス開発と拡大な未利用地
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「パシフィックシティ」コンセプ トのもとアジア

のビジネス ・交流拠点の開発が進められている。

この開発コンセプ トは、関西国際空港をベース

に日本を含むアジア太平洋地域の企業や欧米企

業の地域統括拠点を集積させることで国際ビジ

ネスの拠点を形成させようとするものである。

ただし、パシフィックシティは開発当初から構

想されていたわけではない。当初は空港機能の

支援 ・補完、大阪南湾岸地域の環境改善や地域

振興を目標としていた。進出企業の登録も順調

に進んでいたが、バプル経済の崩壊で状況が一

転する。企業進出の辞退が相次ぐことになった。

大阪府は商業・業務ゾーン計画の再検討を行

い、1992年にパシフィックシティを含む見直し

案を発表する。その開発戦略とは、 ①北側地区

でホテル・ショッビング ・アミューズメントな

どの顕在化している事業を先行開発し、 ②南側

地区は「パシフィックシティ：アジアにおける

航空・産業 ・人材のハプ」をコンセプトにして

長期的に開発を進めるというものであった。

(2) FAZ承認によるパシフィックシティの展開

関西国際空港地域は1993年には輸入促進地域

(FAZ) として承認され、 パシフィックシティ

は北側地区でまず始動する。FAZ計画では国際

,.~ "‘"’"’""' --
＂て．．．．．．．．；；： 

• • !ir l; 1 • : ~ 9 9 9・：
! ! : 9 9 ~ :! ; 

I : 

"""""''"" ・-・.. •・· • ̂ 2 

ー
ム

写真4 りんくうタウン：バシフィックシティ地区とりんくうゲートタワービル
出典 ：曲大阪社臨海りんくうセンター： Pacificcity, vol.18 

物流センターとジュエリーマート（仮称）が輸

入促進基盤施設として位四付けられた。前者は

共同上屋・倉庫 ・配送センターからなる大型物

流センター（延べ床面積： 83,000m')であり 、

関西国際空港の物流支援施設として位置付けら

れた。後者は、輸入宝飾品を取り扱う国際卸売

マートとして構想された。宝飾品は高額 ・軽批

で航空貨物に適した商品とされたためである。

また、F必2承認時に第3セクターが先導的に建

設していたりんくうゲートタワービルは国際経

済交流施設として位慨付けられた。ゲートタ

ワービルは国際ピジネス支援機能を持たせるこ

とで、外査系企業の集和を図るパシフィックシ

ティの先導プロジェクトとなる。1994年に関西

表1 りんくうタウンの国際ビジネス交流禍能

■りんくう ●主要施設 ①ホテル(29~50階）
ゲートタワービル ②国際会議場(650名収容）
地上56階 ③オフィス(11~2411昔）
102,900ポ ●ビジネスサポート ① りんくうビジネスセンター：

外資系企業に対するインキュベートオフィスを提供

②ジェトロ大阪りんくうFAZ支援センター：
国際ビジネスの情報提供やアドバイスを行う

③大阪国際ビジネス振興協会・ビジネスマッチングセンター：

外国企業と在阪企業と貿易・技術提携支援

●国際機関等 ①アジア太平洋観光交流センター

（入居機関） ②WTOアジア太平洋事務所

③ベトナムスクエア（ベトナム政府運営）

●りんくう国際物流センター 共同上屋・倉庫・配送センター

■国際交流基金•関西国際センター 日本語教育の専門研修センター
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国際空港が開港し、 1996年に国際物流センター

とゲートタワービルが完成する（写真2)。国際

会議場・ホテル・オフィスに加えて国際ビジネ

ス支援機能が提供されることでパシフィックシ

ティの第 1段階の基盤施設が完成することにな

る。ゲートタワービルには、ジェトロ大阪りん

くう FAZ支援施設や大阪府りんくうビジネス

センターが設置され、地元企業の国際化を支援

すると共に、対日進出を検討している外資系企

業に対して関連情報やインキュベートオフィス

が提供されるようになった。

(3) パシフィックシティの現実

大阪府では、 WTOアジア太平洋事務所や閲

アジア太平洋観光交流センターなどの国際機関

やベトナムスクエアなどの海外機関を誘致する

ことでパシフィックシティの実現に取り組んで

きた。それでは、アジア太平洋地域の企業や欧

米の地域統括拠点の進出によ って国際ピジネス

センターの実質的な形成は始ま っているのであ

ろうか。ゲートタワービルには現在34企業・団

体が入居している。そのなかには、アジア地域

統括本部を置く外賽系事務所や日本やアジア企

業からの投資誘致を担当する米国コロラド州政

府日本事務所なども含まれる。インキュベート・

オフィスも外賽系企業によ ってある程度利用さ

れている。しかし、ゲートタワービルのオフィ

ス入居率は75%(1998年時点）にとどまり、外

写真5 りんくうプレミアムアウトレット

出典： WWW.rinku.or.jp

国際交流・ビジネスセンター開発計画の軌跡

資系企業が集積しているとは言い難い。商業 ・

業務ゾーン全体の契約•利用状況を確認すると、

分譲計画用地25haのうち契約に至った地区は

全体の17.2% （借地契約を含む）、稼動区画は

2区画に止まっている (2000年3月時点）。FAZ

計画で構想されたジュエリーマートは、大手宝

飾チェーンの倒産や国内小売りダイヤモンドに

対する不信の拡大もあり、その実現が難しいと

判断され凍結されている。

最近、りんくうタウンにも新しい動きがみら

れるようになった。20年間の長期借地方式の導

入により、大規模アウトレット・モール「りん

くうプレミアムアウ トレ ット」が2000年11月に

オープンした（写真3)。このアウトレット ・モー

ルは米国チェルシー社と日本企業2社の合弁企

業であるチェルシージャパン社により運営され

ている。パシフィックシティのコンセプ トとは

直接かみ合わないが、海外プランド品の小売と

いう意味では外資系企業の輸入拠点とみること

ができる。

(4) パシフィックシティの経験と政策的含意

パシフィ ックシティの経験から、臨空型の国

際ビジネスセンター開発戦略としてどのような

政策的含意が導きだされるのであろうか。もち

ろん、 「パシフィックシティ」構想自体は長期

的な整備コンセプトであり、平成不況のなかで

の数年間の政策経験だけでは完全な事業評価や

政策的含意の導出は難しい。しかし、ここには

不況という経済状況だけではない構造的な問題

があるように考えられる。

国際ビジネスセンターを構想する際には、外

資系企業や日系多国籍企業の立地特性に配應し

た開発戦略や企業誘致戦略が要請される。国際

ビジネスセンターにはいくつかのレベルの地域

間競争がある。 「パシフィ ックシティ」の場

合、国レベルでは東京との競合があり、地方レ

ベルでは貿易機能が集積した大阪・神戸都心部

との競合ある （図2）。一方、東京は香港・シン
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【国際レベル】

ほとんど
競合関係なし l

【国レベル】

【ローカルレベル】

シティ

外資系企業の日本本社
の8割集中

（外資系企業の日本本社・支社を巡る）

図2 バシフィックシティとアジア太平洋地域ピジネスセンターを巡る 3層の競合関係

ガポール ・シドニーなどのアジア太平洋地域の

固際ピジネスセンターとある種の競合関係・補

完関係にある。外賽系企業の日本進出の主目的

は日本市場の開拓である。外資系企業が日本進

出時に他の進出国を検討するケースは極めて少

ない （通産省調査（2000)データから読み取る

と最大4%)。 パシフィックシティがターゲット

にする外脊系企業とは日本市場に軸足をおく外

資系企業であり、企業の主たる誘致競争の対象

は東京都心部である。 しかし、外査系企業の日

本本社の大半が東京圏に集中し、関西は支社・

営業所が中心である。東京との競合において、

パシフィックシティが想定した優位性である

「立地コスト」は重要であるが、もう 一つの「ハ

ブ機能」はそれほど重視されていない。成田空

港のアクセスについて満足度を聞けば大半が不

満を表明するが、整備が望まれるインフラとし

て「ハブ空港」を挙げる外資系企業は 1%に満

たない（通産省2000)。確かに外資系企業の約 1

/4はアジア市場の拠点として日本本社を位置

付けているが、それを進出理由の第 1位に挙げ

22 

る企業は 5％に満たない （経企庁1989, 東京都

1994,住信基碗研究所1997)。また、アジア拠点

としての対日進出は減少傾向にある。 しかも、

日本本社は市場規模、取引先へのアクセス、企

業イメージ、人材確保の容易性から東京立地が

指向されるのである。関西の役割である支店 ・

営業所ではなおさらハプ機能は重視されない。

大阪・神戸に日本本社を置く外資系企業も 9%

ほどあるが、取引先や提携先が大阪 ・神戸都心

部にあることが多い。この場合、パシフィック

シティは神戸 ・大阪都心部との誘致競争となる

が、既存の取引先とのアクセス性が重視される

ため不利である。一方、日系多国籍企業の海外

事業部の臨空立地も可能性に乏しい。海外事業

部を本社機能と分離させることは難しく、この

場合は本社自体の誘致をはかる必要がある。

国際ビジネスセンターの企業誘致を巡る 3層

競合を考えると、パシフィックシティはあくま

でニッチ需要の吸い上げにとどま っているとい

える。在阪企業との提携を機会に日本に進出し、

併せてアジアヘ展開を求めるような企業を戦略



的に誘致する必要がある。関西国際空港をベー

スとする国際ビジネスセンターのイメージを描

けるなら、シティ ・エアターミナルと一体となっ

たビジネスパークを開発し、そこに関西全体あ

るいは西日本の企業と海外企業や在日外査系企

業とのマッチングを推進するビジネス支援機能

をもたせる必要があろう 。外汽系企業の日本本

社や地域統括拠点だけでなく 、支社 ・営業所な

どの巣積を図ることでピジネス拠点としてのプ

レゼンスを裔めることが求められる。 しかし、

関西企業の東京本社の設置が顕著であるという

現実や、神戸空港建設計画、成田空港の第二期

事業の箔エ、羽田空港の国際化などの動きを考

えると、パシフィックシティが描く国際ピジネ

スセンターの形成ば必ずしも容易でない。

4.おわりに

国際ピジネスセンターの形成には、グローバ

ル経済のダイナミズム、多国籍企業の経営戦略、

国内外の競合地域の立地条件、国の社会経済シ

ステム、地方自治体による政策介入の可能性と

限界などを見通す能力と国際経済社会に対して

地域をプロモーションしていく能力が不可欠で

ある。また、グローバル経済と地域の接合の仕

方をうまく調整することも大切である。日本に

とっての国際ビジネスセンター形成の本質的な

意義は、外脊企業集積による雇用確保でもハブ

機能の確保でもない。国際ビジネスセンターが

新しい経営査源の取り込み口、あるいは内なる

国際化の拠点となることで、日系多国籍企業の

ホームベースとしての機能や魅力を高めること

にある。そのためには、都心から離れた空港に

「出島」的な国際ビジネス ・交流拠点を構想する

より、都心に近いところで国際ビジネスセン

ターの形成を図り、地域経済と国際経済との交

流の活性化を図ることが望ましい。

国際交流 ・ビジネスセンター開発計画の軌跡
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瞑境負荷削減と人口減少を考慮した都市計画コンセプト

日建設計土木事務所企画開発室室長 杉多山有杞夫

l.バプル

1980年代後半のバブル期は都市計画との関係

でどのように位置づけられるのでしょう 。バプ

ル期の定義で耳にするのは「土地神話により生

み出された信用が過剰に膨らみ、それまでの信

用の源である土地の価値が実際の経済的価値以

上に評価された時代」です。つまり、過剰流動

性と呼ばれる大量の余剰脊本が土地投機にまわ

り、脊金回収の見込みがないところまで土地買

い占めが進み、その土地を担保にすることによ

りさらに余剰査本が膨らむスパイラルに陥った

時期とも言えましょう 。この時期は、落語の

「花見酒」にたとえられたり、最近では「失わ

れた10年」と呼ばれたりしています。しかしな

がら、バプルは悪い面ばかりでなく、賽金が潤

沢であったのでそれまで不可能であった高い質

のストックが可能になった一面も持っていま

す。バプル期は、大批生産大祉消骰、右肩上が

り経済、全体効率至上主義など、日本が追求し

た経済優先主義の最終段階であったのですが、

問題なのはバプル状況そのものより、それまで

の成功体験に固執しすぎたため、時代への対応

が遅れたことにあるのではないでしょうか。

2. ポストバプルとその将来

現在はどのような時期なのでしょうか。その

バブルが弾けた結果生じた不良資産の処理に明

け暮れた1990年代を通り抜け、土地価格が正常
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なレベルに戻りつつあることは確かです。しか

しながら、決してバプル以前の社会 ・経済シス

テムに戻っているのではなく、世界はすでに新

しいパラダイム（規範）の下に動いています。

情報技術の進展、地球環境上の制約、多様性と

個の時代、といった言葉に代表される時代の流

れが確実に始まっています。これからの都市計

画や都市開発のあり方は、それらの時代の流れ

を意識して進めるべきなのは言うまでもありま

せんが、将来の都市を形成する基本である市民

の価値観および、その価値観に対応したライフ

スタイルの変化を考える必要があります。都市

計画という最終的に表に現れる状況を追い求め

るのではなく、その状態を造り出す背景として

価値観の変化を考える必要があります。価値観

を全体的な流れとして展望するために、キー

ワードを揃えてみました。およそですが今後10

年を意識して 1)ほぽ間違いなく起きる、 2)

起きる可能性が高い、 3)起きる可能性が低い、

に分類し、市民の価値観 ・ライフスタイルの視

点で、独断と偏見により将来予想を試みます。

杉山郁夫
曇止羞＇士i.＂＊p十一

1951年岐阜県生まれ。名古屋大学工学部土木工

学科卒業後、日建設計土木事務所に入社。現在

は、土木事務所企画開発室室長。土木学会「環

境負荷低減型土木構造計画および施工法の基

礎調査研究委員会」副幹事長、名古屋大学「近

未来都市研究会」のコンセプト WG主査。名

古屋大学非常勤講師。



2. 1 ほぼ間違いなく起きること

l)日本の人口減少

少子化や就労人口の減少、家族構成変化、単

身者の増加、高齢化に対する社会的負担の増加

が予想されます。女性・高齢者の継続的就労に

より就労人口の減少をカバーする仕掛けが都市

に求められます。

2)地球環境制約の深刻化

エネルギー問題、地球温暖化現象がこれまで

の経済活動に制約条件として作用します。太陽

光発電、風力発電、燃料電池が普及し、炭素税

の導入がこの傾向をさらに加速し、いわゆる燃

骰の良い都市が求められます。

3)情報革命

個人による情報の共有化、テレワーク • SOHO

の増加などにより、働く場所が絶対的条件では

ない職業が増加します。

4)都市づくりへの市民参加

一般市民、 NPO、NGO、環境保詭団体が公開

の場で対話しつつ都市のあり方を議論します。

このため、違った価値観を持つ人々が会話する

ためのシステムとツールが必要になります。

5)自治体の再編成

都市間の生存競争により地域連合が生まれま

すが、それでも特徴のない都市は衰退します。

人口減少に伴う郊外自然の荒廃に対しても、都

市市民が代用を負担する仕掛けが必要になりま

す。地域連合の発達に伴い県という行政単位の

見直しが議論されますが、実行されるか否かは

次の「起きる可能性が高い」程度かも知れませ

ん。

2. 2 起きる可能性が高いこと

l)市民の都心回帰

現在の都市は、加藤ら ］］の言うモータリゼー

ションアクセラレーションを原因として都市機

能が拡散しつつありますが、その一方で、都心

居住によ って得られる知的剌激と製前は、現場

でしか得られない性質を持っています。そのた

め、都心で公共交通の結節点から徒歩圏で雑ら
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すことが可能でありかつ知的刺激や興奮が得ら

れる街が実現すれば、交通手段選択の幅が広い

都心への回帰が実現する可能性があります。

2)一人当たり交通移動量の増加

ヨーロッパなど先進国の過去のトレンドによ

れば、生活が豊かになると情報技術が発達して

も交通移動量は増加するようです。過去とは異

なったスピードで発達している情報技術がどの

程度影響するかは未定ですが、かってはその地

方で第一人者のところに集ま っていた人や情報

が、全国で一番または世界で一番の人のところ

に集中し、全員がその情報を得るために移動す

る状況が起きつつあります。つまり 二番は見向

きもされないわけです。感性、感触など複雑な

情報になるほど、現在の情報技術では伝達でき

ない要素が増加します。

3)余暇時間の増加

現在でも余暇時間は長くなる傾向は見られま

すが、特にサービス業など、就労時間と余暇時

間の区別が困難な職業が増加します。統計的に

は余暇時間も労働時間も長くなるという、 一見

あり得ないことが起こるかも知れません。

4)多様性の尊重

多様な街の集合により形成される都市、完成

することのない常に改修中の不安定な都市、戦

略的補完性を持つ特長ある都市の連合体が出現

します。

5)世界的食糧不足

国家戦略として安定した食糧供給のため、郊

外農地の再整備が進められます。都市生活を維

持する上での後背地として、自然をある程度制

御し、農業・林業に要する骰用を市民が負担す

るシステムが準備されます。

2. 3 起きる可能性が低いこと

l)情報革命による人口の郊外・地方分散

人は仮想の刺激だけで満足しないため、直接

的な情報を求め集まることを止めません。集ま

り方は従来の地縁、血縁から知縁とも言うべき

新しい近隣・人間関係が生まれると予想されま

25 



Urban • Advance No.19 2000. 12 

す。情報に関しては直接会って、知識と経験を

伝達 ・交換しあう以上に効率的な手段は今後と

も生まれないため、都市の分散化は起こらない

と予想されます。

2)製造業の海外シフト

製造業はの立地は人件喪や原料の調達しやす

さのみで決まりません。製造業は製品に付加価

値をいかに付けるかを競う時代に入っており、

消費者は生活必需品は徹底的に安く、家電製品・

情報機器・サービスなど先進的な機能やサービ

スを期待するものは寓くともベストのものしか

購入しない傾向が明確になります。生活必需品

生産の海外シフトは今後も続くと思われます。

3)郊外型都市の大規模新規開発

人口減少期に、郊外の大規模開発は減少しま

す。既存の市街地および都心に快適に居住する

方策に知恵とお金を使うと予想されます。

現在でも郊外の住宅地に住んでいる女性・高

齢者は能力的に働けても、育児や体力的に通勤

が難しく働くことを諦めている状況が発生して

います。

3.将来都市への動き

都市のあり方に対し特に大きな影孵がある項

目について、もう少し詳しく述べます。

3. 1 人口減少

国立社会保障・人口問題研究所（平成9年 1

月推計）よれば、少子・高齢化がこのまま進む

と、日本の人口は2050年には 1億人を下回り、

中位予測では、 2100年には6700万人となり半減

します。この人口減少は高齢化の進んだ地方都

市およびその郊外ほど激しいと予想されます。

しかも 、人口はランダムに減少していくため、

社会資本の利用率が低下し、他方、税収が上が

らない状況になると予想されています。しかし

ながら、高齢化は本当に経済の衰退を招くので

しょうか。人が長寿命になれば長期間の連続し

た就労が可能になります。また、従来の労働に
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要求される肉体的な制約は少なくなります。ま

た、日本では女性の社会参加も不十分です。こ

のように考えると、大切なのは今後の高齢者と

女性が長期間活躍できる都市環境作りであると

考えられます。

3. 2 社会資本投資の今後

土木学会企画委員会資料によれば、図 1. に

示すように2020年には公共投資は既存社会資本

に対するものが大半を占め、新規投査余力はほ

とんど失われると予想されます。都市施設の寿

命を考えると、もちろん維持管理の状況に大き

く左右されますが、統計的に建築では平均30年

程度、代表的土木構造物である橋梁では50年程

度といわれています。従い、今後20年間が新規

社会資本に関する、最後の投資機会になると予

想されます。その時点でどのような都市の骨格

が形成されるかにより、 21世紀中盤から後半に

かけての都市の状況が決まります。

3. 3 先進諸国の状況

日本の将来都市の状況を予想するヒントが

ヨーロッパの各都市です。ヨーロッパでは日本

より早く人口安定、経済低成長時代に入ってい

ます。一例として、パリは150年前のオスマンに

よるパリ大改造時代の建物の構造体がいまでも

利用され、内装や設備は幾度も改修されている

都市です。都市全体がスケルトン・インフィル

(S.I.)というわけです。ちなみに、パリの人口

は名古屋とほぼ同じ200万人強ですが、市街地面

積は三分の一であるため、人口密度は名古屋の

3倍の 1ヘクタール200人を超えています。パリ

は南北8キロ、東西12キロの意外にもコンパク

トにまとま った徒歩圏都市なのです。これは計

画されたと言うよりも、ヨーロッパの都市が外

敵から都市を守るための城壁の内側に造られて

いることと無縁ではなく、現在のパリも昔の城

壁により都市の面積が決まっています。

3.4 情報技術と都市

情報と移動の関係も忘れることは出来ませ

ん。情報技術の進展により就労者は地理的な制
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約から解放されますが、これが全ての職業にあ

てはまるかについては、議論の分かれるところ

です。通勤が不要になれば都心に居住する必要

はありませんが、情報技術のみで本当に重要な

情報を伝えることが出来るかという疑問がわき

ます。情報の伝達は我々が考えているより遥か

に困難なことであるという意見があります因

現実と画像の違い、経過と結果を直接伝達する

効率の良さなどは、創造的な仕事になればなる

ほど籠要になります。自宅勤務が可能か否かは

職業によ って異なると思われます。情報技術に

より郊外や地方に分散居住が可能な職業がある

一方で、高度な情報伝達を必要とする職業、医

療などの直接サービスする職業は今後さらに都

心部に梨積すると予想されます。情報技術の発

達は人口の分散と集積の両方を生み出す要素を

持っています。

3. 5 エネルギー問題と都市

化石燃料の燃焼によ ってエネルギーを得る、

この原理は産業革命以来変わっていません。最

近になり、代替エネルギーとして太［湯光発電、

風力発電に加え、これらの時間的変動を調節す

るためクリーンエネルギーで水素をつくり、そ

れを燃料電池に使用するシステムが考察されて

います。また地球温暖化現象の深刻化に伴い、

炭素税のウエイトが増加すると予想されていま

す。これに対応するためには、上述したように

エネルギーの供給方法を変えることも重要です

が、現状では需要に比べてクリーンエネルギー

の供給塁は十分ではありません。これに対して

は、都市の消喪エネルギーを減少させることが

重要です。長寿命でエネルギー消跨の少ない効

率的な建築物の研究が進んでいますが、都市空

間の利用にも目を向ける必要があります。特徴

のある複数の街が公共交通によりネットワーク

され、都市全体としてエネルギー消喪の平準化

が達成されていること 、徒歩圏に仕事・育児・

教育・家庭があり、日常の生活が車を使わず可

能である街を実現することは一つの解決方法で

す。これにより、女性、高齢者の長期的な就労

が可能になると予想されます。
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3. 6 市民参加と都市

地球環境による制約はそれまでの無制限な工

ネルギー消骰に制約を加えますが、 一方では人

間が経済活動をする以上、環境への影閻は避け

られないことも事実です。図2.は、市民生活

の生活の質（以下Q.O.L.)を決定する手順を示

しています。言うまでもなく市民は都市の利用

者です。この意味で、利川者の意見を採り入れ

つつ都市を計画するのは重要ですが、時間的な

経過を考駆すると現在の市民ではなく、将米市

民の価値観を予想して計画することが重要で

す。図2.の左半分は市民の価値観［a］、右半分

は都市の状況[X]の時問的変化を示します。

Q.O.L.は将来市民の価値観［a］、複数の計画代

替案より導かれる状況[X]の積により求められ

ます。都市計画案の中で、都市の持続性条件を

満たした上で最大のQ.O.L.を与える代替案が

選択されます。一方、図3.はQ.O.L.の構成要

素を階陪的に示します。左から 2列目が都市の

状況[X]であり、これら様々の要素のうちどの

項目を市民が重視するかを決定するプロセスに

よりQ.O.L.が求まります。すなわち将来市民の

価値観［a]は都市の状況[X]に対する「重み」と

なります。次に、frll大のQ.0.L.に対応する計画

代替案を選択するわけです。都市計画のプロセ

スを公開することにより 、1)将米世代の価値観

に対する説明性、 2)市民の異なる意見を調整す

る機能、3)行政 ・市民 ・技術者の役割などの明

確化が計られ、時代の変遷に対応した計画の軌

道修正が可能になります。今計画している都市

が、大枠を修正することなく 小さな軌道修正を

しながら将来世代に引き継がれるためには、常

に都市計画のプロセスを公開する必要がありま

す。

3. 7 自治体の1輝編成

これからは都市間競争ではなく、地域連合と

都市1-il生イf競争が始まるとf想されます。特に

人口減少と邸齢化が進む地方都市では、 一つの

政策オプションプール

近未来翻市のイ メージ・コンセプト

政策代替案のセット （行政・専門家）

社会経済政贄
土蜻利用政贄

艇割

•v 

時間輪

翻市の持ほ性条件

R豆

経済持続性 1 ．環境持血
• 安全性
・情輯公関性

’ ’  
図2 近未来都市構想作成プロセス （杉山・林 ・加藤 参考文献3)より転戟）

凡例 ： 一 シミュレーシ ョン
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都市状況0≫見定要因
効用水準{u}及び

持 R 近未来都巾構想評価要素

目的

国土最有効利用

図3 Q.O.L.の階眉構造と特続性条件 （杉山 ・林・加藤 参考文献 3)より転載）

都市が一通りの施設を揃えるのは負担が大きす

ぎる状況が生まれます。経済原理に従い、地域

連合が進み自治体の数が減少すると予想されま

す。特長ある都市は、連合に人りやすいのです

が、互いによく似た都市は合併する意味がなく

なります。都市にも独自性や戦略的補完性が求

められます。市民は自治体の帰属を、負担に見

合ったサーピスが受けられるか否かで決めるよ

うになり 、市民に選択されない都市の人口減少

はさらに加速されます。また、地方都市の郊外

では牒業が営まれていますが、これら里山の荒

廃に対して少人数で国土を保全する機能や技術

の必要性が見直されます。都市に人口を再集積

させ都市全体の維持管理骰を節約する方法が採

用されると、その利益を郊外に居住し同土保全

をになう人々に還元するシステムを同時に考え

る必要が生じます。

4.結論

人口の郊外スプロールが経済原理に基づき発

生していることを考慮すると 、都心に人々を呼

び戻すのは簡単ではないと予想されます。一部

を除き郊外に比べ現在の都心は市民が快適に住

める状況ではありません。しかしながら一方で、

8時間働いたら郊外の家族が待つ自宅へ帰り、

仕事をすべて忘れることが出来るライフスタイ

ルが今後も続くとは考えられません。今後も成

長が予想されるサービス業などに従事する人々

は、仕事とプライベート時間の境がはっきりし

ない上に、知識を持った人々との異業種交流が

大切になると予想されます。また製造業におい

ても、付加価値の高い製品を生む業種は、製造

現場とアイデアを生む楊所が近いことが要求さ
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れ、この点では都心は過去の社会査本が利用で

きる都心が有利な条件を持っています。

名古屋市を例に挙げれば、名古屋駅と栄を合

わせた駅周辺約10平方キロの地域を見ると、昼

間の人口が50万人であるのに対し夜間人口は 7

万人です。計算上、夜間には電力、ガス、上下

水、電話など43万人の供給能力が余っているこ

とになります。ここに快適に住める上限として、

パリと同じ人口密度を想定すると、さらに都心

に10万人以上が暮らすことが可能であり、今ま

でとは違った都市の姿が見えてきます。女性や

高齢者が徒歩圏で育児、仕事、買い物などを済

ませることが出来る街をつくれば、女性 ・高齢

者の就労期間が長くなり人口の減少に有効かつ

エネルギー消費の少ない街が生まれます。

これから必要なのは、市民の連携による地域

産業の発展を促しかつ環境負荷の少ない都市づ

くりです。サーピスや生産の様々なプロセスが

地域に集約して存在し、同時にそこに人々が生

活している都市であると思います。市民が選択

したか否かは別にして、 1200年余の歴史を持つ

京都に、様々な地場産業があるだけでなく 、大

きくはないが活力のある会社が多数存在するの

は偶然ではないと思います。ポストバプルの都

市は、経済・社会 ・環境 ・情報公開などの持続

パリ 凱旋門よりラ ・デファンスを望む
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条件を満たす選択肢から、将来市民が選ぶライ

フスタイルを実現するための空間であり、それ

は同時に海外の人々も住みたいと思う都市で

す。従来、日本は製品の輸出国でしたが、今後

は、新しいライフスタイルとそれを実現するた

め製品を生みだす国に変身すべきでしょう 。世

界の優れた人々が日本を活動の場所として選択

する都市を構築することが、 21世紀をリードす

るためのキーワードであると確信します。

最後に、ご紹介した内容は、私も一員として

参加している名古屋大学大学院工学研究科の林

良嗣教授がリーダーの「近未来都市研究会」に

おける議論をベースに自らの意見を加えまとめ

ました。紙上をお借りして研究会の皆様に謝意

を表します。
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東洋のマンチェスターにテーマパークを

財団法人大阪港開発技術協会理事長森丑羽啓介‘

ポストバプルの都市開発について書くように

編渠部から依頼を受けましたが、バプルの末期

からバプル崩壊後に手がけた二つのプロジェク

トー海遊館の天保山ハーバーピレッジとテーマ

パーク「ユニバーサル・スタジオ・ジャパン」

と周辺開発ーについてその一端を書いてみたい

と思います。

都市計画の仕事をやっていた私に、突然、大

阪港の人気のない倉庫地区に水族館のある人気

スポットを作るプロジェクトをやれという話が

舞い込んだのは、 1987年のことでした。開発事

業の企両から完成まで初めて経営をじかに経験

させてもらいました。

天保山は大阪港の発祥の地で、関西瀬戸内航

路の発苅点でしたが、船舶の大型化に伴って弁

天町へ移り、さらにフ ェリー化するに伴って南

港 ・咲洲へ移転し、天保山は取り残された港に

なっていました。そこに新しく外航大型客船の

埠頭、神戸・横浜と同じようないわゆる人の港

を造ろうという計画が持ち上がりました。

埠頭ができ船の誘致を始めましたが、倉庫が

建っている現地を見て、「ここではお客様が失望

されます」と船会社からいわれ、魅力ある港町

を作らないとだめだ。介廂群を再開発をして港

町を作ろうということで始ま ったのが、天保山

ハーバーピレッジのプロジェクトでした。

このプロジェクトは「会社をつく つて、もう

かる事業としてやってくれ。税金をつぎ込むわ

けにいかない」「1990年開催の花博に間に合わせ

たい」という条件つきでした。

事業に収りかかったのが1987年 7月で、海遊

館とマーケットプレートがオープンしたのが

1990年7月ですから、 3年で構想から事業計画、

会社設立、建設、オープンまで事業すべてを完

成したことになります。

この事業の鍵は、 ① これまでにない水族館、

②大阪が世界の目を集めていた「花と緑の万国

博党会」開催に合わせてオープンさせたタイミ

ング、 ③新聞、テレビ、雑誌による広報戦略の

3つだと思います。ここでは最も苦労したコン

セプト作りについて書いてみます。

最初は試行錯誤しました。わかったことは、

答えはだれも教えてくれないということです。

「どういうものをつくりたいのか」ということが

はっきりしないと、何も始まりません。もうか

る施設とは、結局人が来てくれる施設というこ

とです。

人に来ていただける水族館というのは何なの

か。それは、楽しいとか、気持ちがいいとか、

見てよかったと思っていただけるものです。そ

森田啓介

I叱w:・;""'---
1961年京都大学工学部土木工学科卒業

1963年京都大学大学院土木工学卒業
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1988年 大阪ウオーターフロント開発株式会社

常務

1993年大阪市港湾局理
1994年 大阪ユニパーサル企画株式会社代表

取締役社長

1996年 株式会社ユー•エス・ジェイ代表取締役

社長

1997年 財団法人大阪港開発技術協会理事長
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れはいったい何なのかと 、どんどん突き詰めて

いかないと 、作ろうとしているもののコアが見

つかり ません。その作業をあちこち動き同りな

がらやりました。コンサルタントにも相談し情

報を梨めましたが、納得のいく答えは見つかり

ませんでした。情報も大切ですが、それらをひ

とつひとつ自分の日で確かめて、感性に照らし

て考える作業を繰り返して、そのうえで何を見

つけるかがキーでした。

海遊館のために見つけた結論は、気持ちの安

すらぐものが都会の人には必要なのではないか

ということでした。あそこに行くと、何か判ら

ないけれども気持ちが落ち杵く 、ほっとする、

そういうものが必要とされているのではない

か。それは都会にないもの、「自然」です。n然
の悠久としたリズムとか空間、水、そこでいき

いきと生きているいきもの達とその生きている

世界、これが見つけた答えでした。

これをどのようにかたちあるものにするかと

いうことが問題でした。どこにもないもので、

都会の煩雑な生活のリズムから離れた悠久のリ

ズムを感じさせるもののシンボルとして選んだ

のが、鯨でした。ジンベイエザメはその名のと

おり鮫ですが、英名でホエールシャークと呼ば

れており、その悠然と泳ぐリズムは鯨そっくり

で、まさに私が考えていたリズム、イメージそ

のものだったので、それをコアとする水族館に

したいと思いました。このコンセプトを実現し

てくれる人をいろいろ手を尽くして探した結

果、米同のピーター ・チャマイエフという建築

家にめぐり会い構想を形にしてもらうことがで

きました。設計は「ケンプリッジセプン」とい

うボストンの彼の設計会社に依頼し、基本設計

を1ヶ月半という超短期間でやってもらい、で

きばえの素晴らしさに度肝を抜かれました。ほ

とんどそのま ま完成させ、「海遊館」と名づけ、多

くのお客さまに喜んでいただくことができまし

た。

一方、賑わいと堆やかな彩りを生みだすマー

32 

ケットプレイスは、海とフェスティバルという

コンセプトで作りました。物販、飲食、エンター

テイメントの80数店舗で構成しました。

洵に向かったイベント広場や夕 11の美しく見

えるサンセット広場などを用意して、大阪の海

を実感していただ<T今犬もしました。

ォープン初年度、海遊館の米館者は予想の倍

をこえる514万人を迎えました。10年経った現在

も200万人を超えています。

その後、建築家安藤忠男がデザインしたユ

ニークなサン トリーミ ュージアムというポス

ターコレクションの美術館が隣にでき 、さらに

海をダイナミックに楽しめる古代ギリシャ戎ll楊

風の広場も生まれました。隣接してリゾートホ

テルや大糾覧車も次つぎに完成しました。

多くの人にi/1j:.水を意識してもらうウォー

ターフロント 1}彬l発の魁のプロジェクトでした。

天保illハーバーピレッジの次に手掛けた1t業

が、此花の臨海「り場地帯の再開発です。ちょう

どバプルのはじけた直後でした。

此花は、東洋のマンチェスター ・「煙の都」大

阪の原点のようなところです。江戸時代に埋め

立てできた新田が、大正、昭和にかけて広大な

敷地のT場群や荷掲場、鉄道行物ヤード、燃料

）い地などになった地域です。戦後、いち早く採

業を復活し、復輿の牽引 lドの役割をはたしまし

たが昭和40年代から変化が始まりました。「規校

の追求」という方向が崩れ始め「直原長大」の

時代が終わり、技術革新、産業構造の変化、グ

ローバル化が進行するにつれ、大阪の重化学工

業地帯は活気を失ってきました。それらの地域

は、ゴルフの練習場、中占車の展示場や物骰励

などの暫定利/Tlが多くなっていました。

1991年牲、テーマパーク「ユニバーサル ・ス

タジオ」を堺に誘致する交渉が思わしくないと

いう情報を偶然耳にして、「大阪へ米ないか」と、

「ユニバーサル・スタジオ」を経営している MCA

社 （現ユニバーサルスタジオ社）に申しいれま

した。



東洋のマンチェスターにテーマバークを
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天保山ハーパーピレ ッジ／中央が海遊館、左がマーケットプレース、右がサントリーミュージアム

「ユニバーサル・スタジオ」はロスアンゼルス

のハリウ ッドで生まれ、フロリダのオーランド

にも進出している非常に人気の高いテーマパー

クです。「ジュラッシク ・パーク」や「E.T.」な

どのスリルや夢の世界を体験できるアトラク

ションやすさまじい大規模アクションスタント

ショー、動物が登場するライプショー、映画の

製作体験ショーなど、映画をテーマにした多様

なエンターテイメントの集合体で、非常にパン

チのある、迫力のあるテーマパークで、デイズ

ニーとは違い子供だけではなく、大人も楽しめ

ます。フロリダでは第 1パークの隣に、ユニバー

サル・スタジオ・アドベンチャーワールドとい

う名前でもうひとつのテーマパークを1999年に

オープンさせています。

アトラクションは、デイズニーランドに勝る

とも劣らないと以前から思っていましたので、

これは面白いと動き始めたのです。

当時、MCA社は日本進出に当たり候補地を関

西地域と関東地域にしぼり込み、敷地を選定し

ようという段階で、いわゆる誘致合戦の初期で

した。MCA社首脳に、たった2001意円を投賓し

た「海遊館」が、初年度に500万人超えた集客実

績から説き起こして、大阪のマーケットの強さ、

アクセスの良さ、ウォーターフロントなど抜群

の立地条件、地元の強力なバックアップを認識

させることから始めました。

事業のコアは、敷地の創生、事業体の設立

（経営箕任と賓金）、事業スキーム、契約交渉、

コスト管理、運営体制、物販飲食、集客、など

多々ありますが、ここでは大都市でのテーマ

パークという常識はずれの試みを中心に取り上

げてみます。

1992年ごろというと、バプルがはじけたとは
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いえ、此花区西部の土地の値段は工業専用地域

にもかかわらず都心から15分ということもあ

り、 1平方メートル22万円～25万円と 言われて

いました。仮にこれを20万円としても60haで1、

200億円です。「ユニバーサル・スタジオ」を経

営している MCAは、テーマパークに「安く見

積もっても1,400億円はかかる」と言っていまし

たから、土地代を加算すると総投資額は2,600億

円です。入場者数を1,000万人として、お客様の

一人当たりの消費単価が東京デイズニーランド

並みとしても、事業としては成り立ちますが、

もうかる商売というか、活気のある事業にはな

りません。単年度黒字を出すのに10年近くかか

り、累積損失を解消するのに15年以上というと

てつもない事業になります。

テーマパーク事業は、観客のリピートが命で

す。2、3年ごとに100億円を超す投行を続けな

ければ、やがて入場者数が低下するといわれて

います。MCAやディズニーの人たちも、テー

マパーク事業は「3、4年で単年度黒字を出さな

「ユニパーサル・スタジオ」全景／手前がパークの入口
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いとだめだ。それ以上かかるようなら事業の浮

上は難しい。それくらい激しい投資が常に求め

られる事業だ」と言っていましたから、そうい

うシナリオ ・事業計画が書けるかどうかが、契

約交渉に入る前にクリヤーしなければならない

課題でした。

事業計画では初期投査をいかに抑えるかが要

です。とりわけ、大阪のような大都市で、テー

マパークの敷地確保をどう安く確保するか。そ

こで地価と事業を切離す工夫をすることにしま

した。答を「借地」に求めたのです。問題は土

地という担保なしで、銀行から融資が受けられ

るのか。少なくともバブル崩壊前までなら

「1,200億円かけても土地を買いなさい。銀行は

それを担保にカネを貸しますから」ということ

になったと思います。

いろいろと調査してみますと、土地担保で借

りるよりも条件は悪くなりますが、キャシュフ

ローをベースにリスクをお互いに取り合うとい

う形で、銀行からの融資をうける、プロジェク



ト・フ ァイナンスという手法が外国の大規模プ

ロジェクトで取られていることがわかってきま

した。日本でこの手法が実現するまでには、紆

余曲折がありましたが、その方向で進めるしか

事業の実現の手段がないと関係者に強く説得し

ました。本邦初ということもあり関係者の大変

な努力をいただき現在この手法で事業が進んで

います。

もう 一つの課題はパークに必要な60ヘクター

ルもの広大な土地をどう纏め上げるかでした。

パークによるメリットを享受する関係者全員

で敷地を提供しあうという原則を採用すること

にしました。地主さんの考え方は賛否まちまち

で、将来構想まで研究 しておられたところもあ

りましたが、殆どのところは何も考えておられ

ませんでした。将来を考えるとこのままでは駄

目だ、何とかしなければいけないと、最後には

このシナリオに乗っていただくことになりまし

た。

結局、「ユニバーサル・スタジオ ・ジャパン」

の誘致のために、此花区西部の工業地帯の土地

約160haを区画整理事業で再開発し、そのうち

の約60haを「ユニバーサル・スタジオ」とし、

残りを市街地として再開発する。つまり工業専

用地域を、区画整理事業の手法を用いて、都市

型に開発ができるよう都市計画を変更するいう

シナリオをつくり上げたわけです。

160ヘクタールの再開発事業の筋書きは、1週

間ほどでまとめあげました。土地の賃借条件な

ど、事業に乗せていく過程で若干変わりました

が、大筋はそのままです。

現在、 156haの再開発が進んでおり、テーマ

パークで約54haを使い「ユニバーサル ・スタジ

オ」の周辺で、新しく市街地として開発が可能

になる約70haの土地が生まれます。どのように

開発するのか、どのような街に成熟させていく

か無限の可能性が秘められています。

開発しようとしている地域は安治川に面して

おり、水都 ・大阪のシンボルである大川の下流

東洋のマンチェスターにテーマパークを

にあたり、都心の中之島、さらに大阪城へつな

がっています。そのようなウオーターフロント

の環境、メリットを最大限に生かした、気持ち

のいい街ー毎日水を感じながら暮らせる、仕事

ができる街ーをつくることが、ポイントだと考

えています。

「ユニバーサル ・スタジオ」のオープンする

2001年までに開発可能なスペースとして、新駅

周辺とウォターフロントに約15haが生まれて

きます。水陸交通の結節点で、ここでの街ずく

りは、水と緑を活かした気持ちのいい、デザイ

ンの行き届いた空間を計画しています。

新駅・ユニバーサルシティ駅からパークまで

は約300mですが、このパーク隣接地約 6haに

は、第 1期として56店の物販、飲食の入ったハ

リウッドムードのモールやホテル、ビルが建設

されています。年間1000万人近い来場者以外に

も、異色の街、面白い街として人々を引き付け

ることでしょう 。

パークに来られた方が、パーク周辺や大阪市

内だけでなく、ついでに独特の魅力をもつ京都、

神戸、奈良へ行こうということになれば、波及

効果はどんどん広がっていきます。

「コンベンション」の誘致も大々的にできるよ

うになると思います。6年前サンフランシスコ

おこなわれた、 ULI（アーバン・ランド ・イン

スティチュート）の総会に招待されたときのこ

とを思い出します。この総会は毎年開催されて

いる米国ベースの国際会識で、都市開発に関係

する投資銀行、ホテル業界、ビル業界などの不

動産業界のトップや学界の著名な経済学者など

も集めて、大規模なものでした。会議開催中に

は様々なパーティーが開かれます。学会主催の

ものだけでも毎晩20以上ありますが、それ以外

にもモルガン・スタンレー等の投資銀行や各業

界のトップ企業などの主催する大小数多くの

パーティーが開催されていました。

時間帯もパーティ様式も様々で、パーティの

はしごができるようになっていました。有名な

35 



Urban • Advance No.19 2000. 12 

観光スポットのレストランを使ったり、ミニ水

族館を借り切ったりいろいろ変化をもたせてい

ました。パーティーは、いろいろな人と知り合

え情報交換できるチャンスを提供するもので、

3日間の学会が終わると、少なくとも50人から

100人の人と知り合いになれるようでした。友人

の話では、それから後のピジネスは「ほとんど

霊話だ」といっていました。これからは、会議

だけでなく、いろいろな人と知り合いになるこ

とができ 、情報交換のできる仕掛けとしてのコ

ンベンションがますます増えてくるでしょう 。

テーマパークをちょ っとのぞいて楽しみなが

ら、そこのレストランのコンベンションルーム

で会合をも ったり、ホテルで会議やパーティー

を開いたりということも可能になります。そう

したサムシングエルスを追求する都市の使い方

がますます広がっていくのではないかと思いま

す。

それだけでは周辺70haの土地は生きてきま

せん。施設を作るということだけでなく、そこ

で何をするかが重要です。

最初、映画のメッカ「ハリウ ッド」を考えた

のですが、日本の映画界は大変なところにきて

いて、「ハリウッド」とはほど遠い状態にありま

す。

一方、日本のアニメーション、ゲームソフト

は世界を席巻しており、欧米はもちろん東南ア

ジアでも、爆発的な売れ行きを示しています。

世界中、誰にでも受け入れられる面白さをもっ

ているからです。アニメーションは、人間の描

く絵でつくる映画ですから膨大な時間と人間が

必要にはなりますが、比較的簡単な組織と施設

でつくれます。

またゲームソフトもこれからは単なるゲーム

から、もっと物語性があり、リアリティのある

世界も含め多様な展開が期待されます。日進月

歩のコンピューターグラフィックスを駆使した

このアニメーション、ゲームなどに代表される

非映画の映像の世界は、大阪が且指す新産業で
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はないか。そういう映像コンテンツ産業を育成

するのがいいのではないか。映像の分野はまさ

に激動期というか、技術革新時代で、この世界

に夢を持っている若い人もずいぶんいます。彼

らに、いかに仕事のチャンスを作るか。サクセ

スストーリーがどんどん生まれるような仕組み

をつく っていくこと。それが都市開発というも

のではないか。このように再淵発計画をつく つ

た当時は考えていました。

H本のメデイアのあり様は、東京一極渠中が

ますます加速しており、大阪でのこのような試

みは絶望的に見えます。しかし、現在進行して

いる映像コンテンツのデジタル化の流れは洪水

のごとくすべてを大きく変えようとしていま

す。映像コンテンツの需要、市楊も、地域から

世界まで目を向ければ、多様な世界が広がり、

規模も広大だと思われます。何かが起こせるの

ではないかとも考えられます。

ビル、追路、公園などのいわゆる「ハコ」を

つくることだけが都市開発ではない。「ハコ」を

つくることは、ひとつの手段であって、そこで

何をするのか、何をすればその楊所に最もふさ

わしいのかまで考えて手を尽くすのが都市開発

だと思います。

スタートから 9年たった現在、再開発事業も

仮換地を終え、鉄道の移設、新駅も完成し、道

路公園もかたちをあらわし、テーマパーク事業

会社も、「ユニバーサル・スタジオ」の建設を終

え、 2001年存のオープンに向かって舒実に動い

ています。

その次のスッテップの新しい産業の誘致、育

成、街づくりのために何をしていくかは、これ

からシナリオを仕上げていく必要があります。

周辺にかぎらずも っと地域を広げてでもター

ゲットを明確にして、それに興味をもつ人材、

企業を誘い、重層的に多面的に取り組んでいく

ときがきたと思います。



ポストバブルの都市開発

一資金調達からみた特色―

日本政策投資銀行 東海支店企画調査課調査役 針うオ蓮員人、

はじめに

我が国の都市開発においてバブル期とそれ以

降との違いを考える場合、大きな要素として「賓

金調達」が挙げられる。

バプル期においては、その都市開発プロジェ

クトの企画がしっかりしたものであって事業性

について十分検討がなされているものであれ

ば、上昇する地価を見込んだ土地担保力や企業

の好業紹等を背景に行金調達が事業の大きな制

約要因とはならなかった。

しかし、ポストバブル期に入ると、地価の下

落により担保力が見込まれなくなり、悪化する

企業業績は直接金融のコスト増加をもたらす一

方、金融環境も180度転換したことから金融機関

からの脊金調達も 一転困難を来す時代となり、

円滑な脊金調達は事業遂行上の大きな要素と

なってきている。

このような環境変化により、事業推進者の賽

金調達力に見合った規模へのプロジェクトの縮

小や事業計画自体の見直しがおこなわれる一

方、プロジェクト ・ファイナンスのような新た

な資金調達方法も試みられ始めている。

以下では、このプロジェク ト・ファイナンス

を中心に、ポストバブル期の都市開発に適用さ

れ始めている新しい脊金調達方法についてみて

みたい。

l.バブル期の資金調達

バプル期には、我が国全体の好景気を背景に、

各地で大規模な都市開発プロジェクトが民間事

業としてあるいは官民一体となった民活事業と

して推進された。

これらの都市開発プロジェクトをおこなう場

合の主な査金調達方法は、金融機関からの借り

入れによる間接金融であった。

金融機関は、当該プロジェク トの事業計画内

容や採算性を検討し、その事業収益からの回収

を意図した審査をおこなうことを原則とする

が、最終的には、有力親会社（民活プロジェク

トの場合は地方公共団体の場合もあった）の偵

務保証あるいは土地を基本とする担保による回

収を前提として融賓をおこなうケースもみられ

た。

バプル期の我が国企業の業績は、円裔不況を

克服し時折しも右肩上がりの経済成長が続く中

好調を持続していたことから有力企業の保証力

が十分認められており、また、上昇を続ける地

価が新たな担保余力を生み出していたことに加

鈴木員人
曇釦赤量駐示詈＿
1985年 早稲田大学商学部卒業
同年北海直東北開発公庫入庫

1999年 日本政策投資銀行東海支店企画調
査課調査役
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え、当時は我が国の産業構造が重厚長大型産業

からの転換時期にあたり、新たな大口融資先の

確保を目指していた金融機関が、大型プロジェ

クトに対する積極的な貸し出し姿勢にあったこ

ともあって、事業者にとって査金調達を進め易

い環境となっていた。

さらに、直接金融をおこなう場合においても 、

好調な企業業績と前例のない株商は市場におけ

る調達も容易な状況を作り出しており、有力企

業は社債発行の格付けで悩むことなく、より低

コス トの脊金調達をおこなうことを 11［能にして

いた。

もと もと大規模な都市開発プロジェク トは投

賓回収には長期間を要するものであって、的確

な需要想定に基づいた適正規模の事業計画の策

定が要求されるものであるが、上述したような

脊金調達環境が、安易な事業計画の着手につな

がった事例もみられるようになっていった。

2. ポストバブル期の資金調達

1988年に対前年比60％以上の急上昇を遂げた

東京の商業地地価は1992年以降急落する。バブ

ルの崩壊である（図 商業地地価動向）。

バブルがはじけたあとに襲ったいわゆるバラ

ンスシー ト不況は我が国経済に深刻な打撃を与

え、企業業績は軒並み悪化した。都市開発プロ

ジェク トの面から見ると、バブル崩壊により、

それまで裔騰していた地価や建設代の負担が事

業粒に重くのしかかる一方で、需要は停滞し、

また、貨料も 同復していないことから事業環境

は冷え込んでいる（図 オフィスピルの賃料動

向）。

一方、脊金を供給すべき金融機関も不良債権

処理に追われることとなり 、バプル期とは一転

して新規融資に慎重な姿勢をとるようになって

きた。さらに地価の下落は担保余力を減退させ、

担保に頼った新たな資金調達を難しくしていっ

た。

(1) 事業者側のニーズの変化

我が国企業は、バブル期は自らの信用力を背

餓に事業リスクは事業主が負う形でメインバン

クを中心に資金調達をおこなってきた。特に都

図 商業地地価動向（1981年＝100)
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図 オフィスピルの賃料動向 (1985年＝100)
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市開発プロジェク トにあっては、資金調達の裏

付けとして土地担保による信用創造力に相当程

度依存していた。

しかし、バプル崩壊による地価の下落あるい

は業績の悪化に伴い各企業はバブル期のような

信用力を失うこととなった。さらに、グローバ

ル化が進む中、格付け対応や国際的なオープン

アカウンティングの流れへの対応を迫られてお

り、従来の土地含み経営から、多額の資金の固

定化を避ける査産のオフバランス化へと方向転

換をおこなってきている。

このようなオフバランス化による財務負担の

回避を指向する結果、賽産のみならず債務保証

にも慎重になってきており、従来の大規模プロ

ジェクトヘの取り組みに当たって機能してきた

親会社の信用に依拠しない大規模骰金調達ス

キームヘのニーズが高まってきている。

(2) 金融機関側のニーズ

金融機関自身も金融自由化の流れの中で、 一

層の与信管理の強化や経営の透明性を求められ

ている一方で収益性の強化も必要になってきて

いる。

従来は、事業の内容によっては親会社の信用

度あるいは安定度、担保の有無、資金繰り等に

より事業リスクの回避をねらってきたが、親会

社の業績悪化やオフバランス化を求める流れに

対応して、親企業に保証を求めることなく、そ

の信用力と切り離してプロジェクトを評価する

金融手法が求められている。

また、収支面からもリスクプレミアムの考え

方を徹底し、 リスクに見合った収益を得られる

手法の開発が望まれている。

(3) ポストバプル期の行金調達

これらに対応した都市開発等大規模プロジェ

クトに対する資金調達の考え方としては、まず、

資金調達自体をプロジェクトの制約条件となら

なくするために、事業規模の縮小や見直しによ

る投資額の圧縮をおこない借り入れによる資金

調達の絶対額を減らす動きがある。また、同様

の動きとして、土地や建物を所有から賃貸に切

り替えるなど、暫定利用とする方法も活用され

ている。
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企業のオフバランス化に対応した手法として

は、不動産の証券化が挙げられる。これは、そ

の不動産が生み出す長期安定的なキャッシュフ

ローの確保を前提に、テナント収人からの利子

や配当などの受益権を担保として有価証券を販

売する仕組みである。高額な不動産を証券化し

て小口にすることで販売がしやすくなり、脊金

調達が容易になる。また、不動産売却と同様の

効果が発生することとなり、小売業の新店開発

などに際しての、新たな行金調達手法として注

日されている。

不動産の証券化が既存の資産を対象としてい

るとすれば、新規事業の償還財源をキャッシュ

フローに求める金融手法としては、プロジェク

ト・ファイナンスがある。

次節で紹介するプロジェクト・ファイナンス

は、事業スポンサー（親会社）の信用力に依存

しないため、企業業禎の悪化により、プロジェ

クト自体が良好であっても事業主体の信用）Jが

劣ったり 、担保が不足するため融賓が難しい案

件でも、ストラクチャーの組み方によっては融

脊を受けることができる。

3. プロ ジェクト・フ ァイナンス

(1) プロジェクト ・ファイナンスの定義

一般的な定義として、米国財務会計基準書第

47号におけるプロジェクト ・ファイナンスの定

義は以下のとおりである。

大規模脊金プロジェク トヘの金融であって、

貸手が原則としてそのプロジェク トの資金繰り

及び収益を返済財源とし、またそのプロジェク

トの資産（＊）を融資の担保として行うものを言

ぅ。当該プロジェク トの事業主体の一般的な信

用力は通常重要な要素ではない。なぜなら、そ

の事業主体が他に脊産を保有しない企業である

か、又は、当該金融が、その事業主体の所有者（親

会社）に対し、直接遡及のできないものである

40 

か、のいずれかであるからである。

（＊）プロジェク トのキャッシュフローを生み出

すための1i業遂行に必要な諸契約を含む

(2) プロジェクト ・ファイナンスの特徴

①『ド業の単一性

プロジェクト ・ファイナンスは、当然のこと

ながら特定事業＝プロジェクトを対象とするも

ので、通常ある程度の規模の事業が対象となる。

そして、返済財源や担保をその特定事業に依拠

することから、通常、その‘ド業遂行のために設

立された堆— n 的会社 (SPC) を借人人とする。

窃返済財源

借人金の返済原費は、 一義的にはプロジェク

トのキャッシュフローに限定して求めることに

なる。

従米型の融打）］法では、例えば親会札に対し

て他の事業の分も含めた与信をおこなったり

(1i業会社へは親会社が投脊）、親会社の保証に

より事業会社に融査をおこなうなど、当該プロ

ジェクトの収益だけでなく親会社の信用）Jに依

拠した融脊をおこなうため、最終的には親会社

に返済を遡及（ リコース）することが可能であっ

た。 しかし、プロジェクト ・ファイナンスにお

ける借入金の返済原脊はプロジェクトのキャッ

シュフローに限定していることから、 SPCが不

採算に陥いり返済が滞るしμ態となっても、基本

的には親会社に返済を訥求することはしない

（ノン ・リ コース）。

従って、当該プロジェク トのキャッシュフ

ローを担保する事がプロジェク ト・ ファイナン

スを実現する上で最も重要な要素のひとつにな

る。

③ リミテッド ・リ コース (LimitedRecourse) • 

ファイナンス

プロジェクト ・ファイナンスの性格は基本的

にノン ・リコースであるが、実際には貸し手と

事業スポンサー（親会社）との間では、事業遂

行上の様々な取り決めや契約を取り結ぶことと



なるので、事業スポンサーも応分のリスクを負

担したリミテッド ・リコース・ファイナンスと

なる場合がほとんどである。

このノン／リミテッド ・リコース・ファイナ

ンスであることがプロジェクト ・ファイナンス

の大きな特徴であり、それ故に、事業スポンサー

が業績不振であっても当該プロジェク トが優良

であれば融査することが可能となったり、事業

スポンサーの企業規模に比較して大規模なプロ

ジェクトヘの融資をおこなうことができるので

ある。

④担保

担保についてもノン ・リコース性は適用され

ることとなる。従って、担保は当該プロジェク

卜脊産とキャ ッシュフローを生み出すための事

業遂行に必要な諸契約が基本となってくる。

貸し手側とすれば、 SPCが不採算に陥いり返

済が滞る事態となった場合、事業スポンサーが

どれほどの優良賓産を持っていてもそれを徴求

することはできない。しかし、事業スポンサー

側からみれば、 SPCがうまく行かずに仮に事業

からの撤退を余儀なくされたとしても、自らの

資産には何ら影響を受けることなく従来事業を

継続することができるのである。

⑤シンジケーション・ローン

大規模プロジェクトのリスクを分担するため

に、多数の金融機関が参加するシンジケーショ

ン・ローンの形式となる場合が多くなる。

(3) プロジェクト・ファイナンスの都市開発へ

の応用

プロジェクト・フ ァイナンスは、 1930年代の

アメリカに於ける石油開発に適用されたものが

嘆矢と言われており、 1970年代から北海油田の

ような大規模エネルギー関連プロジェクトや大

型工業プロジェクトに適用され、最近では公共

サービス関連のインフラプロジェクトにも実施

されている。

我が国においては、親会社の信用力を中心と

ポストパブルの都市開発

する調達の方が容易でコストも安かったことな

どからなかなかプロジェクト ・ファイナンスは

実現しなかったが、先にみてきたとおり、バプ

ル崩壊による経済情勢、金融情勢の変化が我が

国にもプロジェクト ・ファイナンスの導入を促

している。（表 従来のプロジェクトヘの融賓形

態とプロジェクト・ファイナンスの対比）

プロジェクト ・ファイナンスはその特徴にあ

るとおり、関係者間の適切な リス クアロケー

ションをおこない、それを諸契約により担保し

ていくことから比較的大規模な事業の資金調達

に用いられる。従って都市開発の分野において

も、大規模プロジェク トを中心に今後適用事例

が出てくるものと思われる。

また、近年新しい官民連携型のプロジェクト

手法として PFIが注目されているが、 PFI事業

の行金調達手法として、プロジェクト ・ファイ

ナンスが用いられることが多い。従って、公共

が推進する都市開発事業へのプロジェクト ・

ファイナンスの適用も増えてくるものと思われ

る。

(4) プロジェクト ・ファイナンスの事例

～ユニバーサル ・スタジオ・ジャパン～

プロジェクト ・ファイナンスを適用した事例

としてユニバーサル ・スタジオ ・ジャパン （以

下USJ)を紹介する。

①USJの概要

USJは、世界有数のエンターテイメント企業

であるユニバーサル ・スタジオ社 （＊）が「ユ

ニバーサル・スタジオ ・ハリウッド」(1964年オー

プン）、「ユニバーサル・スタジオ・フロリダ」

(1990年オープン）に次いで2001年春大阪にオー

プンを予定しているテーマパークである。

ジョーズ、 ET、ターミネーターなどのハリ

ウッド映画の世界を体験できるアトラクション

や実際の撮影現場が見学できるスタジオに加

え、食事やショッピングも楽しむことができる

複合施設となる予定である。
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表 従来のプロジェクトヘの融資形態とプロジェク ト・ファイナンスの対比

従来のプロジェクト脱資の形態 プロジェクト ・ファイナンス

償還財瀕 ・一義的にはプロジェク トに求め ・返済は原則として当該プロジェク

るが、 トラブル時には親会社およ トが生み出すキャッシュフローの範

ぴメイ ン ・バンク等の全面的支援 囲内。スポンサー企業への訴求は限

を期待 定されている

・メイン ・バンクなし

リスク分担 ・プロジェクト ・リスクを事業者 ・事業関係者がプロジェク ト・リス

が全面的に負担する前提で融資返 クを分担し、契約によって保全する

済の確実性を判断

与信判断基 ・プロジェクトの事業性に加え、 ・プロジェクトの収益性や資金繰り

準 親会社の信用力を重視 のみで判断

・プロジェクト審査能カ・企業審 ・審査に加え、交渉により融資可能

査能力に依存 なリスク分担を引き出す

保全措置 ・スポンサー保証または担保処分 ・事業関係者間の契約および債権者

等により最終的に回収 間の契約により、リスク分担を規定

貸付条件等 ・借り手との個別相対契約 ・幹事銀行が条件のとりまとめをお

こなう

リスク顕在 ・事後的に協議 ・極力事前にリスクの分担を取り決

時の対応 ・親会社やメインバンクに対処を める

依存 ・事前に契約できない事項について

のみ事後的に関係者間で協議

プロジェク ・事業者の提出資料を各金融機関 ・事業者が幹事銀行に情報提供し、

ト情報収集 が独自に審査し、個別に判断 内容については責任を負う

および審査 ・情報は各金融機関の内部情報 ・情報は機密保持契約のもと金融団

が共有

• 最終的な資金供給の判断は各金融

機関が自己責任でおこなう

費用分担 ・審査費用は金融機関が負担 ・直接支払、手数料等により、原則、

・債権保全措置や担保処分にかか 事業会社が負担

る費用等は企業が負担

（出所）日本開発銀行、 PFI研究会編著「PFIと事業化手法」
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ポストパブルの都市開発

（＊）世界的な飲料メーカーであるシーグラム社

を箪頭株主とする世界最大のエンターテイメ

ント企業。

〈施設概要〉

1.所 在

2.敷地而積

3.主な施設

大阪市此花区西部臨海地域

54ha（うちパーク面積39ha)

アトラクション 18施設

飲食 ・物販施設 45施設

②1t業会社の概要
USJを運堂する（掬ユー ・エス ・ジェイには、

大阪市 (25%) をはじめとしてユニバーサル ・

スタジオ社 (24%)、ランク ・グループ社 (10%)、

住友金属（掬、住友商事（樹、日立造船（tおほか大阪

を地盤とする企業と金融機関など計40社が出賽

している（出査金額400俯円）。

1994年12月に設立された大阪ユニバーサル企

画（掬を前身とし、 1996年 3月に（恥ユー ・エス ・

ジェ イに移行している。1998年10月に建設工事

に府手し、現在、2001年春の開業に向け、建設

が進んでいる。

③ ファイナンシャル・ストラクチャー

1,700位円に及ぶ総事業評は、脊本金のほか

1, 250f意円をプロジェクト ・ファイナンスで調達

している（図 USJのフ ァイナンシャル ・スト

大阪市 I US I 
25% I 24% R1:loNK Iイロこ“ |住：1ij事 1 でB 1ロロ ， 

USI :米国ユニバーサル社

およぴゲルー7゚ 会社

RANK:英国エンターテイルト会社

出資 400億円

供提ツンテコ
払

ンン

支
．
 

ィ

3
 
,

y

-

T

 
"
"
l
 

クぅ

ヤ

イ

卜7
0

 

□] 

入場料支払

B 
協調融資 I約 1,250億円

地権者

大阪市、住友金属

日立造船ほか

協調融資団

政策銀 450億円

主要4行 400億円

ほか

施工業者

了卜うク沿ソ建設工事：

ゼネコ ン

7• D ゾェクト77 イナソス •7レンゾャー 日本政策投資銀行および民間主要 4 行（住友・ 三和 ・ 大和 • 富士銀行）

（注） USJ収入には上記の他スポンサー契約に基づく ものがある。

（注 2) 日本政策投資銀行は契約締結時日本開発銀行

（出所）USJ資料

図 USJのフ ァイナンシャル・ストラクチャー
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ラクチャー）。

従来型の融資であれば、敷地を担保とするか、

事業主体の債務保証が必要となるが、 USJの建

設予定地は借地であり担保にならなかったこ

と、筆頭株主であり事業の推進主体である大阪

市が地方公共団体であることから事業主体によ

る債務保証が難しかったこと、などからプロ

ジェクト ・ファイナンスにより賓金調達するこ

ととなった。

金融機関への債務返済原査はその将来の事業

収益 （＝キャッシュフ ロー）のみであるため、

その確保を図るべく、工事骰の抑制や相当の自

己賓本の投入に加え、将来に亘ってコンテンツ・

ノウハウの利用ができるような長期契約の実

施、キャッシュフローの充当順位の取り決めな

どが可能な限り検討された。

結果、関西財界の大きな支援もあり400他円と

いう事業代の 2割を超える巨額の賽本金が集

まったこと、また、今次テーマパーク事業の核

となるユニバーサル ・スタジオ社から誘客の基

本となる魅力的かつ継続的なコンテンツの提供

が約されたこと、総事業代も建設会社の協力に

より予紅内で収まる目処もたったことなどか

ら、日本政策投資銀行および住友、 三和、大和、

富士の4行を主力とする協調融脊団による融資

実現にこぎ着けている。

おわりに

バブル期の土地神話が華やかりし頃には、大

規模プロジェクトであっても土地を担保にすれ

ば容易に査金調達をおこなうことができた。そ

のため数多くの都市開発事業が金融機関をはじ

めとする第三者のチェックを経ることなく進め

られることとなった。こうした状況はもとより

サスティナプルなものではあり得なかったわけ

であり、事業の中には現在継続の難しくなって

いる案件も出てきている。

これに対してポストバプル期においては、「資

44 

金調達」は、事業の「企画」段階から重要なファ

クターとして様々な対策が検討され事業に組み

込まれるようになってきている。それは、プロ

ジェクト・ファイナンスのような形で貸し手側

も事業に大きく関わるような仕組みにも発展し

てきている。その意味で、ポストバプル期の都

市開発はプロジェクトを資金調達面からみた場

合、より健全なものになってきていると言えそ

うである。



PFIによる複合公共施設整備

パシフィックコンサルタンツ株式会社 中部本社第一技術部 庄：百li憂

l. はじめに

1990年代初頭のバブル崩壊以後、日本の経済

は低成長時代に入り、わが国を取り巻く環境は

ますます厳しさを増している。国際的には、ボー

ダレス化、グローバル化が進展し本格的な大競

争時代を迎え、国内においては、生産年齢人口

の減少、社会資本の老朽化等により経済活力、

投資余力が縮小している。さらに、国民の意識、

価値観が精神的な豊かさを重視するようになる

など多様化しており、安心と潤いのある社会の

構築が求められている。

一方、このような厳しい状況の下においても、

公共施設などの管理者に対しては、効率的、効

果的に杜会資本を整備し、質の高い公共サービ

スを提供することが期待されている。

また、ここ数年、公共工事における入札・契

約手続きを公正に、透明性の確保を図りつつ行

うシステムヘの改革、市場開放への対応など社

会潮流の変化に対応した新しい制度や仕組みが

整備されつつある。

このような要求・変化に準じ、社会資本整備

においては、民間の技術力、査金力、経営能力

の導入を促進し、国、自治体の財政査金の効率

的な活用を図りながら官民の適切な役割と買任

の分担の下に、民間事業者が行うことが適切な

ものについてはできる限り民間に委ねることが

求められている。

当社では、このような潮流をいち早く捉え、

1997年以来4次にわたる「先進諸国公共事業シ

ステム調査団」を派遣し、わが国の公共事業シ

ステムの様々な議論の一助となるべく取り組ん

できたところである lI 0 

そのような中で、 1999年9月24日より「民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する事業「PFI(Private Finance Initiative) 

法」が施行され、その取り組みに対する期待が

高まっている。

本稿では、次世代民活事業である PFI事業に

ついて、その理念と当社で実施した事例を中心

に紹介したい。

2. PFI事業推進の方針

PFI法に基づき平成12年3月には「民間資金

等の活用による公共施設等の整備等に関する事

業の実施に関する基本方針」が公表され、公共

施設等の管理者等が共通の方針に基づいて PFI

事業を実施することを通じて、効率的かつ効果

的な社会資本の整備促進が期されている。

この基本方針の前文の概要は以下のとおりで

ある。

庄司優
1 , ・系喜＇＿
1949年5月 札幌市生まれ
1973年3月 室蘭工業大学土木工学科卒業
同 年4月 パシフィックコンサルタンツ株式

会社入社

札幌、東京、大阪、広島の各本支
社に勤務

2000年4月 中部本社第一技術部に赴任
現在に至る
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OPFI事業の基本理念 (5原則3主義）

5原則 ・公共性原則（公共性のある事業）

・民間経営脊源活用原則（民間の脊金、

経営能力、技術的能力の活用）

・効率性原則（民間事業者の自主性と

創意工夫の森重による効率的かつ効

果的な実施）

・公平性原則（特定1t業及び民間事業

者選定における公平の担保）

・透明性原則（特定事業の発案から終

結に至る全過程を通じた透明性の確

保）

3主義 ・客観主義（事業実施の各段階での評

価決定における客観性の確保）

・契約主義（明文にて当事者の役割及

び宜任分担等の契約内容を明確化）

• 独立主義（事業を担う企業体の法人

格上の独立性または事業部門の区分

経理上の独立性の確保）

OPFI事業の効果

・低廉かつ良質な公共サービスの提供

・官民の適切な役割分担に碁づく新たな官民

パートナーシップの形成

• 新規産業の創出による経済活性化

OPFI’lt業の課題

• 財政上・金融上の支援

・既存法令との整合性の明確化

・規制の緩和 等

3. PFI事業例（平成12年12月現在：内閣府資料）

事業名称 実施主体 事業期間 事業スケジュール その他

常陸那珂港北ふ頭公共コンテナターミ 茨城県 (20年間）
平成 12年度事業

手続き開始
ナル施設の整備及び管理運営事業 者選定予定

千葉市消費生活センター・計量検査所複
千葉市 (30年間）

平成 12年度事業
手続き開始

合施設整備事業 者選定

福岡市臨海工場余熱利用施設整傭事業 福岡市 (15年間）
平成 12年度事業

手続き開始
者選定

神奈川県衛生研究所等施設整備等事業 神奈川県 (30年間）
平成 12年度事業

手続き開始
者選定

ひびきコンテナターミナル整偏及び運
北九州市 (25年間）

平成 12年度事業
手続き開始

営 者選定

神奈川県立近代美術館新館等施設整備
神奈川県 (30年間）

平成 12年度事業
手続き開始

等事業（仮称） 者退定

神戸市立国民宿舎摩耶ロッジ整備事業 神戸市 不明
平成 12年度事業

手続き開始
者選定

大館周辺
平成 12年度事業

ごみ処理施設建設事業 広域市町 不明 手続き開始

村圏組合
者選定

当新田環境センター余熱利用施設整備 岡山市 不明
平成 12年度入札

手続き開始
事業 ハム牛ロ

紀南交流拠点整偏事業 三重県 不明
平成 12年度入札

手続き開始
ハム牛c:a． 

朝霞浄水場・三園浄水場常用発電設偏 東京都 不明
平成 12年度実施

手続き開始
方針

市立調和小学校整偏並びに運用及び維
調布市 15年間

平成 12年度実施
手続き開始

持管理事業 方針

注1)事業期間で（）書きのものは、予定又は目途である。
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4. PFI事業実施事例

1ヽ1社がPFI']T-業アドバイザリ ー契約を結んだ

千業市の実施1i例について概要を紹介する。

l) 7Ji業の概要

(1) 11的

梢牝者へのサーピス機関として、消代者から

の苫IfHII談や各種の梢骰者講座等の啓発をはじ

め、iiり1柁生活情報の収災・提供、商品テスト室

機能等の充実・強化を図るため、ii1牲者活動の

拠点として「梢牝生活センター」を建設すると

ともに、市民の消骰生活における計砒の適正化

を図るため、 1t業者への指導及び梢骰者への計

址思想の杵及 ・啓発の拠点施設としての「計砒

検査所」を公共複合施設として整備する。

(2) 施設の概要

①建設）臼定地 千築IIi中央区弁天町332番地

，2敷地面積 3, 293m 

③)IJ途地域 第 1種住居地域

G建ぺい率
⑤容梢率

⑥施設規模

71開業予定

(3) ')1-業内容

70% 

200% 

約2,500m'（基本計1I厠）

平成15年4JI 

ア．PFI・)I-業の範囲

1公共複合施設の設計、建設

.2公共複合施設の開業後から1i業期間終了ま

での所イiと運党業務

3公共複合施設の1}fl業後から'fT-業期間終了ま

での特定，汁羅器定期検介業務

PFI'fT-業者は、 ~r:J:法に）店づく 指定走期検

介機関の業務として実施

イ．PFI'ド業者による利用可能容梢の活）ll

• PFI‘li業者は最大容積から必要面梢を除い

た容禎の活用が11［能

・民Ili]1t業施設は、 公共川地の打効活川の観

点からの機能を期待

ウ． PFI'ド業者の収人

PFIによる複合公共旋設整備

①公共複合施設の設計、建設および運営業務

について、市は貨借料として PFI事業者に

支払う

②特定計枇器定期検査業務について、市は委

託料として PFI事業者に支払う

工．事業期間及び’li業期間終了時の措置等

①土地の私用権利関係

・建物譲渡特定付定期借地権 （30年）を設定

②公共複合施設の取扱い

事業期Illl

・上地の引渡し（T．事芯・ |̂.)より30年を経過

した日まで

・用地は無依｝庁与

事業期間終了時の措置

・事業継続、または施設の市への有償譲渡

③民!Ill・Ji業施設の取扱い

事業期間

•土地の引渡し (T』り＇f l:) より30年を経過

した11まで

・用地は有伯:tr与

事業期Ilil終（時の措置

. 1t業継続、または施設第さ者への譲渡（特

約）

2)事業スキーム

(I) BOT方式 （Tド業期聞30年、事業期間終 （後

有償譲渡）

(2) PFI ・Ji業の形態 サーピス購入I刊

(3) 模式図

共有施設

市打地（行政財産→普通財荘）

公共複合施設

民間事業施設

＊所打が民間の場合には、行政財産では不可
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(4) 事業スキーム

事業者に委

行政サ

退没契約

建設会社

民間’lりl'i,",・

（事業会社）

3)募集経緯と評価 （千築市ホームページより ）

PFI支払い

金胞会社

保険会社

管罪 ・運営契約

行狸会社等

事業者の審査は、 一次、 二次の 2段階で実施され、 一次審査においては15グループ及びl社の応募

があり 、その中から 5グループ及びl社が審査を通過した。

二次審査においては、さらに透明性 ・客観性を確保するため、価格及びその他の条件をも って契約

の相手方を決定する「総合評価一般競争人札」の考え方を取り入れ、評価の方法及び評価基準を募集

要網において、予め公表することとした。

評価の方法及び評価の基準は以下に示すとおりである。

l)総合評価一般競争入札の考え方

基礎点＋加点(110)

A（最優秀案）

基礎点(75)

＼ 総合評価値 l 
（基礎点＋加点）］

提案額 l 
； 

PSC 

1提案額（市の支払額―市の税収額）

注）PSC：市が直性実施する場合の事業機関全体を通じた市の財政負担額
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(2) 評価のフロー

二次提案牡集要項（評価店準，様式集），性能仕様苔の提示(Hl2.7.21)

応経者による提案苔提出 (H12. 9. 25)およびヒアリング (Hl2.10.10)

施設の設計・建設・維持筈理

総合評価値算出

20（基礎点）

+10（加点）

=30 

PFIによる複合公共施設整備

民問事業施設

民間施設の

事業計画

5 （基礎点）

t5（加点）

=10 

（基礎点＋加点） ／揉案額（市の支払額ー市の税収額）

最優秀案（事業予定者）の選定
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5)最優秀提案採択理由

二次提案における応募者の提案は、施設の設

計 ・建設 ・維持管理及び特定計批器定期検査業

務において、いずれも市が直接実施する場合の

事業区間を通じた市の財政負担額 (PSC;施設

2,405,837千円、計批器定期検査494,751千円）

を下回るとともに、募集要項に示した要求 ・要

件を満たしていたが、このなかで最優秀提案者

は以下の点で評価された。

A.本事業における積極的な取り組みが認めら

れ、各項目において平均以上の評価が得られ

ていること。

B.特に、合築によるコストダウンの実現と資

金面での工夫により 、市の事業期間を通じた

財政負担の大幅な提言に寄与していること。

(PFI / PSC値；施設0.46計拙器定期検査

0. 50) 

C. リスク管理の方針において具体の保険の付

与を提案するとともに、公共複合施設と民間

事業施設とのリスク分離の提案においては、

応募者の企業が民間事業施設の整備運営主体

となるなど適切な措置が講じられているこ

と。

5.おわりに

PFIは、様々な社会賓本の整備運営に関し、

民間の賓金や技術、経営上のノウハウを活用す

ることにより効率的に推進しようとする取り組

みであり、これを通じて国民へのサービス向上・

1り用負担の低減を図ることが目標である。
前記の事例では、PFI/PSCが0.5以下という極

めて高い事業効果が得られることとなった。

しかしながら、 PFIプロジェクトの選定に当

たっては、プロジェクトの採算性に重点がおか

れると 、需要の多い都市部のプロジェクトが優

先されることとなる。

今後は、公的助成を含めた官民のパートナー

シップの構築が重要である。

50 

当社においては、これまでの研究成果と国内

外における PFIに関する経験、ノウハウを活か

し、中立性・独立性の高いインディペンデント ・

エンジニアとして公共セクターをサポートし、

サービスを提供していく所存である。

本稿は、公表 ・公開されている情報をもとに

節者がとりまとめたものであり、内容、表現は

箪者の買任に帰すものである。

なお、PFIについては「内閣府ホームページ」、

PFI事例については「千葉県ホームページ」を

参照されたい。

文献

1)「先進諸国公共事業システム調査報告」 1~ 

4 (1997. 9~1999. 9 :パシフィックコンサ

ルタンツ株式会社）



ル・コルビュジエの故郷
スイス連邦ヌシャーテル州ラ・ショー＝ドゥ＝フオン一

パリ・ベルヴィル建築学校第三課程所属 玉置琵各二こ

l. はじめに

18世紀末から19世紀初頭にかけてイギリスに

始ま った産業革命をヨー ロッパ大陸で最も熱心

に迎え入れたのは、あるいはスイスの時計産業

であったかもしれない。その礎を築いた専門的

技術は16世紀にユグノー教徒の亡命者たちに

よってもたらされ、最初の同業者組合が17世紀

初頭にジュネーヴに生まれた。時計産業はそこ

からジュラ 山脈に沿って北進し、最後には東北

スイスのシャッフハウゼンにまで広がっていっ

た。19世紀中頃には時計の部品生産の機械化が

進み大最生産が可能となり、その結果スイスは

20世紀初頭に世界の時計生産醤の約 9割を占め

るに至った。そしてスイスの時計生産羅の約半

分を担っていたのがヌシャーテル朴Iラ ・ショー

＝ドゥ＝フォンである（口絵2、図 1.5)。

後に「住宅は住むための機械である」との警

句を残し、機械時代の建築と都市計画に大きな

影評を与えたル ・コルビュジェ(1887-1965)

が青少年期を過ごしたこの町は、人口規模では

今日、フランス語圏スイスでジュネーヴ、ロー

ザンヌに次いで3番目に大きな都市であるが、

ジュラ 山脈の谷間の標高1,OOOmにも達する自

然環境の厳しい土地である（口絵 1.9）。本稿

は、ル・コルビュジエの故郷を紹介するととも

に、都市計画に関する彼の最初の著作である『ユ

ルバニスム」(1925)の出版に至るまでの彼の探

求の足跡を、ラ ・ショー＝ドゥ＝フォンの都市

構造との関連で考察しようとするものである。

2. ラ・ショー＝ド ゥ ＝フ ォ ンの
都市史

大火が近代都市計画の契機となった事例は少

なくないが、ラ・ショー＝ドゥ＝フォンの近代

史もまた例外ではなく、 1794年5月5日の大火

に始まる。この大火で町の中心部は全焼し、復

輿プランが市議会議員モイーズ ・ペレ＝ジャン

ティによ って作成された。不燃材料の使用や延

焼防止のため隣棟間隔を十分に取るなど、防火

対策を最重要視し、以前よりも整然とした街並

みが以前よ りも美しく再建された。

1650年頃に人口1,000人ほどであったこの町

にも17世紀末までには時計産業が少しづつ根付

き始め、それとともに人口は緩やかながら確実

に増加し、 1712年には1,910人に、 1750年には

2,362人に、 1780年には3,648人に、そして1793

年には4,556人（内約1,000人が時計産業従事者、

以下同様）にまで達した。大火によって1796年

には4,108人にまで減少したものの、その後は緩

やかな増加傾向を取り戻し、1801年には5,000人

（内約1,500人）を、1815年には6,000人を、1833

玉置啓二
1月寺丼・F』"_
1992-1997年
名古屋大学大学院工学研究科建築学専攻

1997-2000年
パリ・ベルヴィル建築学校第三課程

現在

ルコルピュジエに関する博士論文を準備中
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年には7,000人を超えた。その後はさらに増加傾

向を増し、 1841年には10,000人 （内約3,000人）

を、 1856年には15,000人を、 1872年には20,000

人 （内約4,500人）を、そして1895年には30,000

人 （内約6,500人）を超えた。しかし1907年の

39,497人 （内約7,500人）に至って急激な人口増

加に陰りが見え始め、 1917年の40,640人をピー

クに、その後は不況などにより人口は減少傾向

に転じ、 1940年には31,917人（内約5,500人）に

まで落ち込んだ。第二次世界大戦後に人口は再

び増加傾向に転じ1967年にはビークの43,036人

（内約11,000人）を記録するものの、この頃から

日本製品の煽りを受け始め、時計産業界の再綱

とともにこの町の人口は再び減少傾向に転じ、

1976年には40,000人を割り込み、その後は微変

動を繰り返し現在に至っている。

この様な急激な人口増加を支えたラ・ショー

＝ドゥ＝フォンの都市構造は、 1835年にヌ

シャーテル公国の土木官吏シャルル＝アンリ ・

ジュノ (1795-1843)によって作成された拡張

プランがもとになっている（図 2)。当時ヌ

シャーテル公国の君主はプロシア王であったの

だが、ベルンハルトゥ・クリストフ ・ファウス

トゥ博士 (1755-1842)などが提唱する 「ゾン

ネンバウ」（太陽住宅）の原理を推奨するプロシ

ア政府の通達が1834年に出されており、「プラ

ン・ジュノ」の基本的なコンセプトはこの通達

···••• 
ぶ＂虹—···-
＇ _.,_.,,．如．．．．．．-・

図 1 ラ ・ショー＝ドゥ＝フォンからヨーロッパの主要都市への所
要時間を示す地図、1914年

にもとづいているものと考えられる。ファウス

トゥ博士は衛生学者の立場から住居や都市の問

題にも取り組み、 1824年には住宅の日照に関す

る著作を現している。その中で「ゾンネンバウ」

の概念図を示し、衛生や暖房設備の観点からだ

けではなく、心理学的あるいは道徳的な観点か

らも 、理想的な日照を享受する住宅の具体的な

メリットを詳細に説明している（図 3)。「ゾン

ネンバウ」の備えるべき具体的な要件とは、ファ

ウストゥ博士の主張を要約すると、ファサード

を南ないしは南東に向けることと、ファサード

と前面街路との間に十分な空地を設けることで

ある。ファウストゥ博士は同じ著作の中で、「ゾ

ンネンバウ」による理想都市「ゾンネンシュタッ

トゥ」（太陽都市）のプランをも描いている （図

4)。
ラ・ショー＝ドゥ＝フォンはジュラ山脈の谷

間に位置する寒冷な土地であり、ファウストゥ

博士の指摘を待つまでもなく、日照は住環境に

とって非常に重要な要素であり、「ゾンネンバ

ゥ」の原理は容易に理解されたであろう 。「プラ

ン・ジュノ」では、市庁舎前広場から放射状に

のびる街路に沿った既存市街地を取り囲むよう

に、規則正しく長方形街区が配置されている。

各街区は谷状地形の等高線に沿い、街区の長手

方向の街路はほぼ平坦であり、短手方向の街路

はある程度の勾配をもつ。各住棟のファサード

＂・▲ヽ
-・.し

....1•1-II ｀ ●9 

r
 
一

L

i
 

，
 

、、．↓、.. ,
 

va. 

I

t̀↑ ,R
 
↑
 

-

l

]

/

 

J
1,• 

一

．
 

．
 ，
 
．
 

・
ー
ー
、

．．
 

-

i
 

.,.t
 

図2 「プラン・ ジュノ」、シャルル＝アンリ・ジュノ、 1841年 (1835
年承認、 1841年修正）
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図 3 「ゾンネンパウ」、概念図、ペルンハルトゥ ・クリストフ・ファ

ウストゥ博士、 1824年

は概ね南東を向き、中庭はなく、前面街路との

間に十分な空地を持っている。街路はきわめて

単純化され、街区の短手方向の幅員は30ピエ（約

9m)を原則とし、日照に影押する街区の長手

方向の幅員は50ピエ（約15m)を原則とした。

こうして、あたかもフ ァウストゥ博士が描いた

理想都市「ゾンネンシュタット ゥ」が実現され

つつあるかのように、とりわけ町の北側の丘陵

地、つまり緩やかに南に向いた斜面は、「プラン・

ジュノ」に従って順調に発展していった。

1848年にヌシャーテル公国はプロシア王の支

配から独立 し、スイス連邦ヌシャーテル州と

なった。1857年にはラ ・ショー＝ ドゥ ＝フォン

に鉄道が開通し、駅舎は町の中心地よりも遥か

西側に設けられた。このため市街地の拡張は西

方へと促されることとなる。この時期に「プラ

’’ .‘,‘iり ，．

図5 ラ・ショー＝ドゥ＝フォンの市街地、 1920年頃撮影

ル・コルピュジエの故郷

＝,_.....: ・ ：•こニー— • -・・：ニ

図4 「ゾンネンシュタットゥ」、プラン、ベルンハル トゥ・クリス
トフ ・ファウストゥ博士、1824年

ン・ジュノ」は土木技師シャルル・クナによ っ

て修正され、「レオポール・ロベール並木大通り」

の輪郭線が明確に引かれるなど、今日のラ・

ショー＝ドゥ＝フォンの都市構造の骨格がほぽ

見えてきた。そして「プラン ・クナ」に従って

様々な都市インフラの整備が進められた。この

町には河川がなく飲料水にも事欠いていたが、

500mも標高の低い水源から20kmもの導水管を

敷設し人工的に水を引き揚げることに成功し、

1840年以来の懸案であ った水問題が1887年に

なってようやく解決を見た。1888年には下水道

の幹線が「レオポール ・ロベール並木大通り」

に整備され、その東端にはモニュメンタルな噴

水塔が完成した（口絵3)。1903年には電話線の

完全地下埋設が、おそらくヨーロ ッパで最初に

完了した。ル・コルピュジエの青少年期を育ん

だ19世紀末から20世紀初頭にかけてのラ ・

ショー＝ド ゥ＝フォンは、この様に都市インフ

ラが着々と整備されつつある活力溢れる成長の

時代であった （図5)。

3. ジャンヌレから
ル・コルビュジエヘ

ル ・コルビュジエは本名をシャルル＝エド ゥ

アール ・ジャンヌレ＝グリという 。戸籍上の姓

はジャンヌレ＝グリであるが、母の旧姓がペレ
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図 6 ファレ邸、南立面図及び一陪平面図、ルネ・シャパラ＋ル ・

コルビュジエ、 1905-07年、cFLC

であったためジャンヌレ＝ペレを、あるいは単

にジャンヌレを名乗っていた。1920年にオザン

ファンとともに「レスプリ ・ヌヴォー」誌を創

刊し、建築と都市計画に関する連載にル ・コル

ビュジエ＝ソニエと署名していたが、 1922年の

サロン ・ドートンヌヘ「300万人のための現代都

市」を出展した際に、ソニエ即ちオザンファン

を外し、単にル・コルビュジエを名乗ったこと

により、その名前が定桁した。それは母方の祖

先ルコルベジエに因んだ命名であった（口絵

6)。
ラ ・ショー＝ドゥ＝フォンは時計のデザイ

ナーを育成する目的で1870年代に美術学校を開

設していた。パリのエコール ・デ ・ボザールで

学んだシャルル・レプラトゥニエ(1874-1946) 

が1897年からこの学校で教鞭を執っていた。彼

のデザイン教育は、ジュラの自然をモチーフに

この七地に固有のアール・ヌーヴォーをして、

図7 ジャクメ邸、南立面図及び一階平面図、ルネ ・シャバラ＋ル・

コルピュジェ、1908年、cFLC 

創造しようとするものであった。時計職人の父

を持つル・コルピュジエは1900年にこの美術学

校に入学し、当初は時計のデザイナーを目指し

たが、高等科に進級するとレプラ トゥニエから

建築への転向を勧められ、建築家ルネ ・シャパ

ラ(1881-1976)のもとで実務研修としてファ

レ邸の設計を任せられた。ファレ邸は「プラン・

クナ」のグリッドよりもさらに北側の、緑深い

プーイユレルの山腹に建ち、その隣地には1902

年にシャパラが設計したレプラトゥニエ邸が既

に建っていた。ファ レ邸には、 アール ・ヌ ー

ヴォーの装飾のみならず敷地の選定にもまた、

ジュラのリージョナリズムを体現しようとした

レプラトゥニエのデザイン思想が現れている

（図6）。ファ レ邸が竣工した1907年秋、ル ・コ

ルビュジエは西欧の建築家教育の伝統にならう

かのようにイタリアヘと旅立った。その年の冬

はレプラトゥニエの勧めに従ってウィーンに滞

在しアール・ヌーヴォーを研究した。同時にシャ

パラにデッサンを送り、やはりプーイユレルの

山腹に建つジャクメ邸とストッツァー邸の設計

を補助した（図 7.8)。1908年春にはパリヘ向

かい、鉄筋コンクリート建築の先駆者オーギュ

スト ・ペレ(1874-1954)のアトリエで実務研

修を積み、 1909年秋、レプラトゥニエの師弟た

ちが主催する連合アトリエの設立に参加するた

め、 2年ぶりに帰郷した。

この頃レプラト ゥニエはウィーンの建築家カ

-

.
 

図8 スト ッツァー邸、南立面図及び一階平面図、ルネ ・シャパラ

＋ル・コルビュジエ、1908年、cFLC 
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図9 ブルージュのピエール通り、プラン、カミロ・ジッテの著作
「芸術的原理にもとづく都市計画」のフランス語訳に添えられ

た図版、 1902年

ミロ・ジッテ (1843-1903)の都市美学にもま

た大きな関心を持っていた。ジッ テは1889年に

「芸術的原理にもとづく都市計画」を著し、その

フランス語訳はジュネーヴの建築家カミーユ・

マルタン (1877-1928)によ って1902年に出版

されていた。ジッテの原著は、その日本語訳が

「広場の造形』と題されていることからも分かる

ように、もっばら中世都市の「広場」の不規則

な形態と変化に富んだ景観が考察されいる。し

かし「街路」に関する考察は全くなされていな

かった。ところがマルタンのフランス語訳には

ジッテの原著にはない「街路」に関する章が訳

者によって書き加え られていた（図 9.10)。1910

年春、ル・コルビュジエはレプラトゥニエの勧

めで、ジッテ風に都市計画を研究するためドイ

｛

・

ノ
d

『

:

]

]

／
 

図11. 12 シュトウットゥガルトゥのガイス通りの絵はがき、裏面にル・コ

ルピュジエによるジッテ風のスケッチとメモ、 1910年、cFLC

ぉR奴租こ求心d.ea,.i •r..... .
・・・--

図10 ブルージュのピエール通り、透視図、フリード リッヒ・ポイ

ツァー画、カミ ロ・ジッテの著作 「芸術的原理にもとづく都

市計画Jのフランス語訳に添えられた図版、 1902年

ッヘと旅立った（図11. 12)。『都市の建設』と

題されたこの研究は結局完成には至らなかった

ものの、数百ページもの草稿が今日に残されて

おり、その真蟄な探求と苦悩の跡をうかがうこ

とが出来る （図13)。その章稿の「街路」に関す

る部分には、例えば「ロバの教訓は諒重される

べきである」などと書かれ、 曲線街路の変化に

富んだ景観が質校されている。秋以降はしばら

く「都市の建設」の研究は忘れられ、スイスエ

作連盟設立に向けての 「ドイツにおける装飾芸

術運動に関する研究」(1912)のための諸調査、ベ

ルリンのペーター ・ベーレンス(1868-1940)

のアトリエでの実務研修、さらにはトルコやギ

リシャを巡る「東方旅行」を経て1911年秋に帰

郷した。

、,.̀....いー・

図13 「レオポール ・ロベール並木大通り」東端付近の都市計画、

ル・コルピュジエ、1910年、 cFLC
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図14 ジャンヌレ＝ペレ邸、西側立面、 1915年頃攪影、 ⑥FLC

故郷では美術学校の新設科の教培に立つ一

方、自身のアトリエを開設し建築家として独立

した。最初の仕事はジャンヌレ＝ペレ邸、つま

り彼の両親のための住宅であり、やはりプーイ

ュレルの緑深い山腹に建てられた。白い壁面に

加え灰白色のアスベスト・セメントが屋根を被

毅していたため「メゾン・プランシュ」（白い

家）と呼ばれたこの住宅には、寒冷なジュラの

リージョナリズムの体現というよりはむしろ、

束方のエスプリが感じられる（口絵4.5、図

14. 15. 16. 17)。なお、アスベスト・セメント

は「エテルニットゥ」という商標で1904年にス

イスで実用化された新建材であり、この住宅に

は30cmX 30cm x 5 mmのものが使われていたが、

おそらく 1940年代頃に、赤掲色の瓦に取り替え

図16 ジャンヌレ＝ペレ邸、サロン、東側立面、1915年頃撮影、(cFLC 
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図15 ジャンヌレ＝ペレ邸、サロン、西側立面、1915年頃撮影、 cJFLC

られた。また、この住宅とほぼ同時期に隣町ル・

ロクルの山腹にファープル＝ジャコ邸を設計

し、新古典主義とジュラのリージョナリズムの

融合を試みた。

このように建築家として順調なスタートを

切ったル・コルピュジエは、 1914年にはラ ・

ショー＝ドゥ＝フォン市街地の南側に広がるク

レートゥの丘に、企業家アーノルドゥ ・ベック

によってシテ ・ジャルダン（田園都市）の設計

を任せられるが、第一次世界大戦の勃発で計画

は構想段階で頓挫した（図18）。 しかも美術学校

では新設科の廃止にともない教職を解かれてい

た。この時期には大きな仕事はなく、アパルト

マンの改装や家具の設計などを続けるかたわ

ら、鉄筋コンクリートによる批産住宅「メゾン・

図17 ジャンヌレ＝ペレ邸、ル ・コルビュジエの書斎、1919年撮影

（人物は右からル・コルピュジェ、兄アルペール・ジャンヌ レ、

アメデ ・オザンフ ァン）、'c'FLC
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図18 クレートゥのシテ・ジャルダン、鳥職透視図、ル ・コルピュ

ジエ、 1914年、 cFLC

ドミノ」の理論的研究に着手した（口絵6、

図19.28. 29. 30)。さらに1915年夏にはパリの

国立図書館で「都市の建設」の研究を再開した

ものの、ついに完成に至ることはなかった。し

かしこのときにしたためた数多くの模写図版

は、「ユルバニスム」 (1925)や「ユルバニスム

について」 (1946)など、後の著作でたびたび活

用されている。1915年秋から冬にかけては「メ

ゾン・ドミノ」の研究開発に本格的に取り組み、

特許の取得や展莞会への出展を試みるがいずれ

も失敗に終わり、ラ ・ショー＝ドゥ＝フォンで

の設計活動に不満と限界を感じ始めていた。と

ころが1916年春になって久々に住宅設計の依頼

を受けた。ル ・コルピュジエにとっての最初の

鉄筋コンクリート住宅、シュオップ邸である（図

20)。またほぼ同時期にシャパラのもとでシネ

マ ・スカラを担当した。しかしこれらは施工骰

超過や施工不良など、いずれも後に訴訟事件へ

Pl．鼠亀

□I&10Tl困．12

厚．！こ主二］
□ ’••い●●,[

図19 「メゾン・ドミノ」、配置図、ル・コルピュジエ、1915年頃、cFLC

ル・コルピュジェの故郷

と発展する深刻な問題を生じ、ついに1917年、

満を持してパリにアトリエを開設し、やがてラ・

ショー＝ドゥ＝フォンのアトリエを閉鎖した。

パリでは土木技師マックス ・デュボア(1884

-1989)の経営する土木コンサルタント会社の

建築家として再出発するが、同時に実に多様な

分野での活動を展開した。都市計画の分野では、

フランスの戦争被災地域の復興を支援する民間

の非営利団体「ルネサンス ・デ・シテ」（都市の

復興）の技術顧問を務めた。この時期の復典都

市計画の特徴は、都市美学の観点からリージョ

ナリズムが腺重され、まさにジッテ的な「都市

の建設」の手法が主流であった。しかしここで

のル ・コルピュジエの活動の詳細は残念ながら

不明である。また著作の分野では画家アメデ・

オザンファン(1886-1966)とともに「レスプリ ・

ヌヴォー」誌を主宰し、建築に関する連載に続

いて、都市計画に関する連載を1922年6月の第

17号から開始した。「ロバの道、人間の道」と題

された最初の記事では、曲線街路はロバの道で

あり直線街路こそ人間の道であるとされ、「美学

しか問題にしていないジッテの都市計画の著

作」が名指しで批判された。「都市の建設」では

ロバの教訓は難重されるべきであったのだが、

この記事ではロバの道は人間の道に取って代わ

らなければならなくなった。さらにこの記事で

は「アメリカの直線的な都市」が宜校され、ワ

図20 シュオッブ邸、北側立面、ル ・コルピュジエ、1916-17年、cFLC
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図21 「300万人のための現代都市」、プラン、ル ・コルビュジエ、
1922年、cFLC

シントンとミネアポリスのプランが添えられて

いる。これらのプランは建築家エドゥワードゥ・

ベネットゥの「ミネアポリスのプラン」(1917)か

ら転載されたものだが、パリのフォンダシオン・

ル ・コルビュジエに保管されているこの著作の

内表紙には、著者から「ルネサンス・デ・シテ」

ヘ宛てた献呈の言葉が添えられている。「ルネサ

ンス ・デ・シテ」が支援した復興都市計画はア

メリカの都市計画家ジョージ・フォードゥ (1878

-1930)が中心となって策定されていたことか

ら、ル・コルビュジエはおそらく、ここでの活

動を通じて、ジッテ的な 「都市の建設」の限界

とアメリカの直線的な都市の可能性を同時に学

んだのではないかと考えられる。

ちょうど「ロバの道、人間の道」を 「レスプ

図22 「300万人のための現代都市」、ディオラマ、ル・コルピュジエ、
1922年、cFLC
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リ・ヌヴォー」誌に発表した頃、サロン ・ドー

トンヌからその都市芸術部門への出展を要請さ

れたル ・コルビュジエは、それまで積み重ねて

きた「イムープル・ヴィラ」（大テラス付き集合

住宅）などの研究成果とともに、それらを総合

した「300万人のための現代都市」のデイオラマ

を展示した（図21.22. 23）。 このデイオラマは

抒否両論、パリのジャーナリズムで盛んに取り

上げられ、若き建築家ル ・コルピュジエの存在

を一躍世に知らしめた。巻き起こ った様々な疑

問と批判に答えるべく、サロンの会期終了間際

にデイオラマの前で講演会を催し、この理論的

研究をパリの中心部へ応用して見せた。後の「パ

リ・ヴォアザン計画」の原型である （図24)。な

お、このディオラマの反押は単にパリだけに留

まらず、主に雑誌メデイアを通じて世界中に知

れ渡ることとなる。日本も例外ではなく、視察

でパリ滞在中にこのデイオラマを目にした薬師

寺主計 (1884-1965)が直ちにル ・コルピュジ

工に会見し、「建築世界」誌の1923年8月号でル・

コルビュジェを日本に初めて紹介している。ま

たパリ留学中にこのデイオラマを見た中村順平

(1887-1977)は、 「東京の都市計画を如何にす

べき乎」(1924)などで盛んに「300万人のため

の現代都市」を紹介し、自らの描いた東京の新

都市計画案がル ・コルピュジエの影評を受けて

いることを認めている。

図23 「300万人のための現代都市」、都心部の模型、ジャン＝クロー
ドゥ ・ヴィガトー、2000年、cFLC



サロン ・ドートンヌ終了後さらに研究を発展

させたル・コルピュジエは、ヴォアザン自動車

会社などの援助を受け1925年のアール ・デコ博

覧会に出展し、「イムーブル・ヴィラ」の一単位

に「300万人のための現代都市」と「パリ・ヴォ

アザン計画」の 2つのデイオラマを付加し、レ

スプリ・ヌヴォー出版社のパヴィリオンとした

（図25)。同時に 「レスプリ・ヌヴォー」誌の都

市計画に関する連載に「パリ ・ヴォアザン計画」

などに関する加筆を行い、 「ユルバニスム」と題

して出版した。これによ って 「都市の建設」以

来15年間の探求が結実したと言えるが、両者は

構成は似ているものの内容は正反対である。「都

市の建設」で批判されているラ・ショー＝ドゥ

＝フォンの現状と、パリの現状を批判して「ユ

ルバニスム」で導かれてた「パリ・ヴォアザン

計画」とは、ともに直線街路で構成された「ゾ

ンネンシュタットゥ」である点で完全に一致し

ているのであるが、 「都市の建設」と 「ユルバニ

スム」では、批判していることと主張している

ことが劇的に入れ替わってしまった。しかしそ

の後のル・コルピュジエの生涯は、 「ユルバニス

ム」を実現しようとする挑戦と挫折の連続であ

り、文化大臣アンドゥレ・マルロー(1901-1976)

によってルーヴル宮で国葬に付されるまで、再

びその主張を変えることは決してなかった。

ヽ／ー、

ヽ·-·'~
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図24 「バリ ・ヴォアザン計画」の原型、プラン、ル・コルピュジエ、

1922年、 cFLC

ル・コルピュジエの故郷

4.今日 のラ・ショー＝ドゥ＝フォン

ル ・コルピュジェの故郷で都市計画の責任者

を務めているフレデリック・シュタイガー女史

は箪者とのインタヴューに淡々と答えて、「おそ

らく理想的な都市とは、ル・コルピュ ジエが主

張していることと批判していることの中間にあ

るのでしょう」と述べ、ル ・コルビュジエの代

表作であるマルセイユのユニテ ・ダビタシオン

のコンセプトを説明する概念図を引き合いに出

し、「むしろ中規模の集合住宅を数棟建てるべき

でしょう」と結んだ（口絵9、図26)。情報時代

へと移行しつつある今日 、都市計画家の使命と

ば機械時代の遺産を受け継ぎ、「ユルバニスム」

と 「都市の建設」の間に最適な収束点を見いだ

すことなのかもしれない。

ル・コルビュジエはパリにアトリエを開設し

て以降、ついにこの町に建築作品を残すことは

なかった。しかしもちろんパリでの彼の業績は

スイスの誇りであり、彼の肖像はスイスの紙幣

を飾り、この町には彼の業績を讃える広場や通

りがある。1987年に生誕100周年を記念して「レ

オポール・ロベール並木大通り」の東端に近い

「名前のない広場」を舞台に複合建築の設計コン

クールが行われた。 26名のスイス人建築家が計

画案を提出し、ジャック・リヒターの案がジュ

図25 「パリ・ヴォアザン計画」、ディオラマ、ル・コルピュジェ、

1925年、cFLC
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リーの全員一致で選ばれた。彼の提案は 4つの

要素、つまり広場、地下駐車場、棒状の商業住

居ピル、そして塔状のオフィスピルからなって

いる。棒状の商業住居ピルは、ピロティー、横

長連続窓、白い壁面、テラス、メゾネ ットなど、

ル ・コルピュジエの1920年代以降の建築言語を

多用している。塔状のオフィスビルには主に行

政機関が入っており、 一階は観光案内所、最上

階はレストランと展望台である。階段室の外壁

をなす打ち放しコンクリートの長大な壁面には

世界最長の振り子時計が優雅に時を刻み、時計

の町ラ ・ショー＝ドゥ ＝フォンを象徴している。

この広楊は当初「エスパシテ」と命名されてい

たが、すぐに「ル・コルビュジエ広場」と改名

された （図27)。

やはり生誕100周年を記念して「西通り」は

「モデュロール通り」と改名された。この通りは

かつては「プラン ・ジュノ」の西端に位置して

いたが、今日では町のほぽ中央に位置し、「レオ

ポール ・ロベール並木大通り」から北へのびる

直線街路の一つである。ル・コルピュジエは少

年の頃この通りに面するアパルトマンに長く住

んでいた。モデュロールとは人体寸法と黄金比

を組み合わせた建築設計のための寸法体系であ

り、彼は第二次世界大戦中に行った理論的研究

をもとに、戦後の諸作品でその応用を実践し続

けた。「モデュロール通り」はモデュロールの寸

図26 同規模の「水平の田園都市」と「垂直の田園都市」 （ユニテ・

ダピタシオン）の敷地を比較する説明図、cFLC 
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法体系によって設計されているわけではない

が、ル・コルビュジエに縁のあるこの通りに彼

の建築的理想を示す言葉を冠したのである。

フ・ショー＝ドゥ ＝フォンでの最新の話題は、

2000年 1月に設立されたばかりのアソシアシオ

ン・メゾン ・プランシュである。ル ・コルピュ

ジエの建築家としての最初の作品ジャンヌレ＝

ペレ邸が、その白い外観から「メゾン・プラン

シュ」と呼ばれていたことは既に言及したが、

この住宅が十数年前から空き家となり荒れ果て

ていた。この状態を見かねた地元の識者などか

ら保存活用の話が持ち上がり、地域文化発信の

拠点とするべくアソシアシオンを組織して2000

年5月にこの住宅を購入した。購入脊金は、ロ

マンド ゥ宝 くじ協会、スイス連邦、ヌシャーテ

ル 9)•I•I 、そしてラ ・ ショー ＝ ド ゥ＝ フォンが援助

した。現在は修復改装工事のための新たな賓金

集めとともに、そこでの活動の具体的なプログ

ラム作りの段階に入っている。また、ヴェネチ

ア建築学校の学生がこの住宅を研究対象として

博士論文を準備中であり、修復改装t事に先立

ち慎重な実測調査を行っている。なお、アソシ

アシオン ・メゾン ・プランシュの活動に関する

詳細はそのホーム ・ペ ージ (www.villa-

blanche.ch)が披新の情報を提供している。

こうした動きに関連してラ・ショー＝ ドゥ ＝

フォン市立美術館では、これまで一般にはあま

図27 ル・コルピュジエ広場、ハンス・リヒター、1987-94年



り注目されることのなかったラ・ショー＝ドゥ

＝フォン時代のル・コルビュジエの作品を、特

に1912年から1917年までのインテリア ・デザイ

ンを中心として、最新の研究成果にもとづき幅

広く紹介しようとする世界巡回展「ル・コルビュ

ジエの青少年期」を企画しており 、2002年春か

らドイツやアメリカなどを巡回する予定である

． 

図28.29. 30 ヘルマン ・ディティスハイムのための家具、ル・コ
ルピュジエ、 1915年頃、ラ ・ショー＝ドゥ＝フォン
市立美術館所蔵、 cFLC

ル・コルピュジエの故郷

（口絵6、図28.29. 30)。日本では1996年秋か

ら1997年春にかけて、セゾン美術館、広島市現

代美術館、そして神奈川県立近代美術館を巡回

する大規模な回顧展が開催された。これほど大

規模なル ・コルビュジエ展は日本では初めてで

あったし、ラ・ショー＝ドゥ＝フォン時代の活

動にも大きな注目を払ったことは特籠すべきこ

とであった。しかしそこに出品された作品およ

び関連脊料はすべてパリ、ロンドンあるいは日

本のコレクションに限られていた。1917年以前

の作品や関連査料はラ・ショー＝ドゥ＝フォン

にも戯富に残されており、特に家具類について

は世界巡回展終了後には「メゾン・プランシュ」

での常設展示も検討されているが、日本への巡

回もまた望まれるところである。
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公益事業における経営構造のあり方に関する研究

一水道事業を中心にして一

財団法人名古屋都市センター調査課 佐涌屑正用］

1 公益事業と経営環境の変化

(1) 公益事業の特徴

1995年1月17日早朝に起きた阪神・淡路大震

災の直後、ライフラインという 言葉が頻繁に用

いられた。「ライフライン」とは私たちの生命

を支える線と言う意味であり、水道、電気、ガ

ス、交通、通信等といった日常生活を支えるに

不可欠な施設及びその施設によって供給される

サーピスを指す。こうしたライフラインあるい

は様々な産業の活動に不可欠な財やサービスを

提供する一群の産業は総称して「公益事業」と

呼ばれる。公益事業はケープルやパイプライン、

線路といったネットワークの利用を不可欠とす

る巨大な装置型産業であり、財やサーピス （生

表 1-1 市場の失敗

区 分 説 明

産物）の供給に巨額の資本投下を必要とし、高

い公共性を有している。

公益事業では、カバーするネットワーク・エ

リアを拡大し、供給規模を増大するほどコスト

（サーピス 1単位当たりの平均骰用）は低下す

る。その結果、コスト面でみるかぎり、競争原

理が妥当せず、 一つの地域に同業の中小規模の

事業者が多数存在することは困難となり、 1事

業者のみがサービス提供者として残る「自然独

占」が発生する。

公益事業という領域では伝統的な「市場の失

敗」理論の中の「規模の経済性」が大きく機能

し、仮に競争を認めたとしても、いわゆる「破

滅的競争」が起こるとされ、結局は独占が避け

られない。そのため、事業者に対しては国家が

独占を容認し、公益事業特権等の保護を与える

例

とともに、その

独占力の濫用を

市場の機能不 市場機能が十分に機能するにもかかわらず、 公益事業

防止するために

特別の「公益事

業規制」がなさ

れる

全 生産最の増加に伴い平均費用が低下し続け、

その企業の利益が大幅に増加する （規模の経

済性）場合、結果として独占（自然独占）を

生みだす。

市場の欠落 ある人がその財を消費することが他の個人の

消費を制限しないような財（非競合性）で、

かつある特定の人がその財を消費することを

拒むことができない財（非排除性）は公共財

と呼ばれ、価格メカニズムが働かないため、

市場では全く供給されないか、十分な品の供

給がされない。

市場の制度不 ある個人や企業の行動が市場機能を経由せず

備 に、他に損害を与える場合には外部不経済（負

の外部性）、逆に、便益を与えるような場合に

は外部経済（止の外部性）と呼ばれる。

国防、消防、道

路、公園、港湾

等

公害 （外部不経

済）

公益事業は独

占が容認される

結果、法的にも

独占禁止法が適

用されない。独

占を容詔する手

法には、 ①法律

上明文で以って

独占を規定する
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場合と②事業許可などの行政処分を通じて独占

を保障する場合とがある。①の例と しては「国

の行う事業」とされている郵便事業（郵便法第

2条）や水道事業等があるが、この中で自然独

占（地域独占）にあたる事業は、これから述べ

るところの水道事業だけである。電気事業やガ

ス事業などの水道事業以外の自然独占事業は、

事業許可を介して独占を容認する②の例にあて

はまり、事業を開始する場合においては、その

事業の規制事務を所管する行政庁の許可を要す

るという参入規制が設けられ、各々 の許可要件

が法律等で規定されているのが通常である。こ

れらの事業は水道事業のように最初から地域独

占の状態が法定されるのとは逆に、自然独占的

性質を有しているが故に事業区域ごとに 1つの

事業者のみに許可が付与されるため、その結果

として地域独占の状態となる。

表 1-2 公企業 ・公益事業の分類

- -
官公庁企業

公企業

公的企業

公私混合 特殊法人 2)

企業

民間企業 私企業

公益事業会社

注） I)郵政、国有林野、印刷、造幣

(2) 公益事業における規制環境と経営形態

① 公的規制と経営形態

公益事業規制をどのよう に行うのかについて

は、業種によ ってまちまちである。ただ、規制

の仕方について、地域独占を公が認可すると

いった方法で行うにせよ、供給義務を公が付与

するといった方法で行うにせよ 、その規制は「長

期的な計画」に基づいてなされる。この点は業

種を問わず言える ことであり、施設に対する投

；行が大規模かつ長期的で、しかも自然環境とも

不可分であるという公益事業の特殊な経営環境

が、規制方法を短期的な問題として考え難いも

のとしている。

このように、公益事業における規制の在り方

の問題は、公益事業をどのような方法で運営し

ていくのかという事業経営自体の問題すなわち

経営形態の問題であると言える。

② 公有化から民営化へ

公益Lj:f.業の規制には二つの類型がある。所有

中央政府レヘ汀レ 地方政府vi¥‘)し

官庁企業（現業部門）！） 地方公営企業

地方公社

公団、事業団、公庫 一部事務組合

地方開発事業団

金庫、特殊銀行、営団 第三セクター

特殊会社 3)

民間法人化さ れた特殊法人 4)

（電力会社、都市ガス会社）

2)法律により直接設立される法人又は特別の法律により特別の設立行I｝（政府が命ずる設立委且が行う設立に関する行為）
をもって設立すべきものとされる法人
3) NTI、KDD、JT、JRなど規制緩和・民営化の途上にあり、政府による統制・竹狸が弱められつつあるもの
4)臨時行政調査会第5時答III（昭和58年3月14n)における特殊法人等のI'I立化の原則に基づき、特殊法人としての，役立
形式を変えず当該法人の1t業の制度的独立を排除するとともに①l司またはこれに準ずるもの出fiを制度 1-.、実態 l→.I促11ー．す
る②役且の選任!'I」：的に行う③経幣（かlt業運営経伐に対する国又はこれに準ずるものからの補助金等を廃IL．．する④その
他政府の関与を最小限のものとするための制度改正を行い、経‘i位の活性化、 1i業の効率化を図るものと されるもの。例、
煤林中央金庫、中小企業投;n ff成株式会社 （東京、名古h:、大阪）

II',所）石井II,'戊編著「現代の公背企業」 1996年 NTI出版37頁、辿Ill嘉博 「現代公企業総論」1987年 東祁経済新報社157il¥
総務庁行政管理局「特殊法人絵比 I`勺戊 9年版」より作成
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表 1-3 「民営化」について

区分 意味

最広義 公共部門のサービス供給における国家の後退、すなわち民間の参入や民

事業を行う事業

主体を経営権の

帰属が公である

かか私であるか

によって分類し

たものである。

また、「民営化」

という 用語につ

き特段の定義を

行わず使用して

間委託等を通 じて民間供給の導入と拡大を意味し、企業や産業の諸活動

から行政サービス供給にまで対象範囲を拡大して考えることができる。

広 義 政府の規制緩和 ・自由化を意味し、従来、法的に独占を容認し、 参入を

規制するなど保護されていた公的諸活動へ民間の参入、競争の導入や教

化を図る。

狭義 国布公有の解除ないし私有化を意味し、 「会社法に基づく 株式会社を形

成し、 株式の少なくとも 50％を私的株 じに売却する こと」をいう 。

出典）遠ill:嘉博［民営化と第3セクタ ー」（「都rlillll俎」 2000介2Jj) 

は私有とし、経営について公的規制を行うアメ

リカ型と所有を公有化するヨー ロッパ型があ

る。日本の公益事業は両型の混在型となってお

り、戦前の公営私営況在の構造を第二次大戦直

後のアメリカ占領期を通じてそのまま継承して

いる。

1979年のイギリスでサッチャー政権が成立し

たが、それ以降同国から始まって先進脊本主義

国全体に波及した公益’j'!-業の民堂化と規制緩和

を推進する路線は、公有公益事業における公有

化の解除と私有公益事業における大規模な規制

緩和などの変革をもたらした。その原因として

は、公常公益’jJ:業を含む公企業といわれる企業

形態において、私企業と比した業績格差が全般

的に顕著になってきたことや、公企業にも過大

規模の独占を容認せずに競争原理を導人した方

が高度な技術華新のもとで多様化複雑化する消

投者ニーズに応えることができるのではないか

といった考え方があったこと等が一般に言われ

ている。1981年の通信屯業に始まり、ガス、水

逍、虚力、鉄道の各＇ド業分野で立て続けに民堂

化がされていったことは、公益事業におけるほ

ぼ全面的な国有から、ほぼ全而的な民堂へと 一

変させることとなった。その後の流れからも公

益’ji業の民営化は世界的な時代の要請とも言わ

れるようになっている。

わが国の民党化の流れに配應して、公企業・

公益_,h業について経営形態の分類を行うと 、表

l -2のようになると考えられる。これは公益

きたが、その意義ないし用語の内容については、

表 l-3のように区分できるといわれる。

(3) 公益事業民営化の現状と問題点

①公営公益事業民営化と課題

1979年以降およそ15年でイギリスはあらゆる

同有公益事業において民営化を実施した。規制

緩和や民営化は確かに推 し進めるべきではある

が、ただ漢然と「民間企業が公営企業より経営

効率が優れ、それが大きな利潤率格差を生み出

している」といった認識や、「公営企業を売却す

ることで、政府が身軽になる上、株式売却によ

る歳入増が見込まれる」といった期待に重点が

腔き過ぎて実施に跨み切れば、安全と安定供給

を使命とする公益'lt業に対して、iiり骰者が不必

要な不安を抱くこととなる。世界各国で民堂化

された公益事業は、一般的に能率が向上し、業

績も好転したと言われてはいるが、在産売却の

際の不当な安売り、民営化後のサービス価格の

L昇と質的低下、政府が民営会社買収規制を解

除した後の特に自国外行本による買収攻勢が

あったことなどは、今後対策を考えていかねば

ならない課題である

また、いくら民間企業でも 、競争が機能せず、

変革力に欠ける非効率的な独占市楊の中での体

質温存を図っていたのでは結果は出てこない。

したがって政策当局が民党化を叫ぶのであれ

ば、同時に競争が促進されるような方策を講じ

るべきであって、そのような環境の創出がはか
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られない中での民堂化は避けなければならな

V‘o 

②水道事業の民営化を中心として

世界各国における公益事業の民堂化は霊気通

信や航空、空港などが最も多く、ライフライン

関連分野では、電力 1ド業、都市ガス事業など広

く見られ、わが国においても民間会社が中心で

ある。 しかし水道事業や郵便事業に至った例は

非常に珍しく 、イギリスにおける水道事業の民

営化はむしろ例外とも 言える。

水道事業は地域独占を崩すことはほとんど不

可能であり、長期にわたり「消浄にして悶貨低

廉」 （水追法第 1条）かつ安全な水を、給水地域

の住民にあまねく安定供給する貨務を負い、不

採算地域の住民であっても平等に給水サービス

と提供しなければならない。こうした点は水道

事業が国民生活にと って欠くべからざるライフ

ラインであり、事業の効率性や収益性をある程

度度外視しても確保されなければならないサー

ピスであるため、水道1i業が競争に基づく 効率

性を重視する民間企業には馴染みにくいもので

表1-4 わが国の将来推計人口

1980年 2000年

総人口 （万人） 11,706 12,689 

年 0-14歳（万人） 2,751 1,860 

齢 15-64歳（万人） 7,891 8,642 

別 65歳以上 （万人） 1,065 2,187 

構 0-14歳（％） 23.5 14. 7 

成 15-64歳（％） 67.4 68. l 

比 65歳以上（％） 9.1 17.2 

65歳以上人口 1人あた
7.4 4.0 

りの 15-64歳人口（人）

65歳以上及び 0-14歳

人口 1人あたりの 15- 2.1 2 1 

64歳以上人口（人）

あることを意味している。

イギリスの水道事業は完全民営化すなわち民

間の事業会社による直接経営を1989年に実施し

たが、わが国で今議論されている「水道事業の

民営化」は、このような完全民営化をも指すが、

むしろ水道1i業への民間企業者の参入という方

が一般とも考えられる。現在、公的サーピスの

供給方法は、独立行政法人制度の創設や PFI

(Private Finance Initiative)の導人など、多様

化と質的変化に直面している。民堂化をはじめ

とする公益事業の経営構造のあるべき方向性に

ついて、本稿では水道1I業を中心に探っていき

たい。

(1) 公営水追‘JI業の経堂環境

明治20年に横浜で近代水道が給水を開始して

以来113年が経過したが、生活用水の大部分は水

道によ って供給されている。水道は昭和30~40

年代にかけて急速な普及を遂げ、昭和53年に人

11将及率が90％を超え、平成9年度末に至って

は90.6%、給水人口は lt慈2,129h人となってい

2000 -

2010年 2025年 2050年
50 年平

均増減

率 （％）

12,762 12,091 10,050 ▲0.5 

l,831 1,582 1,314 ▲0.7 
8,119 7,198 5,490 ▲0.9 
2,813 3,312 3,245 0.8 

14.3 13.1 13.) 

63.6 59.5 54.6 

22.0 27.4 32.3 

2.9 2.2 1.7 

1.8 1.5 1.2 

出所）1叶勢，J1介およ ぴ11/11：．省lklv：社会保，，1E・人111HI俎研究所 「II本の将米推，汁人IIJ (1997年IJJ )の中位推、f I•
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る。ここでは、成熟期を迎えた水道事業を取り

巻く経営環境がどのように変化 し、どのような

影響を与えているのかを社会潮流の中で捉え、

水道事業の経営形態について考える次章以降の

ステップとする。

①少子化・高齢化と低成長

わが国の総人口は、平成 9年 1月推計の「日

本の将来推計人口」（厚生省人n問題研究所）で
は2007年の 1憶2,778万人を ピークに減少に転

じ、 2050年には 1他50万人となる。2000年から

2050年を平均すると、毎年0.5％ずつ減少するこ

とになる。

人口の高齢化も急速に進んでおり、現在の高

齢化率は先進諸国とほぼ同じ程度であるが、急

速な高齢化はさらに続き、他の先進諸国を引き

離し、世界に例のない高齢社会となる。予測で

は高齢化率 (65歳以上が人口に占める割合）は

2000年の17.2％が2050年には32.3％になり人口

の3人に 1人が65歳以上という超裔齢化社会が

到来する。その反而で出生数は減少するため、

生産年齢人口が減少する中で、高齢化が進むと

いう新たな局面を迎える。

経済状況もバブル崩壊後の不況からの回復期

にあり、安定した成熟段階へ入り 、今後も低成

長がしばらく持続するものと考えられる。

高齢化 ・少子化と経済の低成長によって、か

つて急激な増加をみてきた水傭要は、今後は緩

やかな増加に転じていくことが見込まれる。こ

れまでは水傭要の増大と料金改定を前提に、漏

要に対応した施設整備を中心に展開してきた水

道事業経営も、少子高齢社会における安定 • 安

心重視の施設整備へと基本的な転換を迫られる

と思われる。

②ライフスタイルと環境重視

披近における成熟社会への移行を反映して、

ライフスタイルに対する価値観も祉的な拡大だ

けでなく質的な充実を重視するものへ、また全

体的な統一性よりも個性や特質を大切にするも

のへと変化 している。供給するサーピスの内容

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

や質に対する需要者の関心も高まっており、需

要者への説明や需要者の参加がこれまで以上に

求められている。需要者のニーズに柔軟に対応

できるサービスの在り方が重視されてきてい

る。

さらに、質的重視という傾向が強まる中、浄

水器やミネラルウォーターの売上が伸びると

いったことからもわかるように、需要者の水道

水質への関心が高まりを見せている。これは水

源環境保護などを始めとする環境問題への取り

組みが不可欠であることをも促している。地球

温暖化、 酸性雨、オゾン昂の破壊といった地球

規模での環境破壊が深刻化 しており、これから

の都市には、環境負荷ができる限り少なく 、持

続的発展が可能な循環型都市づくりが求められ

る。そのためには、水循環系における水道の位

置づけを明確にするとともに、水循環に係る多

くの制度、関係者との間で協調と連携を図らな

ければならない。

そして、個人 ・企業 ・行政それぞれが環境対

策の役割と買任を認識し、賓源の有効活用など

へ収り組むとともに、水道施設においてはエネ

ルギー効率の高い水道システムの構築などが期

待される。たとえば1996年秋の ISO・ 国際標準

機関の14000シリーズが発効したが、これは企業

における環境マネージメントがこうした形で国

際的に確立したことを意味している 。 水道 •JJ業

者においても省脊源、省エネ型経営へのさらな

る転換が、求められるようになっていくと思わ

れる。

③危機管理

1994年の全国的な大渇水と1995年の阪神 ・淡

路大霙災は水道が有するライフラインとしての

重要な役割を改めて認識させられた。また、1996

年には病原性微生物クリプトスポリジウムによ

る水道水の汚染が発生した。これらの水道の安

全性をfわかす事態の発生により 、多水系にわた

る水源開発など渇水に備えたゆとりある水源の

確保と水道施設整備の耐捉性や水質管理体制を
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一附強化する必要性が求められている。しかし、

，μ業側として、渇水や地震による被害を完全に

なくすのはなかなか困難なことである。しμ業評

価など積極的に取り入れ、代川対効呆を見極め

た危機管理対策を講じていかなければならな

い。

④水迫分野における規制緩和と地方分権

自由で公正な競争に実現により梢代者の利益

を図るという社会全体の規制緩和の流れの中

で、 1996年3月には政府の規制緩和推進計1面が

閣議決定された。これにより水道分野でも1997

年10)]より給水装四の構造 ・材質における全国

律の性能基準を定めるとともに、この基準へ

の適合の忍証は製造業者の自己認証を基本とす

る（製造業者の希望に応じて第三者機関が詔証

を行う）制度を導人することとなった。同じく

1998年4JJには水道法が改正され、指定給水装

骰‘ド業者制度が法律で確立され、指定の要件が

全国的に統一された。このような制度改正は自

由な経済活動を基調とする経済社会への対応の

一端であり 、水道涌要者、指定工’lj.’li業者、水

道事業者のそれぞれの貨任が明確に整理し、成

熟した経済社会に即した自己；t任原則と市拗原

理の活川を図ろうとするものである。

規制緩和と同時に、それぞれの行政における

地）i分権が進められている。 1996年から1997年

にかけての 4次にわたる「地方分権委且会」の

勧告を受け、 1998年10月に「地方分権推進計画」

が閣議決定され、この計両に基づき、 1999年7

Jj「地方分権一括法」が公布されるとともに、

水追法を含む475の法律が同時改正された。水道

行政における地方分権の碁本的な考え方は、 ’lI

業に対する指揮監督について、都道府県の此任

の範l用を明確化し、国と都追府県の共任分担を

はっきりさせることにある。これまでは都追府

県知1tに機関委任されてきた一部’li業者への認

＂［権限や指揮監将権限は新しい制度では自治ボ

務とされたため、都道府県と国が役割を分担し

て最終的な指揮監督此任者として位置付けられ

68 

た。2000年の 4月は本格的な地）j分権の時代が

はじまりといわれ、国と地方公共団体が新たな

役割分担のもと行政に携わっていく出発点と

なった。

2 水道事業におけるサービス形態

（］） 行政関与のあり方と公的サービスの供給方法

公益'P業である水道’lt業が提供するサーピス

ーすなわち生活用水の供給ーは、水道法に基づ

き地）j公共団体によって行われるのが原則とさ

れている。水道法は給水人口が100人以下の規校

の1i業には適川されないが、専川水道を含み水

道法が適用される水道'H業の給水人11は、 117-生

省によれば平成9年度木で121.3百万人となっ

ており、そのうち120.2 i'f万人 (99.l%)が地方

公共団体の経営する事業体からの供給によるも

のである。市町村直営を原則としている水道事

業が提供する給水サーピスは、地ガ公共団体が

行う上要な公的サーピスのひとつとして位骰付

けられる。近年における行財政改やの流れの中

で水追＇ド業のように住民生活に密府したサーピ

ス行政部門にあっては、どういう供給形態で

行っていくのかを総合的に検討していくことが

求められている。

平成 8年12)]行政改作委貝会が「行政関与の

在り方に関する基準」を策定し、公表している。

これは、行政改や推進のためには、行政の活動

領域やその関＇｝のあり）j -どのような内容の

公的サーピスをどのような方法で提供したらよ

いのかー について検討し直すことが不可欠と

のことから再整理を行ったものである。

その基本原則では、行政の関＇｝は 1 「民間で

できるものは民間に委ねる」という考え方に枯

づき、必要最小限にとどめ、 ＠「国民本位の効

率的な行政」を実現するため、国民が必要とす

る行政を最小の経役で行い、 ③関与を行う各機

関は同民に対して「説明此任」を果たさなけれ

ばならない、としており、行政が関与する必要



がある場合として、賓源配分上の「市場の失敗」

の場合に限るとしている。また、関与の仕方に

ついても、「政策目的を明確にし、その目的に応

じて複数の選択肢を提示した上で、各選択肢の

長所 ・短所を示すとともに、最も適切な手段・

形態を比較検討して決定しなければならない」

と述べている。

地方公共団体の公的サービスに、このような

行政関与の基準を当てはめた楊合、どんな体制

でそれを供給するかについて、いくつかの類型

が考えられる。

各地方公共団体においては公的サービスの具

体的な供給方法を決定する際、表2-1のよう

な行政関与とサービスの経営形態との関係を踏

まえつつ、サービス内容と各種規制事業法との

間の関係や地域の骰かれた事情を総合的に勘案

し、最も適切な方式を選択していかねばならな

い。以下では水道事業の特性を踏まえながら各

経営形態を概観してみる。

(2) 地方公共団体直営によるサーピスの提供

現在の水道事業は給水人口の99.1％が地方公

共団体によるものであるが、平成10年度末にお

いて地方公共団体が直接経営する水道事業は

3,677事業 （上水道1t業1,993事業、簡易水道事

業1,684事業）である。地方公堂企業法を全部適

用している事業 ーすなわち地方公営企業法で

規定するところの「地方公営企業」として給水

サービスを実施している事業ー は1,993'ド業

のすべての上水道’li業 （当然適用）と31事業

（うち 8事業は財務規定のみ適川）の簡易水道事

業となっている。残りの1,653事業の簡易水道事

業には地方公営企業法は適用されず、 一般行政

部1"]が特別会計を設けてサーピスを提供してい

る。

このように直接経営方式には一般行政部門に

よる場合と地方公党企業による場合とがある

が、その般も大きな違いは採鉢性と自律性の度

合が地方公営企業の方がはるかに高いことにあ

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

る。たとえば、住民の福祉の増進という目的で

サーピスが提供される場合を考えてみても、こ

れが地方公営企業によって提供される場合に

は、独立採算制と企業会計方式が採用されてい

るため財務面においても採符性が高く、さらに

組織面においても企業管理者制度が適用される

ため自律性が高いということになる。

地方公共団体による直営経営方式を意味する

「公営企業」という用語は1948年の地方財政法、

「地方公営企業」という用語は1952年の地方公営

企業法及び地方公営企業労働関係法において初

めて法令上で使用された。しかし、「公営」企業

は明治時代からすでに実態的に存在し、当初は

もっぱら公物・営造物概念でとらえられ、地方

制度上は一般の行政事務と同様な位骰付けがさ

れるとともに、 一方では各種公益事業に関する

法令上において民間企業と同様の取り扱いをう

けていた。この間公営企業の企業としての存在

を認め、経営成績や収益主義を明確化するため

の公益企業法案が検討されたこともあったが、

実際は戦後まで実現しなかった。

水道事業は今でこそ地方公営企業の代表的な

ものとなっているが、それを一般行政部門の一

環として経営していくことについては判断時に

おける選択肢の一つとして考ることができる。

般的に公的サーピスを一般行政の中で行うか

地方公営企業で行うかはその時点における社会

通念と政策判断とによ って決められる面が多

ぃ。たとえば、簡易水道事業を見た場合、地方

公営企業であるヒ水道事業との大きな違いは給

水人口等と いった卓業規模の違いであり、行っ

ているのは同じ給水サーピスで、特別会計を設

けて独立採算で運営される点でも同じである

が、簡易水道事業では一般行政という形態での

事業運営が可能である。しかし、上水道事業の

実施においては法律上必ず地方公営企業という

形態をとらねばならない。従って一般行政と地

方公営企業のどちらの手法でサーピスを提供す

るのかといった選択の境界について、そのサー
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ビスの特質から政策的に明確な定めをすること

は大変困難なことと考えられる。かといって、

サービスの受益先や砒が把握でき 、効率性や経

済性が強く、さらには規模が巨大な装骰型’li業

であるが上で継続性が求められるといった性質

を有する上水道事業について、独立採籾制を否

定したfIL税を基礎とする一般行政による経営方

式へとあえて転換していかねばならない理由も

見当たらない。

地方公営企業の組織運営は一般行政のそれか

らすればきわめて特例的な意義を持っており 、

公益事業を行う地方公堂企業について特に必要

とすることは経営の能率化、合理化への配應で

ある。そこで、地方公堂企業において業務の一

部を委託することは大いに推進されるべきであ

り、表2-1にも示すように地方公営企業にお

いては完全直営によりすべての業務を行う楊合

もあるであろうと思われるが、むしろ業務の一

部を民間に委託している勘合がほとんどであ

表2-1 住民に必要なサーピスの経営方式一覧

行 政 1紺 与 関与形態
関'J-形態

の基準 の基準

直接凋与

行政活動

としての

関 与 関与

間接関与

民間活動

への関与

非関与

る。行革推進の中で、平成10年 lJ J 13日に出さ

れた自治省行政局長通知（「地方公営企業の経営

基盤の強化について」）においても 、一般的留意

事項の中で「民間委託により実施することが適

当な’li務については、当該企業による適切な管

理監腎のもとに、適正な業務運営の確保及び

サーピス水準の維持向上に留意しつつ、積極的

かつ計画的に民間委託等を推進することが必要

である。」としており 、民間への委託のみな らず

「料金徴収事務など他の地方公営企業に委託す

ることにより効率化が図られる 'lt務について

は、積極的に委託を推進することが必要であ

る。」とも指摘している。

(3) 地方公共団体による間接関与

①間接経営方式

地方公共団体によるIlIl接経営方式とは、地方

公共団体が別個独立した法人組織を自ら設立

し、それを介して1lil接的な形でサービス供給を

経営方式 経営形態

一般行政

完全直営
直接経営 地力公営企

直営＋民間委託
業

直営＋PFI

地方公共企菜体

地)J公社(「1治体単独出資形

間接経堂 態）
地方公社 （官民共同出資形態、

第：：セクター）

PFI（ジョイン トベンチャー型）

公股民営

委託契約 PFI （独立採t1型）

PFI（サーピス購入型）

規制民営（民間公益企業）
民間経営

完全民営 （一般民間企業）

注）太田正「水追＇ ）i架の経営形態に関する考烈 I・..中 ・ド」（「公梱企業」1998年10~12Jlサ）を基に作成
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行う方法であり、表2-lでは 3つの類型を提

示している。

地方公営企業を能率的、合理的に経営してい

くためには間接経営方式によることが適当であ

る場合も考えられる。そのため、地方公営企業

法では間接経営方式として「地方公共企業体制

度」を設け、その具体的内容を別途法律を以っ

て定めることとしている。地方公堂企業は地方

公共団体における住民の福祉の増進を目的とし

た行政の一環として直営経堂方式により運営さ

れることが原則であるが、このような直接経営

方式にあっては、企業として必要とすべき自主

性を強化し、サーピス提供における頁任態勢を

確立していくにおいても限界が存在する。そこ

で企業の自主性をさらに徹底させ、直営の枠を

越えた別個の主体による企業経営方式を規定し

たのが地方公共企業体という制度である。しか

し、現在のところこの特別法は制定されておら

ず、規定そのものが布名無実の状態にあり、地

方公共企業体は存在していない。

間接経営方式にはこの他、堆独または複数の

地方公共団体による100％出査の法人組織によ

り行う場合と地方公共団体と民間セクターの共

同出脊に基づく法人糸11織によ って行う場合があ

る。ここにいう法人組織とは民法上の社団法人・

財団法人、商法上の株式会社・有限会社及び特

別法に基づく特別法人が考え られる。 このうち

共同出脊に碁づく法人組織をとるもので商法上

の法人形態のものを主に指して第＝・セクターと

呼んでいる。

このような地方公共団体が出脊をしている法

人組織、いわゆる「地方公社」は、 1999年 1月

1日現在の調査によれば全国に10,135公社あ

る。このうち4,221公社 (46.l%)は地方公共団

休が全額を出脊しているものであり、単独の地

方公共団体で全額の出脊をしている公社は

3,750公社 (37.0%)ある。こうした地方公社

は、水道事業に関連するところではメータ検針

や料金徴収、施設の維持管理など特定業務のみ

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

委託をする際の受け皿として設立しているケー

スが多く、通常の民間業者に委託したのでは水

道事業者によるコントロールが十分に機能しな

くなるような業務分野に地方公社を利用するこ

とが多い。よって、わが国の現状では水道事業

全体を丸ごと業務委託した例はなく、あくまで

も部分的な業務委託に止ま っている。事業全体

を包括的に地方公社に行わせているケースで

は、都道府県が行う流域下水道事業で、都道府

県が建設した施設の維持管理を下水道公社と

いった関係流域市町村等が出資している法人組

織に包括業務委託している例等が見られる。

第三セクターであるが、社会脊本整備におけ

る民間活力活用を推進するためにその整備主体

として中心的な役割を担ってきた。設立時期で

は1975年以前の設立に係るものが191法人、1976

~80年で57、81~85年で71、86~90年で168と特

に1990年前後のバプル期には地方公営企業に準

ずる第=:セクターの設立を特色とした三セク

プームが起きた。バプル崩壊後は経済環境の変

化により、 一部の第三セクターでは赤字の累積

等経営が悪化し、事業遂行に支防を来している

ものも現れ、地方財政悪化の大きな懸念材料と

してクローズアップされるとともに、第＝セク

ターのスキームそのものが問題視されるに至っ

ている。こうなった原因としては、端的には①

バプル期と言う特殊な時代秤景もあって、安易

な収支計画をもとに事業化に走ったこと②経営

陣が官民の寄り合い所帯で1'I任ある経営体制が

とられていなかったこと③一度事業計画を策定

するとそれが硬直的になりがちであることなど

が挙げられる。第=:セクターの骰かれた現状に

対し、 1999年5月自治省は「第三セクターに関

する指針」を示し、現時点における経営状況の

点検評価を行い、設立団体の財政運営に影押が

及ぶことがないよう、運堂改善 （役員数や給与

の見直し、糾織のスリム化と統廃合、財政支援

の在り方の見直し等）を促している。
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表2-2 地方公社の概念等

概念 地方公共団体の事務の 一部である施設の管理運営等の市業を地

方公共団体に代行して実施させるために設立する法人の総称で

ある。いわゆる地方公共団体の外郭団体といわれているものであ

る。

法人形態 単独の地方公共団体の出資割 民法法人 社団法人、財団法人

（自治省が調査
合が 25％以上の法人

裔法法人 株式会社、有限会社
を行う際の分 単独の地方公共団体の出資割 民法法人 社団法人、財団法人

類） 合が 25％未潰の法人 裔法法人 株式会社、有限会社

（特別法による公社） 地ガ住宅供給公社、地方道路公社、土地開発公
社

股立される理 ・大規模な開発1i業を実施するために、地方公共団体の財源以外
由 に民間資金を活用する必要がある。

・事業の執行、施設の運営等を地方公共団体の会計の枠から外し

て機動的、弾力的に行う必要が在る。

・民間の経営センスを導入することのより経営の効率化を図る。

地方公共団体 財政 ・設立時における出汽

との関係 •財政援助として貸付金、補助金、借入金の偵務保証、tu

失保証等が可能である。

職員 地方公共団体からの出向が多い

監督 特別法による公社 予算執行に関する長の調査権 （報

等 資本金等の 50％相当 告徴収、状況調査、必要な措笠要

の債務を負担する法人 求）の対象

50％以上の出資法人 長が経営状況説明苫類を議会へ

提出

条例で定めることにより、公の施

設の管理を委託nJ能

25％以上の出資法人 監査委員が監督権

自治省令で定めるものは条例に

より公の施設の管理を委託可能

地方公共団体 50％以 lこの出資法人 関係予nの審議、経営状況の報告、地方
の議会との閑 自治法 1この 100条調査権

係 25％以上の出資法人 決算閾｛系提出内類の承認

②公設民営

公的サーピスの供給に地方公共団体が間接的

に関与する方法は、間接経営方式のように打治

体が自ら別個独立の法人を設立して行う方式の

ほか、民間業者との委託契約により事業を包括

的に実施する方式がある。その一つが公設民営

方式である。

的団体」 （利潤追求を主たる目的とせず、社会公

共の活動を行う民間団体）に限定されていたが、

1991年地方自治法 （第244条の 2第 3項）が改正

され、委託の相手方に「将通地方公共団体が出

脊している法人で政令で定めるもの」 （出脊法

人）が加わった。この出脊法人とは第＝．セクタ ー

のことであり、公設民営は現行の法制度の枠内

でも実現しうる可能性が生まれている。水道事業施設などの「公の施設」の管理はそ

の設置主体である喝該地方公共団体が直接行う

のが原則であるが、住民が公の施設の利用をよ

り有効適切に行うことができる楊合は条例に

よって他の団体に委託することができる。 この

際の委託の相手方は「公共団体」 （当該地方公共

団体以外の行政主体である団体） または「公共
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公的サーピスの提供を行う施設の建設、所有

及び管理運営を全面的に公共側で担当する方ず

は直接経堂方式であるが、公設民営では表2-

3の I、IIの二つの公民連携の分担スキームが

考えられる。 Iは公共側が施設を建設及び所有

するが、管理運営は民制側に担当させるもので、
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表2-3 公殺民営の公民分担

直接経営 1 建公設 1 所公有 1管理運営

ー
＿＂3

公
一公

公
一
民

民
一
民

公設民党方式の典型であり、全国的にも実例は

多い。IIは施設の建設は公共側が担当するが、

それ以降は民間側が行うものである。この例と

しては大学経営の事例で、川地と建物に関する

牝 I•I l を児と市が折半し、完成後は民間 LJJ業者で

ある学校法人へ寄付 し、あわせて県と 市が脊金

と要且に関する支援を行うといったものがあ

る。

公設民営方式は、上下水追'li業や交通事業な

ど装骰）f1の’lt業ではなく 、病院や学校経堂など

労働集約型の事業においていくつかの例がみら

れ、ここでは国や地方公共団体が不得手とされ

る医師や教貝の確保といった人 aド管理面での問

題点を民間のノウハウで鮒決しようとしてい

る。 しかし、水道事業など装置型の事業におい

てこの方法を適用すると、施設部分の建設を公

共で受け持つため、運転符理を行う民間部門は

参入しやす く退去しやすい経営環境にi性かれ

る。その拗合ライフラインを常る公益’ji業に必

要な‘li業継続性を考慮すると 、住民を前に大き

な危険性をql.ませることになり兼ねない。また、

装置型の4I業では、施設の建設と運転行理は、

運転竹理での経験が施設整備へと活かされると

いう 相互不可分な関係にあるため、姓設と運転

管理を分離してしまうことは両者の一体的な関

係を実質的に切断するものとなって、 1i業全体
としてのサービス水準や効率的運営を阻‘鳥して

しまう 可能性さえも否定できなくなる。従って、

装骰型の公益1I業や公的サービスヘの適IIjはあ

まり向いたものではない。

(4) PFIの導人形態

PFI (Private Finance Initiative)は「従米公

共部門によ って提供されてきた公共サービスに

ついて、設計、建設、運営及び脊金調達に関す

る頁任を民間部門に移転するものであり、これ

により民間部門がプロジェク トの各段階で生じ

るリスクを十分に考慮したうえで、契約を締結

し、自ら課した契約上の義務を果たすこと （す

なわち リスクをとること）によって、公共部門

の効率化と公共サーピスの質の向上を図ろうと

するもの」である。これはイギリスにおいてメー

ジャー保守党政権下の1990年代初めに登場し、

わが国でも1999年7月にPFI法が成立したとこ

ろである。PFIは公的奸本を民間が所行するこ

とで社会脊本整備を図るものであるため、施設

建設時の脊金調達からその後の経営管理、 1I業

連堂に至るまでを トータルに民間部門で担当す

るもので、公共部門は、企画 ・選定 ・評価など

サービスヘの関与という点では主として間接的

な関与に止まる。

水誼事業への PFI導入形態としては、表2-

1に示すとおり、 ①地方公共団体がサーピスに

直接関与する場合で、直接経営方式 （地方公営

企業）における一部業務を民間に委託するのと

同様、 一部業務を PFIで行う場合と、 ②間接関

与の勘合であり、 1川接経営方式と委託契約方式

においてサーピスの全部すなわち水道'li業全体

をPFIで行う場合の二つのケースが考えられ

る。 1の祁人形態については、 1999年10月から

東京都で導人された事例で水道局金町浄水場の

常）1J発虚PFIモデル事業である。この'lJ業は

PFI法が施行成立する以前の同年 1月から都が

1T業者の公募を行い、浄水場内に常）TI発逍設備

を設社・運営し、虚力及び蒸気を供給するとい

うPFI的手法によ ったわが国で初の1i業であ
る。このようなケースは今後も増えていくもの

と考えられるが、PFIでは事業のどの部分にそ

の手法を取り入れていくかが最も1廿lわれるとこ

ろである。

PFI法では PFIを ヒ下水道事業、 「．業用水道

,JI業、道路、鉄逍、港湾、空港、河川など公共
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性の醐い分野へ適用可能性を拡大しうる効果を

もっている。水道事業は公衆衛生の向上と環境

衛生の確保といった公共の福祉を目的としたき

わめて公共性の高い公的サービスである。これ

からすれば、ジョイントベンチャー1他の PFIで

行う場合については、装置型公益1t業である水

迎’li業では、水道施設の建設における段階から

公共部門がかなりの負担をするとともに、竹理

述営にあたっても高い公共性に立った行政II的

ヒ必要な見地から相当程度の公的関与を行わざ

るを得ないと考えられる。そうであるならば、

ジョイントベンチャー咆の本来的スキームであ

る「事業連営は民間＇ド業者がいりする 。」という

狸念を大幅に外れてしまうことが衿えられ、民

間の経営能）J及び技術的能力の活用という PFI

法の目的を達成できなくなる。

独立採符型のPFIについて水迎‘li業を適Illす

れば、経営方式は異なるものの実質は水道1i業

それ自体の民営化に限りなく近いものとなる。

さらに、 PFIの契約が 一般の民間ボ業者でなく

第＝．セクターとされたならば、第＝．セクターに

よる経営形態とかわりない。公共サーピス購入

Jf~! についてであるが、この方式では民 I: il‘ l i業者

が Lド業主体となって水追事業を経営し、地方公

共団体からの収入でコストの同収を図ることに

なる。 しかし、本来水道・JI業は末端給水’li業を

原則とし、給水サーピスを受けた住民より、そ

の受益に応じた対価（収入）を徴し、コストの

同収を図る＇『業であるため、もとより地）］公共

団体からの収人でコストの回収を図ることは想

定できないと考える。従って、この型の PFIを

導人する楊合は、東ふ（都が行ったように直営水

道事業の一部業務に民間委託の延長として導入

する場合に限られる。（用水供給1担業の楊合で

は、用水供給サービスを受けるの地方公共団体

であるため、この型の PFIの可能性がないとは

いえないが、水源開発、施設管理、顧客である

末端給水’lt業との関係などにおいて困難な問題

を抱える。）

74 

以ヒのように、水道11業本体の経党に PFI方

式を導入することは困難な点が多い。公設民党

方式でも同様であるが、まずは水迎法に規定す

る公営原刈といった関連法規の内容改正が不 IIJ・

避である。また、現在水逍‘ji業に従’jiしている

公務貝の身分ヒの問題においても、 In{IIl保証が

ない限り PFIへの移行は難しい。PFIはいわゆ

るアウトソーシング （外部委託）であり 、人員

削減問題とも表衷一体である。しかし PFI法が

制定されたことで、現在地方公営企業で経営さ

れている水逍’lt業において、東京都のように業

務の一部としての施設整備においてこの手法を

組み込むケースは今後方々で実施されていくも

のとf想される。そうした場合に向けても、公

物狩理制度や財政制度ヒの問題など ーたとえ

ば、現行制度では適Jllされていた補助制度が

PFI方式への移行とともに受けられなくな って

しまうのではないかといった問題一 対処すべ

き点も多く存在するものと思われる。

(5) 民間経堂方式と水道1t業

ここにいう民間経営は表 l-3の「狭義の民

党化」、すなわち＇ド業百体をそっくり公共部門か

ら切り離し、民間市業者へ移管するものである。

民党化後にも・J=i:業に特化した公的規制を受ける

「規制民営」と民‘営化後には一般的規制以外は受

けない「完全民営」があるが、水迎’li業は公益

1t業であるため、公的規制を受けないことはあ

りえず、完全民堂は経党形態として考えられな

い。従って規制民営方式が、水道＇ド業の経営形

態として考えられうる民Ilil経営方式とされる。

この方式は、わが国に例外的に存在する会社経

営の水道1i業と、イギリスの水道民党化に見ら

れる方式である。イギリスの水道民堂化につい

てはこれまでも若干触れてきたたが、ここでは

規制民営方式の典型事例として具体的な補足検

討を行う 。

0民営化の概要

1986年2月サッチャー保守党政権は水道民党



化に関する白占を公表し、水迫事業の実態、民

営化後の組織、規制方法等が簡潔に整理され、

民営化についての政府の方針が公式に示され

た。これ以前、イングランドとウェールズにお

ける水供給は10の水管理公社と29の民間の法定

企業 （シェアは水管理公社が78%、法定企業が

22%) により行われていた。この白甚では、株

式を売却し水管理公社を民堂化する際、株式売

却の正当化する理由については語られていた。

しかし、すでに当地では民間の法定水道会社が

存在しているので可能だったに もかかわらず、

水箭理公社が法定会社と比べどの程度の非効率

性を内在するのかといった点については卜分な

比較説明がなく、白苫では極めて断定的な根拠

に基づき株式売却を推進しようとした。その結

果労糾や労働党の大反対を受けたが、最終的に

1989年12月に水管理公社の上ド水道・JT業部門に

おける株式光却手続きがなされ、会社法に基づ

き設府された10の水・JT業会社 (WaterService 

Companies)に移管された。

②民営化を‘足施できた経営環境

1973年水法によって創設された水符理公社

(Waler Authority)はイギリスの水追‘li業の組

織を大幅に 1肝扁成した。すなわち、これまで地

方自治体中心で行ってきた水道・JT業は水狩理公

社に移行されたわけであるが、この水管理公社

自体、自治体という行政 l→．の区分領域に基づい

たものではなく 、河川の集水 ・貯水領域を桔礎

としており、 10（イングランド 9、ウ.Lールズ

l)の水竹狸公社はこの時、点において地理的に

独立した流域管理体制をすでに確立させてい

た。 しかも、この水管理公社の業務は、水の供

給、 l‘•水・汚水の処理、河川の竹理という 3 つ

の業務を広域かつ総合的に遂行する総合的流域

管理業務であり 、環境規制等の行政’li務をも司

るものであった。イギリスの民堂化の背娯には、

叩 II流域単位での総合的な水竹理体制がの民営

化以前に存在していたというド地があったので

ある。

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

1989年に水管理公社の株式売却がなされた

際、上下水道部門以外の規制行政部門は全国河

川庁 (NationalRiver Authority)を創設してこ

こに移管し、上下水道事業部門 （水1t業会社）

は完全民営化され、水事業会社の経営面を外部

的に規制する水事業監理局 (Officeof Water 

Services)もこの時創設されている。イギリス

におけるヒ下水道民営化と いう出来’jlは、法的

にも行政組織上でも長期間にわたって確立され

た水竹理システムが存在し、その環境の中で行

われた公益事業の経営形態変革であることに注

意しなければならない。

③’lI業規制

イングランド、ウェールズにおける水’lI業会

社と水追会社は、水追事業において上に削牲者

保護と水質管理の面からの規制を受ける。消役

者保護に関しては料金とサーピス水準に関して

の規制、水質管理に関しては飲料水と河川につ

いての規制が最も重要である。梢伐者保護規制

は水’lI業藍理局が、水質管理規制は環境庁が中

心となり実施されている。

水1―i業会社と水道会社は、例えば配水符の漏

水防止や水質基準の達成のためには、新たな投

脊が必要となるが、補助金制度は存在しないた

め投：代はすべて料金に転妹されることとなる。

そのため、このような投；臼計画と料金水準との

調整を図ることを目的として、環境庁、水1i業
監理），J、環境省、水：μ業会社等が協議して、上

F水道投；社や管理合理化の計両を作成すること

となっている。この計画は；ft産監理叶両（Asset

Management Plan : AMP)と呼ばれ、現行の

計画は1995年から2004年までの AMP2である。

この計1iliには、料金規制としてプライス・キャッ

プ規制が導入されている。水事業藍理），dは水 ＇μ

業会社と水氾会社の両者にこの価格規制を実施

しており、 RPI+K公式に基づきヒ下水道料金

ヒ外率のヒ限1直が企業ごとに決められる。
また、．ii'j1t者保護規制では独占・合併委員会

(Monopolies and Mergers Commission)によっ
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て「公共の利益」を碁準とした合併規制も行わ

れている。これは民営化政策の実施後にフラン

ス系水迎会社がイギリス水道会社の株式取得に

乗り出したために、業界内部で合併 ・再編成が

起こり、企業数の減少が問題になっているため

である。

④民営化の効果等

1989年の上下水道事業の民営化後の効果とし

ては次のようなことが挙げられている。

1)市拗からの賽金調達が容易になり 、民営化

以前よりは査本投脊額が増加している。民営

化以前の10年間は、年間約11~161紅ポンドで

あったが、民営化以降は25~301窯ポンドに増

加している。それを反映してか上ド水道料金

については、 1996年度の一戸当たりの年間上

下水道料金は民営化前の1988年度と比較する

と名日で2.04倍、実質で1.45倍となっている。

2)従業員数の削減など経堂の合理化が進んで

いる。例えば、水事業会社と水道会社の合計

従業員数は1991年に対して1997年は20％減の

37,379人となっている

3) 下水処理水の水質が改苦されたり、利用者

からの苦情に対する対応が迅速になるなど、

住民サービスが向上した。

イギリスの上下水道ボ業には民堂化以前から

補助金が投入されていなかったためか、現時点

における民営化に対する住民の見方の中には、

否定的見解は少ないと思われる。 しかし、料金

が民営化以降は上昇したために、住民にはこの

埋由が脊本投資によるものであることを知ら

ず、非効率な経営によるものであると思う者も

多く、水’li業会社に対しては不満も多い。環境

庁、水’li業監理局、水Lμ業会社等で、投脊計画

の調整は行っているが、その中ではやはり料金

の抑制を主張する水事業監理局の権限が強く、

十分な投行は抑制されるため、投ン社筏金を全て

料金のみで回収しなければな らない水北業会社

等にとって、投資に伴う値上げについて、仕民

の指示がどこまで得られるかは全くわからな
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し‘o

⑤わが同への適合性

イギリスにおける水道事業の民堂化は、民営

化を実施したことによ って行政がその活動とし

て公的サービスに直間接的に関与することは確

かになくなったが、その代わりに行政部門がそ

の公的此任を果たすべき仕組み ー広域的かつ

総合的な河川流域弔位の水管理システムの維持

と水1t業監理局などによる新たな梢伐者保護体
制の確立ー は再構築されている。一方わが国

では、前章でも述べたようにこうした総合的水

監理システムは確立されていない。さらには国

など水行政を担当する行政組織をみても、占＜

から縦割りのままで、治水、利水、水環境全般

を統合化できないまま今日に至り、 1997年7月

の中央省庁改革関連法成立に際しても、ついに

水行政の一本化は見送られてしま った。すなわ

ち水辺Lμ業民営化をいくら議論してもそれが機

能する経営環境の枠組み、条件整備が存在しな

い限り、実際の民営化への移行は困難なことで

ある。

また民営化が進展することは、地方議会など

の住民による梢牧者保護をチェックする機関の

Hがますます行き届かな くなるということであ

る。その点における‘iti牲者の利益保護を図る仕

糾みをどうするかも課題として残る。こうした

仕糾みが形成されないまま、民営化により市場

メカニズムを機能させる仕組みが果たして可能

なのか、疑聞点も多い。民営化を提起するなら

ば、民営化後の規制システムも併せて提示する

必要がある。

水道1i業においてはこれまでも、市拗メカニ

ズムに基づく自由な競争を期待することは不可

能であると言う 前提に立ち、競争原理に代わる

政府規制が代替的な措置として利Jllされてき

た。さらに市町村単位での事業経営で、供給技

術の箪新や需要増大が見込めない現状を鑑みて

も利潤獲得機会は大きいとはいえない。 した

がって、その中で民営化・規制緩和が行われる



とすれば価格上昇や設備投；代への不安といった

ことも表面化することも考えられるが、それ以

前にこのような市場では、新規参入者が出現し

そうにないとも思われる。

しかしそうはいうものの、＇ド業規制の再検討

は今後も必要であると考える。現在わが国に存

在する民営の水道事業は、いずれの事業者も住

宅やリゾートなどの民間開発1i業者であり 、給

水規模も小さいが、これらの・JT-業者のように地

下水を利lflすることで水源のn立化や分散化が
図られれば、新規参入の可能性は存在する。既

存の事業との直接的な競争は起こらないであろ

うが、補完的な機能は期待できる。このような、

複合的な水道供給システムの確立とそれに向け

た参入規制の緩和は、メリットも期待できるの

ではないだろうか。

最近、J→'下水道事業への規制緩和をにらんだ

動きがあった。さ菱商！ドと環境プラント設計開

発の日本ヘルスが上ド水道1t業への参人を 1]指

した共同出脊会社「ジャパン ・ウォーター」を

設立すると発表した。商社系の新会社は他にも

海外での上下水道事業参画の実績を活かし、公

益1t業への参人を検討しており、今後法制度な

どの環境整備を待ってヒ下水道事業の企両や設

計、建設、迎営を一且した11業体制を目指して

いる。この1f後にはヒ水追’li業について国が業

務全体の民間委託の検討に入るなど、この分野

への参人機会が今後拡大していくという判断が

あることはいうまでもない。

3 これからの水道経営と
巾業規制の方向性

水道民堂化論は、公党が非効率的で民党は効

率的といった固定的な考えのみでを［張する者

もあれば、公営における制約の多さを理由にあ

げる者もある。 しかし、このところ民営化が議

論されるようになったのも、衷を返せば、市町

村直営という今の水道1i業のあり方が何らのI!il

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

題を抱え、その再検討の必要と今後の方向性を

示すべき時期にさしかかっていることのあらわ

れとでもいうべきではないだろうか。

以下では、水道事業の現状を跨まえ、地方公

営企業である水道れ業の経営管理システムの中

で改革すべき点として考えるべき ’lt項を取り上

げる。

(1) 行理者制度

地方自治体が直接経営する方式でありなが

ら、 地方公営企業の経営組織を一般行政から切

り離し、それを経営管理する管理者を設骰する

とともに、その者に17常的な業務執行の全てを

委ねようとするのが管理者制度である。

地方公共団体が経堂する水道事業3,677事業

のうち地方公堂企業法を全部適用しているのは

2, 016']J.業であるが、そのうち管理者を設置して

いるのは3631i業となっている。すべての1I業体

に管理者が置かれていないのは、政令に定める

一定規模以下の地方公堂企業については、条例

で定めるところにより管理者を置かないことが

できるとされているためで、このことは、比較

的規校の小さい地方公堂企業にあっては必ずし

も内．任の符理者を府く必要がなく、現実に適任

者が得られないことも想定されているためであ

る。符理者の性格としては、長の補助職且であ

りながら地方公営企業の経‘営に関しては実質的

に独立の執行機関に匹敵する地位に立つもので

あり、地方公共団体の組織のうち極めて特殊な

性格を有する。管理者は長から完全に独立して

いるわけでもなく、その｀方で長の補助部局と

して乱定の独n性をイ了するという極めて特殊な
性格を持っているといえる。

2000年2月に自治省が行ったアンケート（水

逍＇『業を含む地方公‘営企業全体を対象）によれ

ば、次のような結果が出ている。「在職期間」に

ついてであるが、前任 (2000年2月現在におけ

る竹理者ではなく、その前任）の行理者の在職

期Ililについては、都追府貼では‘ド均で約 2年
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7ヶ月、政令市が平均で約 3年 2ヶ月となって

おり、法定任期の 4年より短い在職期間の管理

者は都道府県で約8割、政令市で約 7割を占め

る。管理者の「登川元」については、都道府県

では約 1割が企業部局内、 9割が一般行政部局

からの登川、 政令市では約 2割が企業部）、1）内、

約8割が 一般行政部昴からの登Illである。都誼

府県、政令市いずれにおいても、地方公共団体

外部から登）l1された行理者はいない。

こうした状況からみるかぎり 、竹理者制度の

運用上、竹理者は「地方公営企業の経営に関し

識見を有する者のうちから」（地方公営企業法第

7条の 2第 1項）任命することとされているが、

実際のところは一般行政部門等の全く地方公営

企業とは異なる分野における実禎により選任さ

れており、 4年の任期よりもかなり短い期間で

異動している。その結果として経党全体が無頁

任的な体質となってしまっているのではないか

等といった点も指摘されている。管理者制度の

趣旨からは企業経堂においてはエキスパー トと

いえる者を竹理者に任命しなければならないた

め、今後は民間人も含めて適任者を選考して行

くことが必要であるとの意見も出てきている。

しかし、現状では行理者の実際の任期が大変短

いため、リーダーシップと経営貢任の観点から

も、今後は 4年の任期を撤底していくとともに、

経営効率化を向上させるため業績による適切な

インセンティブを竹理者に与えたり、企業のn
主性をさらに徹底するために権限を強化 してい

くことも検討するべきではないかと考えられ

る。

(2) 料金決定方法の改芋

①水道料金と総括原価方式

水道料金は地方公堂企業法第21条に基づき、

原価主義を採用している。原価主義は原価の裏

付けによって料金を符定するため料金算定方法

としてはわかりやすい反面、経堂効率化への動

機付けが弱いという難点がある。そこで、原価
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主義の長所を生かしながら、その欠点を補うよ

うな料金設定システムを構築することが望まれ

るところである。

わが国の多くの公共料金において採用されて

いる総括原価方式とは適正な原価 （効率的に’li

業が行われた場合に要するであろう総牧用）に

適正な事業報酬 (1I業の健全な維持発展に必要

な行本調達上のコスト）を加えたものが総収人

に見合うように料金を設定する方式である。水

追料金にもこの方式がillいられている。1966年

7) jの地方公堂企業法 一部改正とともに総括原

価方式は導人され、翌1967年 7)jに日本水道協

会に設けられた水追料金制度調査会により水道

1i業における料金設定のガイドラインである

「水追料金の籾定について（水道料金算定要領）」

が作成された。この要網は1979年8月と1997年

10月に見直しがなされ、現在に至っているが、

各li業体は料金水準の差こそあるが、この要綱

に基づいた料金体系により水道料金を設定して

いる。現在の要綱によると総括原価は堂業代）Il

と脊本骰川の合計とされ、 3年から 5年の料金

籾定期間中における料金総収入額と等しくなる

ように決定される。

総括原価方式は原価の裏付けに基づく価格決

定方式であるが、運用上は必ずしも原価等の実

態を反映していない場合もあり、改蒋を要する

部分も存在する。効率化へのインセンティブが

弱いことへの対応も含め、総括原価主義の枠内

で、料金符定期間を長期化させたり 、料金認可

後の経堂状況チェックを強化したり、適正な ‘-li.

業報酬の設定をルール化するといった改善策が

求められている。

②インセンティブ規制

インセンテイプ規制とは、特に事業効率化に

よる経営努力を誘因するためできるだけ透明で

牝川のかからない規制メカニズムを外部から強

制的に与えることで規制の運用ヒの実行性を断

めようとするもので、その方法として料金の決

定過程でもいろいろな施策が考案されている。



総括原価方式は、前述のように、料金箕定の根

拠が比較的分かりやすく、 1JI業者が過大な利益

あるいは損失を生じることなく公正な報酬を確

保できることができるとともに消牲者が過大な

料金負担を負うことがない等の長所があると考

えられる一方で、事業者の効率化への努）Jによ

り原価が節減される場合にそれに応じた料金引

き下げがされるためなかなか効率化へのインセ

ンテイプも働きにくいという短所がある。そこ

で1996年8月の料金制度調在会の答申を受けて

見直された視行の要領では、 1t業維持に必災な

額を足しヒげて総括原価に 1ユ．釆せしていた’li業

者にう r品の限度を設定することによって過度な

；代本1t用（脊産維持牝）を削減するインセンティ

ブを伊えたり、料金符定（改定）の際に'li業全

般にわたる経党の見直しを行い経堂効率化，i|’II厠

を策定して総括原価に反映させるようにするこ

となどを盛り込んだ。

今11公共料金分野では競争原理を導入するこ

と等によ って、経牧削減等 4';'1の効率化を誘発

するとともに高コスト構造の始正や安易な値ヒ

げを避けようとする価格設定方式も取り人れら

れている。その代表的な例として電気、ガス料

金の認 11「の介定では総括原価方式の枠組みの中

で、ヤードスティック方式が採）廿されている。

例えば通商産業省による虚気料金の認 11fでは、

個別在定に加え、各1i業者の原価単価の水準や

上昇冷；などの指標を比較 （比較査定）し、認Ii[

額に格差を設け、効率化の1文合いが小さい企業

に対しては減額認可が行われるといった効冷叶lり

な事架者の指標を基準として料金が決定されて

いる この方法だと、他の•JT.業者に比べて効率

性が悪いために原価の増大を生じていても、そ

の分の料金転h家ができないために、否応にもそ

の事業者は経党効率化を迫られ、その結果原価

が抑制されることで安易な値上げも避けられ

る。 しかし、ヤードスティ ック方式と総括原価

方式との併川は総括原価を構成するコストが梢

窟文になるに従って規制コストの削減効率が1叶咸

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

してくることも否定できない。その一方で、ヤー

ドスティック方式のメリットはその客観性や使

いやすさにあるとされ、同一地域に数多くの事

業者が存在する場合に同質的なものをグルービ

ングして比較することにより最も成果をあげう

るが、地域ごとに独占的な1t業者しか存在しな

い楊合には経営外的要因である地域特性を除去

して比較しなくてはならず、この方法が難問と

して残る。この関連では、 1999年9月日本水道

協会＇P務常設委員会が「経堂効率化指標」を示

したが、他の事業者との比較評価を 11T能とする

料金水準やコスト、経営安定度等といった効率

化指椋を1t業毎に設定していこうとする動きも

ある。

水追事業は地域独占のため、直接的な競争に

より効率化を促すことはできないが、ヤードス

ティック方式であれば、 1ill接的な競争を生じ、

経営効率化の誘因にはなりうると考えられる。

首相の私的懇談会である物価安定政策会議の特

別部会基本問題検討会の1996年3月報告i1f「公

共料金の価格設定の在り）］等について」の中で

も 「公共料金の価格設定方式は、 1i業の市楊構

造等に応じて、明示的な効率化インセンテイプ

を盛り込んだ適切な仕組みを選択し、祁入すべ

きである」とし、水道料金について「1f業者間

の比較による間接的な競争が働くような―l：夫を

検討すべきである」としてインセンテイプ規制

の導人は必要だとしている。ヤードスティ ック

方式と並ぶインセンティブ規制であるプライス

キャ ップ方式については、イギリスのように民

営ではなく公営企業で経党されているわが国の

水辺’li業には馴染まないと考えられるしかし、

ヤードスティック）j式なら給水人11規校等条件

設定の如何によって比較の対象とする1i業者グ

ループを絞れば効果が期待できるといわれてい

る 前述1996年 8 月の料金制度調査会の答 I~ で

もヤードスティ ック競争の強化は、次にのべる

情報公聞と並び提，［されており、きわめて今日

的な政策課題と考えられている。企業性の追及
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による生産性の向上、経営効率改善のための厳

しい経営改革は公益Lj:T.'業にとって恒久的な課題

であり、水道事業においても当然あてはまるこ

とである。従ってインセンティブ規制の導入は

水道事業の現状を鑑みても不可欠なものといえ

る。

(3) 料金・経営情報の公開

①情報公聞の枠組みと問題点

水道などの公共料金は、参入規制が行われて

おり、そのサービスにも必需性が翡いことから、

1t業者は利Ill者等に対し、料金や事業の効率化

などに対する説明此任（アカウンタピリティ）

を負っている。

たとえば、料金についていえば、前述したよ

うに原価の衷付けに基づく価格設定方式（総括

原価方式）をとりつつも運用上必ずしも原価等

の実態を反映するものでなかったり 、価格符定

に至るプロセスにおいても必ずしも透明とはい

えない場合もあり得る。こうした点については

改善していくことも当然必要であるが、まずは

明確な説明が求められるべきである。すなわち、

料金改定時にはなおさらのこと、日常的にも料

金体系や料金区分の考え方等を分かりやすく住

民に説明する義務があり 、経営努）］の取り組み

状況についても、事業者自身がt体的に説明此

任を果たさなければならない。

地方公共団体が経営する水道事業では、地方

自治法（第243条の 3)及び地方公営企業法 （第

40条の 2) により地方公共団体の長が鉗年少な

くとも 2回以上、利用者に対して業務状況を公

表することとされる。また、情報公開条例のあ

る地方公共団体においては、上ド水道、公営交

辿など地方公共団体が行う公共料金関連事業に

もこの条例の開示訥求制度が適fIjされる。 しか

しながらここで公開される業務状況は、事業全

体の収支は示されているものの、サービス別収

支やその内訳等ば必ずしも十分に示されていな

い。ことに料金情報となると、改定時において
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は料金符定の考え）］や査定内容についての主体

的公表はされるものの、個別料金の原価配賦方

法、設備投脊計画と料金負担との具体的な関係、

需要予illll、改定時における原価と実禎との比較

分析に関する情報等は必ずしも十分に説明され

ているものばかりではない。前述の政府基本llfl

題検討会の1997年7月における報告書「公共料

金の改革」の中でも、諸外国での状況からみて

も基礎的な料金情報や事業効率化情報の公IJrl

は、利用者の利益確保のためにぱ必煩事項と位

協付け、アクセスしやすくわかりやすい1h'I示の

方法が制度化される必要があるとしている。

②料金情報の公開にむけた動き

水道料金は地域間での価格のバラつき（内々

格差）も大きく、その解梢のためにも情報開示

の実効性を一昂高めなければならないという観

点から、 1996年3月の同検討会報告害では事業

ごとの情報聞示ガイドラインを作成すべきであ

るとの提言もなさた。その策定を進めている物

価安定政策会議では1999年6月に上下水道や都

市ガス料金についての叫」J報告をまとめた。公

共料金、情報公開検討委員会上下水道料金作業部

会によるこの報告は、地方公共団体が行う上 F

水道1i業は地域独占事業であり、上水道料金で

は最大10倍の内々格差がイ且在することなどを踏

まえ、上ド水道料金の情報公開の方向性を提ボ

している。例えば、料金の形成が妥当かどうか

の説明此任と情報公開を事業者に求め、下水道

事業などは一部を除き財務内容を官庁会計方式

で公表しているが脊産内容が不透明であること

などから企業会計方式にすることが超ましいと

しているほか、財政計画の公開とその後の進捗

状況のフォローアップや情報公開における利川

者との双方向的な仕組みが必要であるとしてい

る。さらに情報公開法との関連では、上下水道

事業では他の事業者との競争上不利になるケー

スを想定して設けられた情報開示の制限規定に

ついて「競争上の地位の侵害」等を理由として

非公開とされるべき情報は想定されないとし、



料金に係る情報は個別の顧客情報を除いて基本

的に利用者からの請求があれば開示する必要が

あるとしている。今後は2000年3月までにこの

委員会による事業横断的なガイドラインが取り

まとめられることとなっている。

さらにその後9月には日本水道協会の事務常

設委員会が、水道事業者が使用者に対しどうい

う情報をどういう形で流すのかを示した「経営

情報公開のガイドライン」を公表している。こ

こでは、水道企業全般にわたり使用者の理解を

高めるには、双方向の情報公開が不可欠との基

本認識のもとに公開すべき内容を「料金改定時

に公開すべき情報」（①料金に関する基礎的な惜

報②事業経営に関する情報③経営の効率性に関

する情報④使用者サービスに関する情報）と「定

期的に公開すべき情報」とに区分するとともに、

具体的な「経営情報の公開事例」を示している

情報の公開にあったっては、適切なタイミン

グによって利用者のサーピスの質に対する理解

を得ていく必要もある。その例として東京都水

道局では環境保全に配應しつつサービスの質を

確保するため、平成12年度から環境会計を導人

している。これは、環境問題に対する社会的関

心が高まる中でその重要性が高ま っているにも

かかわらず、これまで相対的に少ない情報しか

公閣されていないことから、今後は環境対策と

経堂効率の調和が事業展開において必要である

との認識に立ち、環境対策の牝用対効果を明ら

かにして使用者の理解を得ようとするものであ

る。

こうしだ団報公開を通じ、効率的な需給関係

を形成することによって、使用者にと っては、

自ら判断し社会における (I已責任原則の確立に

脊するとともに、事業者にとっても、効率化へ

の緊張が持続し、より透明性を高めた料金制度

及び事業の健全な発展に繋がるものと考える。

さらに事業運堂における住民とのパー トナー

シップ、特に危機管理や非常時に必要な住民連

携といった点からも、 1」頃の情報公開によって

公益事業における経営構造のあり方に関する研究

住民との緊密な信頼関係を構築していくことが

不可欠である。

(4) 広域化の行方

1999年6月の水道基本問題検討会の報告で

は、広域化の進めるにあたって、経営基盤の弱

い小規模水道について広域化によ って強化して

いく必要があるとしながら、現状の広域化につ

いていくつかの問題点があることを指摘してい

る。その一つとして、報告では「地域の実情に

応じて、広域水道、共同取水、共同経営、共同

維持管理など多様な形態による水道の広域化を

進める」ことの璽要性を指摘している。しかし、

経営基盤に大きな差がある事業体を統合し、広

域化するにあたって地域住民の理解を得ること

は相当困難である。そのためには、業務の効率

性が認められ、統合が可能ものから、事業者が

経営規模による応分の財政負担と業務分担を行

うことによる広域化、すなわち、できる部分で

の広域化を滸実に行っていくことが今は必要だ

と考える。たとえば、取水体制の共同化、水質

管理体制の共同化などの特定の業務に限定した

広域化である。

報告占は水追の広域的整備について、「地域の

実情を踏まえ、できるだけ末端給水までの水道

事業の形態で広域整備を推進することが適切と

考えられる」としている。すなわち水源一浄水

ー配水一給水の一元広域化を中心に考えてい

る。しかし、こうした広域水道により 一律横並

びに料金格差の是正や水利権等の受益の均衡を

図るにあたっては、広域住民のコンセンサスが

得られない場合も多い。水道水源としてのダム

や堰は、ある都市にとっては欠くべからざる施

設であるかもしれないが、それらが所在する地

域にとっては必ずしも歓迎するものではない場

合が多い。広域化は関係事業者と地域住民のす

べてにとってメリッ トがある場合に限って実施

されるべきであり、経営基盤が比較的弱い事業

者にとっては基盤が強化されることは当然のこ

Bl 



Urban • Advance No.19 2000. 12 

と、経営基盤が比較的強同な事業者にと っても

弱体化へつながるのではなくて更なる強化へと

つながるといった広域化でなければならない。

従って、状況が異なる小規模水追事業体が数多

く存在する場合に、それぞれの経営基盤に応じ

て各事業体が浄水を購入する「Il1水供給事業」

という形態では広域化が行い得ても、広域水追

による「末端給水」という形態での広域化につ

いては国による積極的な財源手当て等財政シス

テムの後押しがない限り現段階では難しいもの

と考える。

(5) 構造改やへの動きと経営形態の今後

地方分権、規制緩和など行政改やの中で、公

と民の役割分担も見直され、行政が公的サービ

スのどの部分にまで関与できるかが検討されて

いることはこれまでも述べてきた通りである。

財政状況の好転が見込まれない中、事務事業評

価を行い、効率性を総括し、民間でも可能な分

野にはより多くの民間企業が主体的に参入でき

るような環境を行政が創出し、公的サービスの

スリム化を断行している。これは、自由な経済

活動と自己灯任原則を碁調とした社会への変化

の現れでもある。

水近事業体でも 一展の経営基盤の安定と充

実、業務効率化、梢報公開による透明性の確保、

牧の翡い住民サーピスの展開を梢極的に進めて

いかねばならないが、こうした社会変化の潮流

は勿論水道事業を取り巻く経営環境にも料臨し

ている。これまで論じてきた「民営化」という

動きも、その一つとして無視できない流れであ

る。

ここに、民営化を懸念する意見がある。例え

ば次のような主張である。

82 

水道事業は、地域独占事業で、水源からの

取水や浄水処理、給配水に至るまで地域特性

に大きく制約を受けている。生産物（水道水）

の質と絨、価格など、買い手と交渉の余地が

ないという厳しい状況の中で、公共性や公衆

衛生への安全の確保を ~I つ ていくことは水迎

事業の使命である。効率性と経済性を第一に

追求する民間企業の理念からすれば、非採符

的なものはどうしても切り捨てられる。渇水

対策等のための水源開発や水質の改蒋に関す

る投脊骰川が増加することも見込まれるが、

こうした1U用は収入増には直接結びつかな

い。従って民間 ＇lt業者はこうした事業を軽祝
する可能性もある。そんな中で安全性をどう

担保していくのか。民党化され、国］屯補助が

無くなれば料金格差はますますひどくなる。

民間になれば脊金調達コストも上がるため、

利益配当が可能な強固な経営基盤を擁した1t

業体では株式や杜偵が売れるが、そうでない

ところは脊金調達も極めて難しい。元来投下

脊本の回転率が悪く、収益性が乏しい水道1i.
業に投脊をしてくれる人は果たしてあるの

か。民間企業にと っても水道事業への参入は

魅）Jがあるものとは言えないのではないの

か。

一方、栢板的に民堂化を進めるべきだという

考えがある。例えばつぎのようなものである。

世界の趨勢がすでに民営化へと向かってい

る。民堂化への移行が遅れると水追の技術的

碁盤の衰えも考えられる。後になればなるほ

ど、わが国の水道事業はたぶん他同の水道1I.

業者の支配下に置かれることとなる。「外圧」

によ って民営を強いられる前に、水道が自ら

の考えで、民堂に移行すべきである。

また今日、ライフラインとして欠かすこと

のできない給水サーピスを消骰者に提供する

という商行為は、公益‘fi.業と言う制約の中に

あっても競争原理や自己買任原則を基本とす

るのが時代の要請であって、いつまでも税金

で支える権力的行政のフレームの中にとどま

る必然性はなくなっている。水道水だけは特



別な財またはサーピスであるとする考えはも

はや適当でない。

民営化を推進する立楊としては、水道分野に

おける相対的かつ絶対的な技術の遅れを理由と

してあげたり、公営企業による競争や自己灯任

原則の欠如をあげている。

水辺Llt業は拡張の時代からから維持秤理の時

代へと移り、今後は高水準な水道システムが求

められる。長期的には市勘原理により効率化を

行い、技術を競い合う時代が確かに到来すると

思われる。規制緩和がされ、PFIを国が推進し、

一昂の民活民営化を導人する動きにも確かに必

然性がある。 しかし、 n已lf任や契約ヒ義中心
の欧米の流れをわが同にそのまま導人し、即定

着させるのはどうしても無理がある。l位近に

なって漸く、そうした考えが定着し始めた段階

であり、それが日常となるにはまだ秤く時間を

要する。

そこで水迎’ji業のあり方を展望すれば、わが

国の現状からも今のところは公営を原則とした

経営形態の中で、これまでみてきたような経党

手法をじっくり議論する必要がある。その過程

で総合的な水管理システムを築き上げ、広域化

を推進し、然るべき経‘,:;t形態を再検討すること

が当面われわれが行っていかねばならないこと

ではないだろうか。

公益事業における経営構造のあり方に関する研究
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一最近、大型商業施設が各地で開発されています。それは10~20年間の

t業川定期借地方式の導人や外脊系デベロッパーの参人、高級プランド

のアウトレットなど今まで商業開発とは少し変わったもののようです。

今回取りヒげました「ポストバプルの都市開発」では変化する都市聞

発の考え）jや開発1i例を御紹介させていだたきました。今後のまちづく
りを考えるヒでも参考になるものと考えております。

なお、原稿執筆にあたりましては突然の依頼にもかかわらず快くお引

き受け頂きました皆様に似くお礼申しじげます。
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